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複合プライバシーを考慮したセキュアな

道路コンテキストサービスのシステム構想 

嶋田 茂*
 

System Concept of Secure Road Context Services  
By Considering Complex Privacy 

 
Shigeru Shimada* 

 
Abstract 

Propose architecture of the context-oriented video service system, which consist of construction of 
archives and databases for a large amount of sensor data taken with vehicle of cruising roads and 
selection by optional spatio-temporal terms. Especially, high-speed stream data processing is 
necessary for the video archive, and shows findings of the mode of processing are shown. And 
moreover, privacy breaches problem caused by context awareness will be decreased by considering a 
new concept of complex privacy quantification and measurement.

Keywords: Context-oriented video service， Stream data processing， Context Awareness， Privacy 
quantification and measurement， Privacy Breaches
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1 はじめに 

1．1 スマートグリッドにおける電気自動車 
太陽光や風水力，バイオマス等に代表される分散エネル

ギーを，情報通信技術を利用して効率的に需要と供給のバ

ランスをとり，電力の安定供給を行うスマートグリッドが検討さ

れ始めて久しいが，この中で最近特に注目されているエネル

ギー源として，一般の各家庭における個別の太陽光発電が

ある．特に最近では，各国の景気対策に相まって，太陽光発

電の余剰電力の買い取り制度  （太陽光サーチャージ）[1]
や，太陽光発電システムの設置補助金制度等[2] による太陽

光発電の推奨策が功を奏して，急速な普及が始まっている．

このようなスマートグリッドの普及により，そこで得られる電

気エネルギーの使い方に関する新たなトレンドが表れている．

化石燃料の代替えとしての電気自動車のニーズがこのスマ

ートグリッド普及策に適合して，マイカーのエネルギー源が各

家庭で生成される電気エネルギーを主に利用する考え方に

あり，各マイカーは各家庭のガレージに駐車している間に充

電を行い，走行に備える考え方である．このような状況にお

いては，各家庭のガレージに駐車して停止している車両であ

っても通電状況下にすることができるため，車両に装備され

ている各種の装置をいつでも作動できるようなスタンバイ状態

や又は作動状態におくことができる．これによって，例えばリ

ビングルームで家族と一緒に立てた旅行計画情報を乗車前

にカーナビに送っておき，すぐに案内を開始できるよう準備し

たり，乗車前にエアコンを動作させて，冬の寒い時期には車

内をあらかじめ暖めておいたり，逆に暑い時期には冷房した

りすることが可能となる． 
 

1．2 車載カメラを用いた車両周辺の監視

最近の車両には，衝突防止や駐車アシストのために複数台

の車載カメラが装備されることが多くなり，特にSUV(Sports 
Utility Vehicle)やミニバン等の大型車両には，前後左右を

映すことが可能な合計４台の車載カメラを標準装備するケー

スが増えている．このような車載カメラは，スマートグリッド環

境下において家庭のガレージに駐車している時にも作動さ

せることができるため，駐車車両自体を監視カメラの代わりに

して，車両周辺の状況を撮影したビデオプローブを蓄積し，

他ユーザに向けてサービスする試みがある．そのサービス応

用例として，街のモニタリングや，車両周辺の異常検出による

警報サービス等が提案されている[3]．

 図１： 車載カメラビデオプローブ 

情報処理学会 高度交通システム 2010 シンポジウム予稿集より 
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嶋田茂 

この車載カメラによる撮影とビデオアーカイブ化は，車両

が走行している時にも有効であり，車載カメラのビデオだけ

でなく，加速度センサや姿勢センサの状況と関連付けた運

転の安全診断や，撮影された車載カメラビデオを共有するこ

とによる道路コンテキストの提供サービス等が新たに考えら

れる．類似のサービスとして，Google 社の Street View があ

り，計測車両の車載カメラで撮影した画像をアーカイブして，

一般ユーザからは，位置情報を地図と関連付けて提供され

る．この Street View で提供されるのは，ビデオではなく静

止画像ではあるが，360 度パノラマ視を可能とするもので，よ

り臨場感のあるコンテキストを提供している[4]． 
本研究は，このような車載カメラで撮影されるビデオを用

いた道路コンテキストのサービスに着目し，そのシステム実

現上の問題となる各種の課題の整理と，特にその中で最も

深刻な問題となるプライバシーの保護方式とそれを用いたセ

キュアなコンテキスト提供システムの実現方式の検討結果に

ついて報告する．

 

2 道路コンテキスト 

2.1 道路コンテキストの定義 
一般にコンテキストとは，情報の背景，前後関係，文脈など，

物理的には認識できなくとも，主観的に理解されるものを指

す．従ってこのコンテキストを得るためには，多くの場合，従

来の文書やビデオ等のコンテンツに加え，そのコンテンツの

特性（取得属性や有効な対象等）や，時間や空間及び音声

等の付帯的な情報との密接な関係を与えることが行われる．

従って，コンテキストは汎用的なものというよりは，その特性

や付帯的な情報を考慮した環境下で有効なものと考えられ

る． 
道路に即していえば単純に道路ビデオを自動車ユーザに

提示することにとどまらず，位置や時間を条件にした「気づき」

(awareness) の機会を与える情報と呼ぶことができる．従っ

て道路コンテキストは，「道路にある各種のセンサをから取得

されるデータを統合した情報」と定義される．この場合に考え

られるセンサ類としては，道路に設置される監視カメラ・車両

検知センサ・速度計等の静的センサ群と，道路を走行する車

両の装備する車載カメラ・GPS・加速度・姿勢等の動的セン

サ群とがある．

次に，この道路コンテキストを用いたサービスについて考

える．特に前述の道路走行車両から提供される動的センサ

群 か ら 提 供 さ れ る デ ー タ を UGC (User Generated 
Contents) 形式で収集してアーカイブ・データベース化し，

それらの履歴のデータベースからメタデータベースが構築で

きれば次のような各種のコンテキストサービスが提供できると

考えられる．

コンシューマ向けサービス 

・街の状況サービス…街区の風景ビデオからその時点で

の状況を提示する

・旅行雑誌の風景ビデオ提供…電子書籍の一部の記事

に風景ビデオを提供

・老人・子供の見守りサービス…風景ビデオから老人や子

供の状況を把握 

自動車ドライバーサービス 

・運転診断…ドライブログとしてセンサ履歴と危険度との相

関を診断

・事故調査・診断…事故が発生した前後の挙動をセンサ

履歴から提供・診断

・渋滞状況サービス…渋滞が発生している先頭の状況等

をビデオで提供

ビジネス向けサービス 

・事故調査・査定支援…事故発生前後の周囲状況のビデ

オを提供し，損害査定

・不動産物件状況サービス…対象となる不動産物件周辺

の状況をビデオで提供 

このように道路コンテキストは，社会的要請から生まれ発

達した道路ビデオ技術から派生したものであり，一般的な

UGC 形式の，いわゆるライフログ等のコンテンツとは異なっ

た，新たな切り口から有用性・有益性の高い情報サービスを

生み出すことが期待される

 

2.2 電子雑誌への道路コンテキストサービス 

道路コンテキスト自体の抽象的な定義の議論だけでは分

かりにくいので，具体的な情報サービスシステムとしての道

路コンテキストの位置づけを考えることにする．現在，多数の

携帯情報端末が市場に出回っているが，それらを電子書籍

として利用する動きが活発となっている．特に昨今話題とな

っているタブレット型ディバイスには，形状が従来のパソコン

や携帯電話とは異なるだけではなく，モバイル環境下で電子

書籍を読むといった新たな利用シーンを創出するという点で，

大きな期待が寄せられている．電子雑誌といえば，現時点で

は既存の紙媒体をそのまま電子化し，端末の画面上で読む

ことができるという単純なものが依然目立つが，記事をビデ

オ化し，タッチパネル等のポインティングデバイスを用いてイ

ンタラクティブに操作できるなど，マルチメディアとしての特

性を生かす試みも始まりつつある[5]．
例えば車両内で旅行雑誌の１コマにある観光スポットの現

在の状況をビデオで確認したり，あるいは観光スポットまでの

道のりの状況を車載カメラで撮影したビデオで確認したりす

るといったコンテキストサービスが考えられる．この場合，単

独のビデオといったコンテンツではなく，その位置と時間情

報，および気温や湿度等の環境情報との関連性が加わるこ

とによるコンテキスト化が行われるもので，これから目指す

観光スポットへのアプローチ方法の注意点や，推奨とな

る撮影地点と方角など，行動支援に結びつくようなサー

ビスができることにある．そこで本研究では，この道路
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複合プライバシーを考慮したセキュアな道路コンテキストサービスのシス

コンテキストをタブレット型ディバイスでの旅行雑誌の

検索処理における一部の記事として提供するサービスを

考えることにする．即ち図２に示すように，旅行雑誌の

一部の観光スポット記事をタップすると，その付近の地

図が表示され，現在位置からそのスポット位置までの経

路と，それに沿って撮影されたビデオが，タップする指

の動きに同期して表示することにより，目標とするスポ

ット位置に到達するまでの経路上に存在するサブスポッ

トの状況や混雑状況及びスポット付近の現在の状況等が

容易に把握できるようなサービスを考えることにする．

 
3 サービス実現に向けた課題と解決方針

3.1 サービスシステムのデータベース構成

今回は，この道路コンテキストをタブレット型ディバイスへイン

タラクティブにサービスするシステムの構築を目指し，そのシ

ステムを実現させる上での各種課題とその解決方針を検討

することを目標とする．特に UGC 形式で多量の車両センサ

データがサービスセンターに寄せられるので，データ収集か

ら配信用ビデオ登録までの高速データベース化が要求され

る．そこで，ビデオデータベースの自動構築方式を中心にし

た検討内容について説明する．まず全体のシステムにおけ

る構成の中で，データベース系のコンポーネントに着目する

と，図３に示すように １）最新ビデオデータベース，２）ビデ

オログデータベース，３）メタデータベース の３つの部分で

構成する． 

特にこの場合，最新ビデオデータベースとビデオログデー

タベースとに区別しているのは，次のような理由がある．

 

 

図３： サービスシステムの全体構成 

車載カメラから撮影されるビデオデータには

するためのコンテキストが最も多く含まれると考

できるだけ最新のビデオデータをクライアントと

型ディバイスへ提供する必要がある． しかもこ

タベースのアクセスは一時的であり，トランザク

なりの数に上ると予想される．

一方，事故の原因解析等の過去のビデオデ

るユーザは，最新のビデオデータを求めるユ

なり限定され，しかもそのトランザクションは長

想される．従って，このようなトランザクションの

場合には，データベースは別に分ける必要があ

以下これらの中で，主要なコンポーネントに

る．

 
3.2 最新ビデオデータベース 

可能な限り最新のビデオを提供する機能を実

即時性が要求されるような情報処理系となり，

タ処理の活用が有効と考えられる．この場合，

ストサービスにおいて，ある経路上で，可能な

デオを閲覧できるようにしたいとすると，高速

形式のデータベースに格納する処理が必要

合，単純にデータストレージへ一旦蓄積した後

ス構築を行うのでは，検索可能となるまでに長

ることになり，多量のサービス要求に対応でき

そこで，車両センサから提供されるデータをで

タイムに処理することが求められる．

その方法は，新たにアップロードされた車両

を対象に，ストリームデータ処理を行い，最新ビ

条件に適ったデータレコードだけを選択して，

ータベースに登録する．この場合のストリームデ

ては，ビデオフレームとしての画像に含まれる

識から，画像特性を示す属性データを抽出し，

同時に計測されるセンサデータ（位置情報及

を用いて，既に登録されているビデオデータ

換え可能かどうかの判断を行うような処理内容

このストリームデータ処理の詳細は，後段にて説

 

3.3 ビデオログデータベースの構築 

ビデオログデータベースは，即時性を要求さ

処理系のためのデータベースの位置づけで，

時間必要とするが，有用なコンテキストを提示

ータを抽出する負荷の重い処理となる．この場

のは，並列に負荷分散実行可能な分散処理フ

であり，大規模なデータ処理系のスケールアウ

となる．

最新ビデオとして採用されないビデオストリー

ビデオログデータベースとしてアーカイブに蓄

らはバックグラウンドで各種属性データを用い

 
図２： iPad による旅行雑誌の閲覧例 
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ニングが施され，メタデータが抽出される．そして，特定条件

（天候，時間帯等）のビデオの検索機能や，リコメンドビデオ

（見晴らしの良い風景等）の提供などに役立てられる．またこ

こでは，分散処理フレームワーク(MapReduce [6]等)の活用

を行い，増大するデータに対するバッチ処理のスケールアウ

トを容易にするような処理系を導入する． 

 
3.4 クライアント-サーバ間のデータ送受信方式 

端末で撮影したビデオを，無線通信を経由してサーバに

送信する場合，サービス提供にふさわしい安全性や速度を

確保した送受信方法が必要となる．無線通信端末でビデオ

をサーバにアップロードする場合の通信プロトコルとして，

FTP と HTTPS が考えられる．一般的には FTP で認証とフ

ァイル転送を行うことにより，高速な通信を行うことが可能で

あるが，データの秘匿性は確保されない．

一方，HTTPS を用いる方法では認証をセキュアに行うこと

ができるが，暗号化処理に要する時間と，暗号化によるデー

タ量の増加に伴う通信時間の増大に注意を払う必要がある．

現実的にはデータ秘匿と通信の高速性のバランスをとり，認

証のみ HTTPS を用いる方法が妥当と考えられる．

3.5 ビデオデータの蓄積・再生方式 

ビデオ撮影時のファイル形式には２通りの方法がある．ひ

とつは，最初から.mov 等の形式でビデオファイルとして撮影

する方法，２つめは.jpg 形式等の静止画像を連続撮影して

結合する方法である．

前者はデータ圧縮率が高く，ファイルサイズの縮減に効果

があるが，サーバ側で静止画像を切り出した場合，鮮明な画

像を得ることが難しい．他方，後者の場合は撮影したデータ

をいったん結合する処理が必要となるが，再分割後の画質

の劣化はみられない． 
車載カメラに見立てたスマートフォンから 3G 回線経由でビ

デオデータのアップロード実験を行った結果，ビデオピクセ

ル数（dpi）および 1 秒あたりのフレーム数（fps）を調整すれ

ば，いずれの方法でも問題なく行うことができることを確認し

た．このことから，ビデオ形式選択の際に考慮すべきファクタ

ーとしては，通信条件や機器およびソフトウェアの処理能力

もさることながら，システムが提供するサービス条件を重視す

ることが適切といえる．例えば道路上を走行して撮影された

ビデオについて，閲覧用タブレット端末のタッチパネル操作

を生かし，任意の地点で静止させたり，コマ送り／コマ戻しを

可能にしたりするという要件が求められるのであれば，後者

の静止画像結合方式を採用するのが妥当といえる． 

 
3.6 ユーザ端末へのビデオ表示方式 

本研究の目標とするビデオ表示機能としては，ユーザが指

定した条件（例えば起点から終点までの経路上，および時間

など）に適合したビデオデータがサーバからダウンロードされ，

クライアント上でビデオとして表示される．このシステムが従

来のビデオ提供システムと大きく異なるのは，ユーザのリクエ

スト操作に応じてインタラクティブにビデオフレームを提供で

きるという点にある．即ち，クライアント端末画面の画面上に

表示された電子地図の座標や，またタッチパネル上でユー

ザが行うタップ等の操作に合わせ，ビデオの再生を自在に

止めたり戻したりできるというサービス仕様を実現するには，

単純にビデオフレームをつなぎあわせて連続したビデオデ

ータ化を行うだけでは要件を満たすことができない．一部の

ビデオフォーマットでは XML 形式のヘッダファイルに各コマ

の関連情報を持たせることもできるが，汎用性が低いとともに，

ビデオを生成する処理がサーバに負荷をかけるため採用は

難しい．その点では，連続したビデオフレームをファイルとし

てまとめて出力する方法が適当であるが，必要なファイルす

べてが欠けることなく配信されなければ，ビデオとして再生し

た際にコマ切れが発生し，なめらかな表示を実現することが

できない．

そこで，Web ブラウザをベースとして考える場合，Ajax に

よる非同期通信により，経路上にあるビデオファイルをまとめ

て先読みして取得し，JavaScript，CSS（スタイルシート），

HTML5 といった Web ブラウザがサポートする技術を活用し

て切り替え表示を行うことにより対応した．

 

3.7 ビデオ配信上のプライバシー保護の問題 

道路といった公共の位置での撮影とはいえ，車載カメラか

ら撮影されるビデオには，多くのプライバシーに関連するオ

ブジェクトが撮影されている．したがって，これらのビデオを

一般ユーザに公開するようなサービスを行う場合には，プラ

イバシーに該当する機微なデータが一般ユーザに配信され

ないような保護対策が必要となる．

類似のケースとして，既にサービスが開始されている Google
社の Street View では，このプライバシーの保護策として，

個人同定の可能性がある顔画像にぼかしを入れたり，車両

が同定されるような車番画像の文字が読めないようにぼかし

を入れたりするような対策が行われている外，更に個人から

の指摘により，一部の不都合なシーンの公開拒否ができるよ

うな対策が行われている[7]． 
しかし今回提案の道路コンテキストサービスでは，画像より

もリアリティーの高いビデオを配信することになるため，これら

のプライバシーの問題はさらに深刻となることが予想される．

特に画像・ビデオといった視覚的に明確に見えるようなプラ

イバシー対象だけでなく，その撮影位置がどのような状況に

ある場所なのか，その撮影時刻にはその位置においてどの

ようなことが問題となるのかなどの，時空間属性や社会的背

景等のプライバシーに関するより深い状況を考える必要があ

る．この課題に関しては，複合プライバシー保護を考えること

にし，解決方針の詳細は第 5 章にて説明する．
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17複合プライバシーを考慮したセキュアな道路コンテキストサービスのシステム構想   

 

 
 

4 ビデオストリーム処理方式 

前段までにまとめたサービス実現上の課題の中で，特に

3.2 節の最新ビデオスデータベースから 3.3 節のビデオログ

データベースまでのデータベース構築の処理系に注目して，

そこで行われる処理内容について，より詳細に説明する． 

 
4.1 ビデオストリーム処理フロー

ビデオストリーム処理では， 

1) ビデオフレームのメタ情報取得

2) 位置比較関数によるトラジェクトリ判定

3) ビデオフレーム特徴判定

4) 該当ビデオを最新ビデオデータベースに収納 

の処理ステップをメインメモリ上で高速に行う．各ステップの

処理内容は以下の通りであり，連続的に入力されるビデオフ

レームに対応した処理系となっている．

ビデオフレームのメタ情報取得 

この処理では，サーバが受信したビデオファイルをフレーム

（画像）単位に分割し，各フレームに対応するメタデータとの

関連づけを行う．図 4 において，例えば車両 01 からサーバ

に 送 信 さ れ て き た ビ デ オ を ビ デ オ フ レ ー ム

VF11,VF12,VF13,VF14 に分割し，それらに対応する LP
（Location Place：位置情報），TS（Time Stamp：日時情

報），ID（ビデオ ID）と関係付ける．

位置比較によるトラジェクトリ判定 

これは，撮影されたビデオが道路上のいずれの車線をどの

ように走行したかを確認するための処理である．走行した車

両のトラジェクトリと車線の位置情報と照合し，その車両がど

の車線を走行していたかを判定する．この判定を LC
（Location Comparison）関数と呼ぶことにする． その判定 

方法は最小誤差フィッティングアルゴリズム[8]により，ある一

定の経路内で車線変更をした可能性のある車両を判定し，

どちらの車線のビデオとみなすかを決定する．以上の方法で

車線を特定後，過去の同じ経路のビデオ VF01,VF02,VF03, 
VF04, を検索し，それらが存在すれば，起き換え対象とみ

なし，VF11,VF12,VF13,VF14, を最新画像アーカイブに登

録する．

ビデオフレーム特徴判定 

ストリームデータ処理では，最新ビデオとして更新候補にな

るかどうかの判定に引き続き，障害物またはプライバシー保

護対象となるかどうか判定を行う．この後段の判定を行うため

には，各ビデオフレームに対して FE(Feature Extraction)
関数により画像の特徴抽出を行い，障害物またはプライバシ

ー保護対象となりうるかどうかの特徴量計算を行う．障害物

の特徴抽出の例として，車載カメラのすぐ前方に大型トラック

が走行している場合を考えると，ビデオフレームにはトラック

車映が景色を覆い隠すような画像が含まれ，トラック背後の

巨大な箱状の垂直平面を持った車両特徴が抽出される．ま

た歩行者の顔や車番・表札等，プライバシー保護対象として

明確な特徴が抽出された画像に対しては，ぼかし処理を加

え，識別できないようにして，公開に備える．

該当ビデオを最新ビデオデータベースに登録 

LC 関数によって最新ビデオ候補であると判定され，かつ

FE 関数によって公開に問題がないと判定されたビデオは，

最新ビデオデータベースに登録される．更に，必要に応じて，

次節で説明するような複合プライバシーの評価を行うことに

より，公開ビデオにプライバシー保護対象が含まれるかどう

かの判定を加える．

 

 

                図４： ストリームデータ処理フロー 

TS: Time Stamp LC: Location Comparison DF: Direction Frame
LP: Location Place FE: Feature Extraction  FP: Feature Property 
VF: Video Frame 
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4.2 ビデオストリーム処理方式 

これらの一連の処理フローの中で，ビデオストリームの処理

方式について説明する．

ストリームデータ処理では，関係代数モデルに基づいて，

ストリームデータ処理（選択・射影・結合・集合等の演算）をメ

モリ上でリアルタイムに処理する．このストリームデータ処理

の特長として，1)インメモリでの差分計算による高速処理，

2)SQL 拡張の CQL(Continuous Query Language)により，

処理シナリオを宣言的に記述することができること 等が挙げ

られる．このストリームデータ処理の対象とするデータは無限

のデータ列となるので，これを有限のデータ集合として扱うた

めにスライディングウィンドウを設定する必要がある．その設

定を行い，ストリームデータの一部を切り出し，バッファリング

した後に，CQL によりクエリを行うようにする．このクエリとは，

ストリームデータに対する問い合わせ処理の単位で，クエリ

の複数の連結や結合により，目的とする実際の処理系を記

述する． 
このストリームデータ処理に関しては，既に種々の方式が

提案されており，Open Sourceのもの[8]や，商用化されてい

るもの[9]など，多数のシステムが存在する．しかしこれらのほ

とんどは，ビデオや画像などのバイナリデータを直接扱える

ものはない．そこで，ストリームデータ処理の前段にバイナリ

データから等価な属性を抽出するような前処理系を設定して，

その前処理で得られる属性値を用いることにより，他のデー

タと同様にストリームデータ処理ができるようにする．

ビデオストリーム処理を，既存のストリームデータ処理シス

テムを用いて行う場合について考えると，ビデオのバイナリ

データを直接ストリームデータ処理の対象にすることができ

ないので，ストリームデータ処理系の前段に設定した前処理

にてビデオをそれぞれ独立した画像フレーム列に変換し，そ

れぞれの画像の特徴認識からその画像の特性となるメタデ

ータを属性値として抽出して処理対象にすることによりストリ

ームデータ処理系がサポートする CQL で記述することがで

きる．前処理で得られる画像特徴のメタデータと，各種セン

サデータ（GPS・ 姿勢・時刻等）を対象に，CQL クエリを構

成する．その構成例を図 5 に示す． 

 

図５： ストリームデータ処理の CQL (Continuous  
Query Language) 図 

5  複合プライバシー 

個人情報に関連するセンシティブ（機微）な事項

る情報サービスは，ことごとくプライバシー保護の

禁止するような方策があるが，これでは先進的な情

スの芽を摘むことになりかねない．むしろ，新たな

スから得られるメリットを重視して，一部の個人情報

ら起因する問題の対策を行い，全体のサービスは

実現するのが望ましいと考えられる．先の Go
Street View を例にとると，一部の居住者のプラ

侵害されたからといって，その居住者が所属する

又は国全体にわたってサービスを禁止するような

ー保護策は過剰であると考えられ，その居住者の

プライバシー保護への対策できれば，全体のサ

行する方向の見解がある[10]． 
このようなプライバシー保護を行うには，各居住

個別の対策が行われることが理想ではあるが，そ

策では多大な労力が発生するため，元の情報サー

ットが相殺されかねないような問題となる．そこで本

このプライバシーの問題に抵触するかどうかを自動

できるような，プライバシーの推測方式を提案する

 
5.1 複合プライバシーの概念 

本研究の対象とする道路コンテキストを抽出す

力データとして，車両からの各種センサデータが

の中でも特に車載カメラのビデオデータには，人の

など形状判定や認識から明確にプライバシー対

断可能なオブジェクトが含まれる特性がある．一方

時刻・車両 ID 等の数値・文字データは，テーブ

たとしても，そのままの状態ではプライバシー判定

ができず，マイニング等のデータ解析を行って初

バシーの存在が明確になるといった特性がある．

者のプライバシーを顕現的プライバシー（Eviden
と呼び，その測度を EPM(Evident Privacy Me
る．一方，後者 のプ ライバシ ーを潜在的 プ ラ

（Latent Privacy）と呼ぶことにし，その測度を LP
Privacy Measure)とする． 

複合プライバシーとは，これらの顕現的プライ

在的プライバシーとの組み合わせによる相乗効果

ライバシー強度が増加するようなプライバシー測

これを CPM(Complex Privacy Measure)と呼ぶ

特にこの複合プライバシーが有効となるのは，最初

プライバシー対象との評価が低いビデオフレーム

ジェクトに対して，複合プライバシー測度(CPM)の
により，その可能性が高まる場合が多く存在するこ

プライバシー定量化のためのモデル 

EP モデル：EP を構成するオブジェクトの集合を
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複合プライバシーを考慮したセキュアな道路コンテキストサービスのシステム構想   

表 1： EPM 値の例 

epm(i) = 10 (Max)  ≧ 7  ≧ 5  ＜ 5 
オブジェクト 
種別 

個人の顔

車番(番号)
表札(文字) 

洗濯干し

布団干し

塵の集積 

自転車

バイク

自動車(駐車) 

家屋

植木・花 

具 体 例 と し て は， 表 １ に示 す よ う な値 と する ． こ れ よ り

EPM=epm(i)で定義する．

LP モデル：LP の評価測度としては，PPDM(Privacy 
Preserving Data Mining)の研究分野において既に多数

提案されているが[11][12]，その中でも摂動型の保護方式で

定式化されている差分エントロピーに基づいた評価測度

[13]を用いる．任意のランダム変数 A の差分エントリピー

h(A)は， h A         log        
Ω 

と記述されるの

で，プライバシー測度Π A は，Π A  2    となる（但し，

 A は A のドメイン）．これより LPM＝ (A)で定義する．

CP モデル：CP はこれらの EP と LP との複合的な測度を与

えるものと定義できるが，CPM としては EPM と LPM との相

乗効果が出るような次のような積形式で定義する．    

CPM = EPM (1 + LPM) 
この場合，LPM 値が 0 から 1 までの正規化された値をとるも

のと仮定している

5.2 複合プライバシーの例 

街区を映したビデオフレームの画像認識の結果，EP の候

補として抽出され，かつ EPM 値が高くないオブジェクトが存

在するが，そのオブジェクトに付随する属性の LP の相乗効

果により，複合プライバシーとしての CP が問題となる場合の

例について考える． 

街区を映したビデオフレームの画像認識の結果，複数の

自転車が抽出されたと仮定する．この自転車としてのオブジ

ェクト自体は, EP の観点からは中位レベル(5.0)の EPM 値と

なるので，その段階ではまだ問題とならない．ところが，その

自転車オブジェクトの存在場所が戸建ての住宅地域の場合

には，家庭に関するLPの観点がセンシティブになり，自転車

の種類から家族構成が推定できる可能性が高くなる．即ち，

自転車としての EPM に住宅地としての LPM の相乗効果に

より，CP 観点からの問題が大きくなったと判断される．

このような複合プライバシーの観点から問題となるようなオ

ブジェクトが含まれるビデオフレームは事前に公開が避けら

れるべきと判断され，最新ビデオデータベースへの登録を行

わないようにする． 

 

6 実装状況 

6.1 プロトタイプシステムの構成 

実サービスに向けた実用性検証のために，プロトタイプシ

ステムを開発し，クライアントとサーバで構成した．クライアン

ト側では，ビデオ撮影アプリケーションと情報閲覧アプリケー

ションを利用するため 2 種類のディバイスを用いることを想定

して構成した．即ち，撮影には車載カメラ・ビデオカメラ・スマ

ートフォン，閲覧にはカーナビゲーション端末・タブレット型

端末・PC 等が使えるように構成した．特に今回の実装では，

撮影にスマートフォン，閲覧にタブレット型端末を用いた場

合の実装と評価を行った．サーバ側はストリームバッファ及

びストリーム処理サーバ，最新ビデオデータベース，メタデ

ータベース，ビデオログデータベース，Web サーバといった

複数のサーバで構成し，閲覧端末側からアップロードされた

データが公開可能かをフィルタリングしてデータベースに格

納する処理とユーザが閲覧したい情報を取得する処理の２

つに分けられる．

サーバ側の処理はクラウド上で行い，アクセス状況に応じ

て多重化できるような構成とする．クラウド技術は，Amazon
EC2[14]を利用する．クライアント側とサーバ側の通信は，デ

ータ秘匿と通信の高速性のバランスをとって認証のみ

HTTPS を用いる．また，ビデオの通信方式としては，閲覧

用タブレット端末のタッチパネル操作を生かして任意の地点

で静止させたり，コマ送り／コマ戻しを可能にしたりする機能

が要求されるので，ビデオフレーム結合方式を用いる．ビデ

オサイズは通信速度を考えて QVGA（320×240 ピクセル）を

選択した．

 
6.2 ストリームデータ処理系の実装 

UGC 形態でサーバにアップされてくる大量の動的センサ

データを処理するために，製品化されたストリームデータ処

理 シ ス テ ム を 導 入 し た ． 今 回 は ， 日 立 の uCSDP
(uCosminexus Stream Data Platform) [9]を利用して，ス

トリームデータ処理系を構成した．このシステムの特長は，

①インメモリでの差分計算による高速処理，②SQL の拡張

言語である CQL により，容易に集計・分析シナリオ（選択，

射影，結合，集合演算，集計など）を記述可能，の 2 点であ

る．一方，uCSDP で取り扱ことのできるデータは文字と数値

のみであるため，前処理にて，ビデオフレームのスライスや

各種画像特徴の抽出処理を行う方式を採用した． 

 

7 おわりに 

スマートグリッドにおける電気自動車の今後のトレンドとして，

車載カメラによるビデオプローブの可能性が出てきたことを

示した．このようなトレンドに対応するサービスとして，道路コ

ンテキストをタブレット型モバイル端末に向けて行うサービス

を提案した．その実現のための技術検討として，UGC 形式

により集積されるビデオストリームを高速に画像処理してデ

ータベース化するストリームデータ処理方式，地図上の経路

と時間指定から得られた結果を，端末上でインタラクティブに

順・逆方向に表示可能な Ajax 先読み型のビデオ表示方式，
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嶋田茂 

および道路コンテキストとしてのビデオ提供サービスに付随

するプライバシーの問題を複合的プライバシーの導入により

解決する方式をそれぞれ提案した．特に複合プライバシー

の内容としては，従来にない新しい考え方を提示しており，

画像に含まれるオブジェクトを顕現的なプライバシーと潜在

的なプライバシーとの観点に分け，それらの相乗効果から複

合的なプライバシーの問題が新たに発生する場合には，そ

のオブジェクトが含まれるビデオフレームの公開を事前に止

めるといった新たなプライバシー対応方式の提案を行った． 
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Abstract 
The computerization of individual information become widespread, and the development of legal 

systems concerning the protection of individual information has advanced in each country. When the 
information system is constructed, the Privacy Impact Assessment is executed in a part of country 
such as US and Canada. PIA is a risk communications technique for evaluating it to "Prior" for 
reduction or averting the privacy issue. It is necessary to develop the guideline that attempts the 
maintenance of the implementation system, the matching of requirement of ISO22307, is 
standardized assessment tool of PIA. The condition to execute PIA effectively in Japan where 
construct the social framework for the privacy protection, for instance, the privacy commissioner etc. 
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This paper describes that the execution of PIA and the effectiveness were confirmed to two or 
more systems using the Privacy Impact Assessment guideline that analyzed the privacy issue when 
PIA was executed in Japan based on a fact-finding survey in US and Canada and other nations, the 
conformance of requirement of ISO22307 and developed.
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1 はじめに 

情報技術の進歩により，多量の個人データを低コストで収

集し，電子的に記録，格納，検索することが容易にできるよう

になった．このため，個人情報の取り扱いに注意を払う必要

性が高まり，各国で個人情報保護に関する法整備が進んだ．

しかし法整備が進んでも情報漏えいが生じ，個人情報を扱う

システムあるいは組織に対し，利用者の不信感を取り除くこ

とはできていない． 
このため，海外では，データを提供するデータ主体の視点

からプライバシーを保護するためのプライバシー影響評価

（Privacy Impact Assessment 以下，PIA と記す）制度が

普及している[1]．PIA は情報システムを構築する際，事前に

プライバシーリスクの問題を検討し対処するリスクコミュニ

ケーション手法である． 
リスクコミュニケーションをシステムで自動的に行う手法とし

て多重リスクコミュニケータ   MRC  （Multiple  Risk 
Communicator 以下，MRC と記す）がある[2]．MRC は，リ

スクを共有化する優れたツールであり，不正コピーによる著

作権侵害問題への適用など，最適化問題として定式化が可

能な事案には有効であるが，プライバシーのように目的関数

やパラメータが一意に設定できないような事案には適してい

ない．

PIA が普及した国では，プライバシー情報（機微情報）を

含まない個人データの保護を目的とした個人情報を保護す

る法と，情報システムで管理するプライバシー情報（機微情

報）の安全性について，データを提供する主体の視点から

事前評価する PIA の実施が，システムを構築する際の必須

条件となっている[3]．
例えば，カナダやオーストラリアでは，政府機関で採用が

進み，プライバシー情報を扱うシステムを構築する場合，

PIA の実施が予算認可の条件となっている．米国では，行

政システムの構築において，電子政府法第 208 条により実

施が義務つけられている[3][4]．
2000 年代になり，国際金融分野において，不正送金など

が問題になり，国際間で個人情報の開示が必要となった．こ

のため，米国からの提案により PIA が国際標準化委員会

ISOTC68 に提案され，2008 年に国際標準規格 ISO22307 
Financial services ‐ Privacy impact Assessment として

発行された[5]．
日本では個人情報保護に関する法律が制定されているが，

この法律では，情報システムの構築にあたり事前に，データ
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を提供する主体の視点でプライバシー課題を回避できない．

また，カナダや米国などのように社会制度あるいは法制度が

整備されていないため，日本で PIA を実施した場合，評価

の中立性，公平性を保つことが困難である．このため，国際

標準規格 ISO22307 をベースに日本での実施フレームワー

クを検討することが重要である． 
本論文では，海外の実施体制の調査および ISO22307

の要求事項にもとづき，日本で PIA を実施する場合の課題

を分析し開発したプライバシー影響評価ガイドラインと PIA
の有効について評価する．

本論文の構成は，以下の通りである．2 章で PIA の概要，

3 章で PIA の海外での実施例，ISO22307 の要求事項を分

析し，日本で PIA を実施する際の課題を明らかにする．4 章

で課題の対策を検討し開発したガイドラインの概要を述べる．

そして，5 章で個人情報を扱う情報システムを対象とした

PIA の実施例について述べる．  
 

2 プライバシー影響評価の概要 

1960 年代に個人のプライバシー意識が高まり，プライバ

シー保護が話題になった．1970 年以降，各国で個人情報

の保護に関する法整備が行われた[1]． 
個人情報保護に関する法律は，1980 年に OECD

（Organization  for  Economic  Co-operation  and 
Development： 経済協力開発機構）で「プライバシー保護

と個人データの国際流通についてのガイドラインに関する理

事会勧告」を採択したことを契機に普及が加速した[6]． 
1990 年代には，個人情報の電子化が進むとともに情報シ

ステムの構築におけるプライバシーの問題が生じ，プライバ

シー影響評価が検討され始めた．1990 年代後半，PIA がカ

ナダ，ニュージランド，およびオーストラリアで先行し実施さ

れた[7][8]． 
図 1 に示すように，PIA は，プライバシーフレームワーク，

プライバシーアセスメント，およびプライバ

シーアーキテクチャの 3 つの機能で構成さ

れる．PIA プロセスにおいてプライバシーフ

レームワークは法的側面、プライバシーア

セスメントは運用上の側面，プライバシー

アーキテクチャは技術的な側面をあらわ

す． 
法律，ガイドライン，規則，契約上の義務，

ポリシーなどは PIA の構成要素ではなく，

アセスメントを行うための入力要素となる

[9]．
（1）プライバシーフレームワーク  

法律，ガイドライン，規則，契約上の義務，既存のポリシー

等を基に，対象システムに必要なプライバシー要件の抽出

や評価シートを作成する．

（2）プライバシーアセスメント 

プライバシーフレームワークを基に，システムのデータフ

ロー分析および評価シートなどによるプライバシーに関して

影響分析を行い，個人情報をどのように収集，利用，管理す

るかについて設計仕様を評価する．

（3）プライバシーアーキテクチャ 
プライバシーアセスメントで確認された問題に対し，システ

ム設計仕様を検討し，技術的にプライバシーに関する問題

解決を図る．問題解決のための技術を Privacy Enhancing 
Technology （PET）と呼ぶ． 

プライバシー

アセスメント

プライバシー

フレームワーク

プライバシー

アーキテクチャー

法律
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図 1： PIA の機能構成 

3 影響評価の実施における課題 

3.1 海外における PIA の実施例 
海外ではプライバシー保護に関する法律や社会制度の整

備が進んでいる．一部の国では，情報システム構築における

プライバシー保護のための制度として，PIA が情報システム

構築を認可する際の必須条件となっている．また，Privacy 
Commissioner（以下，プライバシーコミッショナーと記す）な

どの独立監督機関が PIA 実施に重要な役割を果たしてい

る． 
表１に米国，カナダ，オーストラリアなどにおける PIA の実

施状況をまとめる[1]．
 
表 1： PIA に関する各国の実施状況 

海外の実施例から，PIA 実施には，実施のための法律，

独立し中立な監査体制，および実施手順を具体的に示すガ

イドラインが必要なことが分かった． 
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3.1.1 カナダ 

カナダには，プライバシーに関する法律として，行政分野

を対象とする Privacy Act（以下，プライバシー法と記す）と

民間分野を対象とする   Personal  Information  and 
Electronic Documents Acts（以下，PIPEDA と記す）の 2
つが存在する．どちらの法律にも PIA についての記述は存

在しない．しかし，PIA は承認プロセスの一環として，義務化

されている．現在，PIA の実施と法律との関係を整理する試

みがなされている[1]．
カナダでは，Treasury Board（以下，予算審議会と記す）

行の PIA ガイドラインの他，州単位で発行したガイドラインも

存在する．また，州ごとにプライバシーコミッショナーも存在

する．プライバシーコミッショナーは，他の政府組織から独立

しており，PIA の実施に際し，助言を行う．また，PIA 報告書

の回付を受ける．

PIA の実施主体は，評価対象であるシステムを構築／改

修する政府機関である．プロジェクト実施組織の Deputy 
Minister（以下，副責任者）と記す）が PIA 報告書の承認を

行う．また，PIA 報告書の公開や責任について PIA ポリシー

に記載されている[7] ．

3.1.2 米国 

PIA の実施は，e-Government Act of 2002（以下，電子

政府法と記す）第 208 条により，義務付けられている．プライ

バシーコミッショナーのようなプライバシーに関する独立した

第三者機関は存在しない．このため，海外からの入国者を

顔や指紋データなどを用い管理する US-VISIT などのシス

テム構築においては，Homeland Security Act of 2002（以

下，国土安全保障法と記す）第 222 条に基づき，Chief 
Privacy Officer（チーフプライバシー・オフィサー 以下，

CPO と記す）の任命を義務付けている[10]．  
CPO は，U.S. Department of Homeland Security 

（米国国土安全保障省 以下，DHS と記す）が使用するシス

テムについて，プライバシー保護の確立を保証する必要が

ある． 
システムを構築する組織の責任者が PIA 実施を指示し，

PIA の実施報告書に対し，CPO が助言，署名し，Office of 
Management and Budget（以下，行政管理予算局と記

す）が報告書を精査し，問題なければ予算認可を行う．

 
3.1.3 オーストラリア 

オーストラリアでは，Privacy Act 1988（以下，プライバ

シー法と記す）が主に情報プライバシーに関する規制の根

拠である．プライバシー法は，個人情報の取扱いに係る規制

を目的としている．  
プライバシー法第 14 条に規定されている Information 

Privacy Principles（以下，IPP と記す）は，政府機関によっ

て扱われる個人情報に，プライバシー保護が最低限必要で

あることを提示している．つまり，行政システムの新規構築や

改修という行政上の行為が，PIA の実施を必要としている

[1]． 
プライバシーに関する独立した第三者機関としてプライバ

シーコミッショナー制度が存在する．

PIA ガイドラインは，プライバシーコミッショナーが策定し

発行を行っている．ガイドラインは民間用と行政用の 2 つが

発行されており，行政用は PIA を実施した際，報告書を公

開することが義務付けられている．民間での実施は，公開を

義務付けていない．

ニュージランドはオーストラリアと同様の実施状況である．

3.1.4 海外事例の分析 

上記調査によると PIA を実施するには，法律（hard law）

で義務付けている米国と，ソフトロー（soft law）に相当する

ガイドラインなどで義務付けているカナダ，オーストラリアがあ

る［11］．法律で義務付けているのは調査した範囲では米国

だけである．行政システムの構築においては，PIA の実施は

システム構築の予算認可の条件としている．

また，PIA の実施を中立に行うためには，カナダ，オースト

ラリアでは社会制度としてプライバシーコミッショナーが設置

され，データ主体である個人の利益を守る仕組みができてい

るが，社会制度がない米国では，法律によって組織内に独

立した専門監査機能である CPO を設置している．

日本で実施するためにも，PIA を有効に実施するための

手順と中立的な評価が行える仕組みを整備することが必要

である．

3.2 国際標準 ISO22307 の要求事項 
PIA に関する国際標準 ISO22307 には，6 つの要求事項

が記載されている［5］． 
（1）PIA 計画

（2）PIA 評価

（3）PIA 報告

（4）十分な専門知識

（5）独立性と公共性

（6）対象システムの意思決定の際の利用 
項目（1）から（3）が，PIA の実施手順の要求事項に相当

する．ただし，PIA の本格的な実施の前に，対象とするシス

テムが PIA の実施を必要とするかの判断が必要である．この

ため，予備 PIA と呼ばれる暫定的な評価を行った後，上記

の手順で PIA を実施する．

（1）PIA 計画 
PIA の実施計画の目的は，準拠すべき国際標準，法律・

法令，ガイドラインなどを調査し，プライバシーフレームワーク

を定義し，PIA 評価の準備作業を行うことである．また，PIA
評価を実施する際に必要になる専門知識を特定する必要が

ある．PIA 計画は文書化する必要があり，文書化では，対象
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システムについて以下事項を記述する． 
・ビジネス上の目的，個人情報の取り扱い方法

・対象システムの様態（導入，改修など）

・対象システムの段階（企画，設計など）

・対象システムの概念図

・業務プロセスフロー，データフロー，データモデル

・既知のプライバシーリスクへのポリシーや回避策

・対象システムをサポートする運用上の仕組み 
（2）PIA 評価 

PIA 評価の目的は，計画段階で定義した PIA の実施対

象範囲について，プライバシーリスクを洗い出し，指摘事項と

指摘に対する推奨案を作成することである．

指摘事項と指摘に対する推奨案の作成は，計画段階で定

義された専門知識を持ったメンバーが行う必要がある． 
PIA 評価では，以下の事項を実施しなければならない． 
・使用される個人情報について業務プロセスとデータフ

ローの分析 
・プライバシーポリシーとのギャップ分析

・PIA 報告書のための結論と勧告の作成 
（3）PIA 報告 

PIA 報告書の作成の目的は，対象システムについて関係

者間でレビューを行うため，評価・分析した事項を文書化す

ることである．報告書は，最低限以下の事項を記載しなけれ

ばならない． 
・PIA の実施範囲

・対象システムや関連システムの説明

・PIA を実施し，レポートを作成したメンバーの専門知識

・PIA 実施プロセスに組み込まれる独立性の度合い

・PIA 報告書の内容をどのように対象システム   
に反映するか 

・システム開発のために実施された意思決定プロセス 
・関連するプライバシーポリシー，個人情報保護に関する

法律，その他の関連する規格 
・プライバシーポリシーや法律との適合する上でのリスク

に関する評価の結論など 
・対象システムのビジネス目的を達成し，リスクを軽減する

ような代替案 
・PIA 報告書の勧告に基づき対応する責任者の特定 

（4）十分な専門知識 
PIA を実施するためには，必要な専門知識をプロジェク

トメンバーが持つ必要がある．十分な専門知識としては，

少なくとも以下を含む． 
・評価対応のプライバシー関連の法律，ポリシー，およ

び国際的なプライバシー原則，例えば，OECD に精

通した法律分野の専門的知識 
・対象システムおよび関連システムと IT インフラストラク

チャに関する専門的知識 
・対象システムと他の関連業務系システムの業務知識 

（5）独立性と公共性

 PIA の実施には，利害関係者からの独立性を確保すること

が必要である．例えば，PIA 実施結果の公表が挙げられる．

（6）対象システムの意思決定の際の利用 
対象システムにおけるプライバシー保護について意思決

定を行う際に，判断材料として PIA の結果を利用する．

 
3.3 課題の分析と対策 

日本で PIA を実施する場合の課題について分析および

対策について述べる．

個人情報とは，個人を識別する情報を指し，例えば，氏名，

生年月日，性別などが該当する．そのうちの機微情報である

本人同意に基づかなければ通常取り扱われない思想信条，

宗教などをいう[1]．したがって，個人情報は明確に定義でき

るが，保護すべきプライバシー情報は，個人の受け取り方で

異なるため，明確な定義が難しい．

以下に，3 つの課題をまとめる．

課題 1： 日本には，PIA 実施法およびプライバシー保護の

法律が存在しない．日本にはハードローとして個人の情報を

守る個人情報保護法は存在するが，個人情報保護法の保

護対象である特定の個人を識別できる情報（氏名や住所な

ど）のみを保護するものである[12]．プライバシー保護の根

拠とされるのは，肖像権と同様に憲法 13 条の幸福追求権で

あり法律上明文化されていない[12]． 
課題 2： プライバシー問題に関し，検討，助言を行う中立組

織および機関，および PIA 報告書の承認・是正等の勧告に

関わる組織が存在しない． 

海外の PIA においては，プライバシーコミッショナーなど

の独立監督機関が重要な役割を果たしている． 日本にお

いて，プライバシーコミッショナーと同様の機能をどのように

実現するかが課題となる．

課題 3： PIA を実施する際のガイドラインが存在しない．

PIA を実施する手順を明確にするために，ガイドラインの整

備が必要である． 

表 2 に日本で PIA を実施する場合の課題と対策を示す．

表 2： PIA 実施における課題と対策 
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（1）課題 1 に対する対策

 PIA 実施法，プライバシーに関した法律が未整備な課題

に対して以下の提案を行った．

 法律が未整備であるので，何らかの規約や法律への準拠

が必要である．この場合，システムを構築する場合の国際標

準規格 ISO/IEC15408 に記載されているコモンクライテリア

認証でコンフォーマンスを確保することが有効である．特に，

パート２ セキュリティ機能要求事項のプライバシー機能クラ

スの項目が有効である． 
また，可能ならば，PIA 実施に関する政令，省令あるいは

自治体などで条例の整備が必要である．

（2）課題 2 に対する対策 
現状の法体系および社会制度おいて，中立性を確保する

ためのひとつの手段として，PIA を実施する事業主体が事

業活動のために収集，利用，保管する個人のプライバシー

情報の取り扱いに関する実施体制の整備が必要である．詳

細については 4.2 節で述べる．

ISO/IEC15408 に基づくセキュリティ評価・認証（コモンク

ライテリア認証）を取得することで，第三者の客観的な評価が

得られ，システム構築における中立性の確保が図れる[13]．
（3）課題 3 に対する対策 

PIA に関する国際標準規格 ISO22307 の要求事項に準

拠したガイドラインの開発が必要である．実施手順をガイドラ

イン化することで，実施者各自の評価能力や経験に左右さ

れることを防ぐことができる．開発したガイドラインの詳細につ

いては 4.1 節で述べる． 
 

4 プライバシー影響評価ガイドラインの開発 

4.1 ガイドラインの開発 
ガイドラインに従い PIA を実施することにより，実施者の評

価能力や経験に左右されることを防ぐことができる．つまり，

ガイドラインの目的は，標準化した実施手順を確立すること，

効率的に作業を進めること，公開する報告書の内容を規定

することである．ガイドラインを作成する上で，海外のガイドラ

インを参考にしたが，社会制度の相違により中立的な助言勧

告組織の設置および指示，報告承認体制に関しては，日本

特有の問題を考慮する必要がある．

 諸外国では，公共性のある行政システムにおいて実施した

PIA の報告書は，一般に公開を原則とする．これに対し，民

間システムで実施したPIA報告書は公開を必須としない．組

織内の CPO などが助言勧告することにより問題の把握と対

策を行っている．また，自治体で防犯カメラなどを設置するこ

とを想定した場合，PIA の実施を条例などで明文化し予算

処置などと連携させることも有効である．

 ガイドラインには，PIA の実施体制，手順，法的な根拠（コ

ンプライアンス）の記載が必要である．分野によってプライバ

シーフレームワークの入力となる法的な根拠や PIA の実施

体制は異なったものとなる．例えば，行政機関の実施体制に

は，民間事業者に対し，必要に応じて，監督・指導を行うこと

が含まれる．また，個人情報の取り扱いについて，行政にお

いては民間より厳格な対応が必要とされる．従って，ガイドラ

インは，行政機関と民間事業者用の 2 種類整備する必要が

ある． 
ガイドラインの開発にあたり，国際的な適合基準として，

ISO22307 の要求事項との整合性をとるようにした．PIA 実

施においてプライバシーフレームワークを構成する際，評価

項目の網羅性を確保するため， ISO/IEC15408 の適用が

有効である．また，PIA の実施結果に対し，個人や構築事業

者などステークホルダの理解も得られやすいと考える．そし

て，ISO/IEC27001 の管理策を参照することも評価の実施

に有益である．

図 2 に開発したガイドラインで示す PIA 実施の具体的な

手順を示す．

（1）プロジェクトの立ち上げ 
プロジェクト実施責任者は，PIA の実施に必要な専門

能力を持った実施担当者を選び，PIA 実施チームを編成

し，予備 PIA の実施を指示する． 
 

 
図 2： PIA 実施手順 

 
（2）予備 PIA 実施 

予備PIAの目的は，システムの企画段階において，その

後の PIA を実施する必要があるか否か，PIA の実施範囲

を明確にすることである． 報告書には，最低，以下の 8 項

目を含めることが望ましい． 
・対象組織/システム名

・評価組織

・評価実施期間

・評価の目的

・対象システムの概要

・対象システムの個人情報の取り扱い

・予備 PIA の実施（適用範囲，実施方法，実施結果）

・予備 PIA 評価シート 
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（3）PIA 実施の準備 
PIA 実施の準備では，準拠すべき国際標準，法律／法

令，基準を調査し，プライバシーフレームワークを定義し，

プライバシーアセスメントの準備作業を行うことである． 
（4）PIA の評価 

PIA 評価の目的は，計画段階で定義した PIA の対象範

囲について，評価シートを用いてプライバシーリスクを洗い

出し，指摘事項と推奨案を作成することである．この評価

作業は，計画段階で定義された専門知識を持ったメン

バーが行う必要がある． 
（5）PIA 報告書の作成 

PIA 報告書の作成の目的は，評価・分

析した事項を文書化することにより対象シ

ステムを保有する組織でレビューを行える

ようにすることである．

PIA を実施する際に使用する評価シート

作成の考え方を示す．図 3 に示すように，

プライバシーフレームワークは，PIA の外

部にある法律，ガイドライン，規則，契約上

の義務，既存のポリシー等（以下，法律，ガ

イドライン等と記す）が入力要素となる[1]． 
次に，評価シートの作成手順を示す．作

成手順の概略を図 4 に示す．

第 1 に，プライバシーフレームワークを特

定する．対象システムにおいて適用される法律，ガイドライン

などを調査し，プライバシーフレームワークとする．民間分野

においては「個人情報の保護に関する法律」を基本とし，対

象システムが扱う分野により，分野ごとに所管省庁から発行

されているガイドラインを参照するのが良い．加えて特定の

分野に係るガイドラインがあれば，それらの適用について判

断し，プライバシーフレームワークを特定する．

 

 
図 3： 評価シート作成の考え方 

  
第 2 に，プライバシー要件を特定する．プライバシーフ

レームワークで特定した法律，ガイドライン等から，対象シス

テムに適用される条項，要求事項を決定し，プライバシー要

件とする．

第 3 に，プライバシー要件に基づき評価項目を作成する．

評価項目を作成する際には，プライバシー要件を対象シス

テムが満たしているか否か判断できるような内容とする必要

がある．したがって，必ずしも 1 つのプライバシー要件につき，

評価項目が 1 つとはならない．プライバシー要件を確認する

ために必要であれば，評価項目が複数となる場合もある．

また，評価項目の作成時に，要求している内容に同一ま

たは類似のプライバシー要件があった場合は，評価項目は

1 つの評価項目にまとめる． 
ただし，まとめる際には評価項目の根拠となるプライバ

シー要件が後から検証可能なように整理する必要がある． 

      図 4： 評価シート作成手順 
 

4.2 PIA の実施体制 
行政機関と民間事業者用， 2 つのガイドラインの相違は，

実施体制と PIA 報告書の公開義務の 2 点である．

図 5 に，行政機関における PIA 実施体制を示す．この

例は，民間事業者がプライバシーに影響するカメラ撮影を公

共空間で行うシステムに対する PIA を想定している[14]．
プロジェクト実施責任者は，PIA 報告書を行政機関の長

に提出する．行政機関の長は，必要があると認めたときは，

プロジェクト実施責任者に対し，対象システムの管理，運用

について報告を求め，監督する．行政機関の長は，PIA 実

施結果を公開する．なお，行政機関が監督権を発効するに

は，条例，政令などで明記する必要がある．

一方，民間事業者は，組織内の CPO が承認した PIA 報

告書をプロジェクト実施責任者へ報告する．行政機関の監

督を受けず，自らが実施する PIA の場合，PIA 実施結果の

公開義務はない．

 
5．プライバシー影響評価の実施例

5.1 評価対象システム 
民間対応と行政対応，2 つのプロトタイプシステムを評価

対象とした．民間対応の PIA は，民間事業者が提供するバ

イオメトリック認証サービスであり，ネットワークを通して指紋

や静脈などの身体情報を用い，認証サービスを行うアプリ
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ケーション（以下，「認証系システム」と記す）の概念設計段

階の個人情報に対する評価を行った．

一方，行政対応の PIA は，民間事業者が提供する映像

サービスであり，スマートフォンによるドライブログの常時記録

アーカイブと映像サービスを提供するアプリケーション（以下，

「監視系システム」と記す）の基本設計段階の個人情報に対

する評価を行った[14]．
次節に，監視系システムの PIA 実施の詳細を述べる．

 

 
図 5： 行政機関における PIA 実施体制 

 
5.2 監視系システムにおける PIA の実施 

PIA の実施は，開発したガイドラインに基づき，4 章で述

べた PIA 実施手順に従って実施した．

評価シートの作成では，プライバシーフレームワークを

①ISO22307  Financial services  -  Privacy impact 
assessment，②個人情報の保護に関する法律（平成十五

年五月三十日法律第五十七号），③個人情報の保護に関

する基本方針  （平成 16 年 4 月 2 日閣議決定），

④ISO/IEC15408 の法律，ガイドライン等とした．特定したプ

ライバシーフレームワークから，プライバシー要件を特定し，

評価項目を作成した．

評価項目は，情報の取得・公開，情報・システムの管理，

苦情処理のカテゴリーに分類し全体で 29 項目策定した．

作成した評価シートを使用し，プライバシーへの影響を評

価した．PIA の実施範囲は，監視系システムにおけるセン

ター側システムとセンター側システムを利用する端末とした． 
PIA 実施の結果，29 の評価項目に対し，情報の取得・公

開において 1 項目，情報・システムの管理において 7 項目，

苦情処理対応において 1 項目，計 9 項目の指摘事項があっ

た．指摘事項の主な内容は，①個人情報の取得目的の明示

方法の不備，②ドライブログの映像中の個人情報である顔や

車番，システムのユーザ情報を含んだデータの収集，管理，

利用等の取り扱いに関する方針の不備，③個人情報に関す

る苦情処理対応の体制が未整備などであった． 
評価後，対象システムの関係者に発見された指摘事項を

示し，システムへの技術的な実装や運用による改善をシステ

ム責任者に促した． 
発見されたプライバシーリスクへの対策として，①監視系

システムの外部向けホームページへの利用目的の明示，②

映像加工技術による個人情報のマスキングおよび管理者の

アクセス権設定による取り扱い範囲の制限，③苦情処理対

応の組織体制整備など，リスク低減または回避のための対策

検討を助言した．

5.3 PIA の有効性評価 
今回，ガイドラインを開発し，開発したガイドラインに基づ

き認証系システム，監視系システムの 2 つのシステムに対し

て PIA を実施した[9][15]． 
監視系システムに対する PIA の実施では，個人情報提供

者（データ主体）のプライバシーリスクをシステム構築前の基

本設計段階で評価し，リスクと改善案をステークホルダ間で

共有することができた．本論文では，認証系システムに対す

る PIA の実施例を示さなかったが，同様に，システム構築前

にリスクと改善案をステークホルダ間で共有できた．

PIA を実施した結果，明らかとなったリスクおよび改善案

がステークホルダ間で共有され，リスクに対する回避および

低減を検討し，導き出された対応策をシステムへ反映し，リス

クコミュニケーションを実施することができた． 
当初，監視系システムの開発に携わる技術者は，開発す

るシステムに内在するプライバシーに関する課題に対して認

知していなかったが，PIA を実施することにより，開発するシ

ステムに対するプライバシー保護の必要性を認識し，設計に

プライバシー保護の観点を反映するに至った．

以上から，PIA は，構築されるシステムのプライバシーリス

クを事前に可視化し，システムを構築する前にプライバシー

リスクの回避および低減のための対策を設計等に反映する

ことができることから，リスクコミュニケーションの手法として有

効であることが確認できた． 
 

6 おわりに 

個人情報の電子化が進み，情報の取り扱いに関して，より

注意を図る必要がでてきた．このため，情報システムを構築

する際，個人情報の取り扱いの適正化を図るため，個人情

報に関するリスクコミュニケーション手法としてのプライバシー

影響評価 PIA が注目された．2008 年には国際標準規格

ISO22307 も発行された． 
PIAを実施することにより，個人情報の収集を伴うシステム

の導入または改修を行う際に，事前にプライバシー問題を回

避または緩和することができる．

本論文では，海外の実施体制の調査および ISO22307
の要求事項にもとづき，日本で PIA を実施する場合の課題

を分析し開発したプライバシー影響評価ガイドラインをもとに，

複数のシステムに対し PIA の実施し，その有効性を評価し

た． 
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日本の個人情報保護法では，システム運用前にプライバ

シー保護の課題を改善できない．改善には PIA の実施が有

効であるが，PIA を中立に実施監督するプライバシーコミッ

ショナーなどの独立監督機関の仕組みがない．このために

ISO22307 などに基づい たガイ ド ライン の開発および

ISO/IEC15408 に基づくセキュリティ評価・認証の取得によ

る評価の中立性の確保を図る実施体制の提案を行った．さ

らに，開発したプライバシー影響評価ガイドラインをもとに

PIA を実施し，その有効性を評価した． 
その結果，ガイドラインにより漏れのない評価を効率的に

対応でき，また，システム構築前に，プライバシーリスクに対

する回避・低減策が得られ．PIA の有効性を確認できた． 
今後，個人情報を扱うシステムの構築運用において，個

人情報保護法と PIA を連携し実施することにより，個人の利

益を守る立場からの個人情報保護を有効に実現できる見通

しを得た． 
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Abstract 
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1 はじめに 

人間中心デザイン (HCD: human centered design) は，

主にソフトウェア開発において，ユーザビリティが高くユーザ

に受容される製品を開発するための方法論として，1990 年

代以降，広く認知された概念であり，我が国の産業界におい

ても様々な分野で実践されている[1]．一般的に HCD は，ユ

ーザビリティ・テストなどによって，製品のユーザビリティ品質

を評価する活動として認知されている傾向はある．しかし，本

来の対象範囲は，ユーザの利用状況の把握やユーザの要

求事項の明示など，より上流の工程をも含んだ製品開発全

体に及ぶものである．そのため，HCD の実務者にはユーザ

に関する調査・分析能力と製品開発プロセスに関する幅広

い専門的知識が求められる．

HCD 実務者の専門性およびコンピタンスに関しては，

2001～2002 年にユーザビリティに関する国際学会である

UPA (Usability Professionals  Association)において議

論されてきた[2,3]．また日本においては，ビジネス機械・情

報システム産業協会[4]，ニューメディア開発協会およびテク

ニカルコミュニケーター協会において，ユーザビリティ専門家

の資格認定制度が議論された経緯がある[5]．しかし，検討

は行われたものの HCD 専門家に対するニーズが明確でな

いなどの理由から，資格制度としては実施されていなかっ

た．

ところが，2009 年 7 月に内閣府による「電子政府ユーザビ

リティガイドライン」[6]が策定されると，HCD専門家の必要性

が一気に高まった．電子政府ユーザビリティガイドラインは，

より使いやすく利用される電子政府システムの実現を目指し，

今後政府が調達する電子政府システムにおいては，ユーザ

ビリティを確保することが求められるようになり，その実施と検

証には“ユーザビリティ専門家”を採用することが示されてい

る． 
政府のガイドラインを受け，2009 年人間中心設計推進機

構 (HCD-net)が，HCD 専門家の資格制度を整備し，2010
年 4 月には第 1 回の資格認定試験に合格した 119 名が，

認定人間中心設計専門家(認定 HCD 専門家)となった[7]．
HCD-net の資格認定制度は，人間中心設計に関する実務

経験が 5 年以上あることを条件としたものであり，実務内容を

詳細に検証評価する試験方式が採用されている．

HCD の実務では，ユーザビリティ・テストなどの実務知識

だけでなく，ユーザ調査などの調査手法に関する知識や人

間の認知機能に関する知識など，多様な専門知識が要求さ

れる．そのため，HCD に関する専門教育のニーズは高く，

海外では，いくつかの大学で HCD の専門学科を設置する

などの取り組みが行われている．例えば代表的な事例として，

米 国 ワ シ ン ト ン 大 学 の Human Centered Design & 
Engineering学科が挙げられる．ワシントン大学は，1989年

に工学部テクニカルコミュニケーション学科としてスタートして

おり，米国内でも HCD 専門教育の歴史は長い．しかし，日

本国内において HCD に関する専門教育を体系的に実施し

ている教育機関はほとんどない．今後，社会の高齢化などに

より，使いやすい製品やサービスはますます求められており，

HCD 専門家に対するニーズはさらに高まるものと考えられる．

こうしたニーズに応えるためにも，体系的な HCD の専門教
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育が望まれている．

また東京都は，情報サービス業の集積度が全国に比べ高

く[8]，ソフトウェア業務においては全国売上高の 60%以上を

東京都が占める[9]という，極めて特徴的な地域である．こう

した地域的特性を考慮すると，東京において HCD の専門

教育プログラムを提供することへのニーズも十分あると考えら

れる．

本稿では，学校教育法が定める履修証明プログラムとして

2010 年度に実施した人間中心デザインの専門教育プログラ

ムの開発について述べ，その実践状況について述べる． 
 

2 プログラム内容の検討 

2.1 HCD 専門家のコンピタンス 
HCD-net の資格制度で示された HCD 専門家のコンピタ

ンスでは，コアコンピタンスとなるユーザビリティエンジニアリ

ング能力に，「調査評価能力」と「設計デザイン能力」が定義

されている（図 1）[10] ．これらのスキルは，人間中心デザイ

ンの設計プロセスである，ISO 9241-210: 2010 （旧 13407: 
1999）に示された設計活動に対応している[11]．また，関連

知識には，各種調査法・分析法に関する知識に加え，認知

心理学や人間工学などの関連学問分野の知識なども定義さ

れている．

確かに，現在活動しているユーザビリティを中心とした

HCD 専門家に求められるコンピタンスは，図 1 で示されるも

ので十分対応可能だと言える．しかし，ソフトウェア開発にお

ける昨今の関心事は，ユーザビリティからより良いユーザ体

験 (UX: user experience) の実現へとシフトしている．

2010 年 3 月に ISO 13407 が ISO 9241-210 へと改定され

た際にも，人間中心デザインの目的は“UX の実現”である，

と位置付けを大きく変更しており，教育プログラムとしては将

来をも見据えた内容とすることが必要である．

9241-21 によると，UX は次のように定義される． 

ユーザ体験（UX）： 製品やシステム，サービスを使用，あ

るいは使用を予想した時の，人の知覚と反応 [11] 

UX を高める方法論については，いまだ確立した方法論

はないものの，ユーザの心理的・感性的側面を考慮した設

計や，製品だけでなくサービスにも踏み込んだ提供方法の

検討といった，これまで以上に深いユーザニーズの把握能

力とデザイン提案力が，HCD に求められていると考えられ

る． 
 

2.2 開発した教育プログラム体系 
HCD 専門教育プログラムは，履修証明制度に基づいて

実施することとした．履修証明制度は，2007 年 12 月に学校

教育法の改正により，大学・大学院が学位に準じた社会人

向けの教育プログラムとして施行されたものである．この制度

は，多様かつ高度化する専門的な職業的知識・技術取得へ

のニーズの高まりに応じたものであり，社会人の職業キャリア

形成にも寄与することが期待されている．本プログラムの目

的とも合致した制度と言える．履修証明制度では，対象領域

に関する科目を体系的に編成した，120 時間以上の課程で

ある． 
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図 1: 人間中心設計推進機構が定義する，人間中心設計（HCD）専門家のコンピタンスマップ 2009 年版[10] 



人間中心デザインに関する専門教育プログラムの開発と実践   

   

表 1: 履修証明プログラム対応 「人間中心デザイン」プログラム編成 

ユ ニ

ット 
科目名 講義内容 時間 

 

人間中心デザイン概論 

本講義では，人間中心デザインの基本的な概念を学ぶとともに，実際の産業界

において「人間中心のものづくり」がどのようにとらえられ，実践されているかに

ついて，様々な立場から複眼的に理解する． 
12 

人間中心デザインの

認知科学 

人間の認知特性に沿わないデザインは，エラーを誘発したり学習に時間を要し

たりすることになる．そのため人間中心デザインでは，認知科学に基づいた製

品デザインを行うことが鍵となる．本講義では，特に人工物との相互作用に着目

し，ユーザインタフェースなどのデザインやユーザ心理の理解に不可欠な，人

間の認知特性の基礎理論を学ぶ． 

12 

ユーザプロファイリング

方法論 

人間中心デザインプロセスにおいて，ユーザーの要求事項を分析するために

ペルソナやシナリオを用いることが，広く一般的におこなわれるようになった．本

講義では，調査結果に基づいてペルソナやシナリオを作成するための，具体的

な方法論を演習形式で学ぶ．また，最新手法である定量調査による消費者行

動プロファイリングについても紹介する． 

12 

人間中心デザインのた

めの発想法 

デザインのように人間の創造性が関わる分野では，単発のアイデアの良しあし

よりも，対象が変わっても新鮮なアイデアを生産し続けられる良質な方法や考え

方ができることが重要となる．本講義では，人間中心のデザインのための発想

力を高める方法論及びその訓練として，３つの手法を（KJ 法，インプロビゼーシ

ョン，XB（クロスビー）法）取り上げる． 

13.5 

 

コンセプトデザイン

方法論 

本講義では，人間中心デザインの上流プロセスで用いられる手技法に力点を

置く．最新の体系的手法である「ビジョン提案型デザイン手法」（ペルソナ法，シ

ナリオ法，フィールドワーク，エスノグラフィー，文脈における質問（Context 

Inquiry) などの手技を体系化したもの）を理解するとともに，演習での各手法の

実践を通して，体験的に学ぶ． 

13.5 

コンセプト・リファイン

方法論 

本講義では，ペルソナ／シナリオ法などによって導出された，コンセプト段階の

デザインアイディアに対して，コンセプトを精緻化するための気づきを得る手法

（アクティングアウト法，ペーパープロトタイピング法）を修得する． 

9 

情報アーキテクチャ

設計論 

本講義では，情報アーキテクチャの役割や基本的な考え方を学ぶとともに，カ

ードソーティングなどの演習を通して，情報アーキテクチャ設計の基本プロセス

及び手法に関する知識を修得する．さらに，ユーザーエクスペリエンスデザイン

としての情報アーキテクチャの役割とは何かについても論じる． 

7.5 

ユーザビリティ評価

方法論  

製品のユーザビリティを高めるためには，適切なタイミングで，製品のユーザビリ

ティ評価を行うことが重要となる．本講義では，広く実践されているユーザビリテ

ィテストを実践できるスキルを獲得するために，実際の製品を対象に，テストの

計画から実査，データのとりまとめと分析，改善提案までを演習する． 

16.5 
 

応用人間中心設計論 

人間中心設計は，ユーザビリティの確保から，人工物の利用全体に視野を広げ

た，ユーザエクスペリエンス（UX) の実現へと進化・拡大を遂げつつある．本講

義では，ユーザエクスペリエンスや人工物発達学など，人とものとの関わりにつ

いての新しい視点を紹介しつつ，今後の人間中心デザインのあり方や企業など

での取り組み方などについて論じる． 

13.5 

（以下，2 科目の中から 1 科目以上を選択） 

デザインシステム計画

特論

（学位課程の講義の活

用） 

デザイン，特にエステティック（美的）な問題やセミオティック（記号論）な問題に

有効な，客観的手法としての解析手法の体系的理解と，実務に活用できるデー

タ収集から分析，評価にいたる一連のプロセスを実践的に学修する．様々な手

法を体系的に整理するとともに，フィールドサーベイ，印象評価と分析，コレスポ

ンスデンス分析などによるデザインマップ作成などについて，演習を通して学

ぶ． 

22.5 

サービス工学特論

（学位課程の講義の活

用） 

人間の内面モデル，サービスの満足度評価法，機能評価法，工学的サービスメ

ディアの事例・特徴・設計論などを学んだ上で，これらを融合した実践的演習を

通して，サービスメディアを工学的観点から考察し，効果的なサービスを創造・

評価できる力の修得を目指す． 

22.5 
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HCD 専門家のコンピタンス及び UX への対応を考慮し，

合計 132 時間（標準修了時間）の HCD 専門教育プログラム

を表 1 に示す通り編成した． 
 

2.3 プログラムの概要 
カリキュラム編成の特徴は，全体を大きく 3 つのユニットに

分割し，基礎編，デザイン編，応用編とし，それぞれ修得す

るコンピタンスのゴールを明確にしたことである． 
基礎編では，HCDコンピタンスマップ（図1）における関連

知識の習得を主目的に構成した．まず，HCD に関する基礎

知識を学ぶとともに，HCD の最も重要な基礎学問である認

知科学を座学によって修得する．また，UX を実現するため

の新しいデザインアイディアを導出する基礎として，「人間中

心デザインのための発想法」を取り入れている．

さらに，コアコンピタンスの中から昨今頓に用いられるように

なったペルソナ作成法を中心に，ユーザ調査とユーザ要求

事項の分析を学ぶ「ユーザプロファイリング方法論」を盛り込

んだ．

デザイン編では，HCD 専門家のコアコンピタンスである，

「設計デザイン能力」と「調査評価能力」の知識と技法を学ぶ

ことを主目的としている． 
UX を実現するためには，これまで以上に開発の上流工

程でユーザのニーズに応えられる製品やサービスのコンセ

プトを立案する能力が求められる．そこで，設計のより上流で

実施する「コンセプトデザイン方法論」と，立案したコンセプト

の精度を高めるための「コンセプト・リファイン方法論」を一連

のものとして学ぶこととした．さらに，Web コンテンツの設計な

どで不可欠な「情報アーキテクチャ設計論」についても学ぶ．

これらの科目は，演習を中心に実施する．また，HCD 専門

家の業務の中心となる「ユーザビリティ評価方法論」につい

ては，十分に時間をかけた演習により，知識と経験を修得で

きるようにした． 
応用編では，UX やサービス工学など，今後の HCD にお

いて求められる知識内容について学ぶことを主目的としてい

る．「応用人間中心設計論」では，UX を実現するための方

法論に関する最新の研究成果や，HCD を企業内で実現す

るためのマネジメントに関する考え方などを学ぶ．

また，本学創造技術専攻の学位課程の講義の中から，HCD
の応用として関連の深い「サービス工学特論」及び「デザイン

システム計画特論」を選択科目として取り上げた．

このように，3 つのユニットそれぞれに，HCD 専門家として

のコンピタンスを体系的に獲得できるようにし，さらに UX な

ど今後求められる分野についても学べるよう工夫したプログ

ラムとなっている．なお，受講生には 3 つのユニットを修了す

ることで，学校教育法に基づく履修証明書が交付される． 
 

3 プログラムの実践 

3.1 実施概要 
開発した HCD 専門教育プログラムは，2010 年度に実施

した．各ユニットの実施時期を，表 2 に示す． 
なお，社会人が学びやすいよう，ほとんどの科目を金曜日

夜（18 時 30 分～21 時 40 分までの 2 コマ）と，土曜日（10
時 30 分～18 時までの 4 コマ）に実施するよう配慮した． 

表 2: 2010 年度「人間中心デザイン」実施期間 
ユニット 期間 
基礎編 2010 年 9 月 3 日～10 月 22 日 

デザイン編 2010 年 10 月 23 日～12 月 18 日 
応用編 2010 年 11 月 29 日～2011 年 2 月 7 日 
 

3.2 受講者数 
本稿執筆時点では，デザイン編までを実施しており，以下

では基礎編及びデザイン編までの実施状況について述べ

る． 
本プログラムでは当初，各ユニット 20 名を上限定員として

いたが，予想以上の反響があり，定員を大きく上回る受講者

が集まった．各ユニットでの受講者数を表 3 に示す．

デザイン編は，基礎編に引き続いて受講する受講者が 24
名と，デザイン編から新たに受講する 4 名の 28 名となった． 

表 3: 2010 年度の受講者数 
ユニット 一般受講者 学生受講者※ 
基礎編 24 名 3 名 

デザイン編 28 名 
（新規受講 4 名） 1 名 

※本学の学位課程の学生は，科目ごとに受講が可能．数

字はのべ人数を示す 
 

3.3 受講者の特徴 
基礎編の受講者 24 名の所属企業及び事業所の業務内

容を見ると，企業等にシステム開発を行う「システムソリューシ

ョン」が最も多く8名で，次いで自社でECサイトやブログサイ

トなどを提供している「Ｗｅｂサービス提供」の企業が 7 名と多

かった（図 2）．

 
図 2: 基礎編受講者の業種分類 （N=24 名） 

システム

ソリューション

8人

Webサービス提供

7人

製造業
（組み込み系）

5人

Web制作関連

3人

その他

1人
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なお，受講者の中には直接的に開発には関わっておらず，

マーケティングなど開発周辺の業務を担当されている方も数

名おられた．

受講者の HCD の手技法の経験度を尋ねた．尺度は，以

下の 4 段階とした．

1. 実調査・デザインを担当したことがある

2. 調査・デザインを依頼したり結果の報告を受けたりした

ことがある 
3. 知識としては知っているが，実務経験はない

4. 詳しく内容を知らない 

結果を図 3 に示す．アンケートやインタビュー，ユーザビリ

ティ・テストなど，比較的よく知られた手法では経験者が多い

ものの，その他の手技法では，知識はあっても経験していな

い人や知らない人が多い．特に，コンテクスチュアル・インク

ワイアリやワークモデル分析など，フィールドからユーザニー

ズ及び要求事項を導出する手法や，コンセプト段階でのデ

ザイン案を評価するためのアクティングアウトなど，上流工程

での手技法では，多くの人が詳しく知らないと回答している．
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図 3: 基礎編受講者の HCD 手技法経験度（N=24 名） 
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3.4 プログラムに対する評価 
基礎編を修了した段階での，本プログラムでの満足度を

尋ねたところ，回答者の 7 割以上に当たる 16 名が「満足」と

回答しており，これまでのところ高い評価を得ていると言え

る． 

16
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満足 やや満足 やや不満 不満
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図 4: 基礎編受講者の満足度評価 （N=22） 

また，カリキュラム構成と習得したかった内容との一致度を

尋ねた設問でも，回答者の 7 割以上に当たる 16 名が「合っ

ていた」と回答している． 
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図 5: 基礎編受講者の習得した内容との一致度 （N=22） 

受講者からのコメントとしては，「第一線で活躍している講

師の方たちから，生の知識，考え方を聞く事が出来て大変

有意義でした」や「ワークショップも多く身に着きやすかった」，

「基礎を学ぶためにバランスの良い構成だったと感じました」

など好意的な意見が多かった．

一方で，「全体的に時間が足りなかったように思いました」

や「ワークショップの後に必ず振り返りの時間を設けられるよ

うに時間設定してもらえると助かります」など，講義時間の不

足に関する意見が散見された．これらの意見は，今後のプロ

グラムの見直しに役立てたいと考えている． 
 

4 まとめと今後の取組み 

本稿では，HCD の専門教育プログラムについて，HCD
専門家のコンピタンスをベースにしながら，今後必要とされる

UX などの知識をも考慮した 132 時間の教育プログラムの開

発について述べた．このプログラムは，履修証明制度に対応

したものであり，2010 年 9 月から実践している． 
3 つのユニットのうち，基礎編では 24 名の受講者が受講し，

習得したい内容との一致度や内容の満足度評価において，

高い評価を得た．

本プログラムは現在も実施中であるが，今後の実施内容

に対する評価を行い，さらなるプログラムの改善につなげて

いきたいと考えている．
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1 はじめに 

近年，社会構造の変化，環境対策，収益性の向上の観

点から，製造業においていわゆる「ものづくり」からサービ

スを中心とした「コトつくり」へのシフトが課題となっている．

また，サービス業そのものにおいても，効率化を含めたサ

ービスの生産性向上が課題であり，サービスの重要性が

認識されているものの，取り組むべき課題が多いのが現状

である．

このようなサービスの高度化に関する研究は，日本，米

国，ヨーロッパにおいてそれぞれの地域性や企業文化に

根差した独特のアプローチがある．ここでそのすべてを論

ずることはしないが，次のようなアプローチがそれぞれの

地域で実施されている．

 
l サービス工学（日本）

l サービス・サイエンス（米国）

l Product-Service System（ヨーロッパ） 

このように，様々なアプローチで研究が実施されており，

要素的な研究は活性化しているものの，新規にサービス

設計を実施する場合や，既存のサービスを改善する場合

において，どのような手順で実施し，評価すべきかなどの，

サービス設計手法を提案したものは少なく，設計手法と，

その手法に基づく課題解決事例に関する研究が期待され

ている．

本研究では，新井［1］らが提唱しているサービス工学の

観点からサービスの設計に工学的アプローチを取りいれ，

新たなサービス設計のフレームワークである PLAN を提

案するものである．PLAN という名称は，本研究で提案す

る設計方法論が，｢Philosophical design｣，｢Logical 
approach ｣ ， ｢ Analysis on service ｣ ， ｢ Next  best 
policy｣の 4 つのプロセスから構成されることから，その頭

文字を並べて方法論の名前とした．また，PLAN の特徴

の一つとして，サービスに関する離散事象モデルを構築し，

設計した一連のサービスプロセスがどのように機能するか

をシミュレーションで検証できることにある． 
以下では，PLAN の概要，ペルソナ作成のまとめ，シミ

ュレーション事例などについて述べ，提案する手法の有効

性を確認する． 

2 PLAN について 

提案する設計方法論 PLAN は，｢Philosophical 
design｣，｢Logical approach｣，｢Analysis on service｣，
｢Next best policy｣の 4 つプロセスで構成される．サー

ビス設計方法論として PLAN を開発する際に留意し

たことは PDCA サイクルの考え方である．すなわちサ

ービス設計のための一連のプロセスとして単に一度だ

け PLAN を用いるのではなく，得られたサービスをさ

らに改善するために PLAN という一連のプロセスを，

要求されるレベルのサービスが得られるまで，何度も

サイクル的に実行することを想定して開発した．すな

わち PLAN というサイクルを回し続ける事でサービ

ス設計が洗練される方法論となっている． 
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以下では，PLAN の各フェーズの内容について説明

する．

2.1 ｢Philosophical design｣ 
本フェーズは，提供するサービスの価値や，人々が持

つ価値観を明確にし，提供するサービスと提供される側の

顧客について定義するプロセスである．本フェーズでは主

として以下のようなプロセスを実行する． 
 
l 発想法などの思考法を用いた議論

l ペルソナの作成

l ペルソナを活用した価値の創出

l プリミティブサービス例［2］を用いた分析・検討 
 

ここでのプリミティブサービス例として，吉川ら[2]が提唱

している 17 種類のサービスを用いている．これは，産業と

してサービスが成立する以前から，人間の生活の中心の

中で発生してきたサービスである．17 種類のプリミティブ

サービスを列挙すると，医療，介護，補助，移動，飲食，美

容，宿泊，教育，情報，相談，音楽，物語，娯楽，保管，輸

送，保全，生産となる． 

今回，吉川らのプリミティブサービス例を元に，108 人を

対象に SD 法による印象分析を実施した．分析に用いた

評価項目を表 1 に示す．

 
表 1： 分析に使用した評価項目 

因子分析の結果からサービスを次の４つの因子で説明

することが妥当であることが分かった．

 
l 顧客対応能力

l 確実性

l 快適性

l 顧客共感能力 
 

また，これらの 4 つの項目を用いて表２のような結果を得

た．これらの因子を参考にして，顧客価値の設計及び，サ

ービスエンカウンターを特定した．

なお，以上のアンケート調査は次のような条件で実施し

たものである．

「被験者の選定」

様々な人物に対してのサービスの印象を分析する事が，

現実に即していると考えたため，対象年齢は 10 代から 60
代までとし，性別は男女両方とした．

「調査方法」

■調査実施期間 2009/12/17～2009/12/19
■総回答数 108 サンプル

■調査方法 goo リサーチを利用したインターネット調査

■調査機関 ＮＴＴ レゾナント株式会社

 
表 2： 印象分析結果 

 
2.2 ｢Logical approach｣ 

このフェーズは，｢Philosophical design｣で得られた情

報を元に，シミュレーションを実施するプロセスであり，以

下のようなプロセスから構成されている．

 
l サービス・ブループリントの作成，RSP の設定[3]
l Philosophy design で得た情報から価値関数を選

定 
l シミュレーションモデル作成

l シミュレーション実行 

本研究では，離散事象シミュレータ”Arena”を使用しモ

デルの作成及びシミュレーションを実施した．

 
2.3 ｢Analysis on service｣ 

このフェーズでは，｢Logical approach｣で得られたシミ

ュレーション結果から，制約条件がある状況において，顧

客満足や収益の最大化を実現する為の最適値を分析す

る．以下のような手法が考えられる． 
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l 線形計画法等による分析

l 待ち行列等各種分析

l 日程計画（CPM 法）

l 在庫管理（指数平滑化法） 

最適値の選定が終わった状態で，サービス設計が完了

する．

 
2.4 ｢Next best policy｣ 

本フェーズでは，サービス現場から得られた情報や，顧

客満足度調査など，アンケートによって得られた情報を元

に，サービスの改善や次の施策を検討する．以下のような

プロセスで構成される．

 
l サービスを提供する現場からの情報収集

l アンケートなどによる情報収集

l 改善すべきサービスの特定と改善方法を検討 

これらのプロセスを実行することで，｢Philosophical 
design｣で作成したペルソナや価値の修正や，｢Logical
approach｣にて作成したシミュレーションモデルの修正を

実施し，サービスの検証を行うことが可能となる.
後で示す事例では，アンケート結果から CS ポートフォリ

オを作成し，サービスの改善案の検討を実施している．そ

して，その改善案をシミュレーションにて検証し，改善案実

施後の顧客満足度の数値がどのようになるか検証する．

 

3 ペルソナの作成 

ペルソナ[4]とは，『架空の顧客像を設定した情報を担

当者間で共有し，その顧客像への理解を深めることで商

品やサービスの完成度を高めるためのマーケティング手

法』とされている．

ペルソナを用いることで，顧客の有する価値が何かを考

えることが容易になることや，サービス設計に関わる設計

チーム全員で考え方を共有して顧客視点で議論すること

を容易にするなどの利点がある．本プロジェクトでは

PLAN 手法中の｢Philosophical design｣および｢Next 
best policy｣の二つのフェーズでペルソナを用いている．

なお，これら二つのフェーズではそれぞれペルソナの作成

方法や用い方は異なっている．

以下では，｢Philosophical design｣および｢Next best 
policy｣それぞれのフェーズにおけるペルソナについて説

明する．

 

3.1 ｢Philosophical design｣フェーズにおけるペルソナ

の作成について

PLAN 手法の｢Philosophical design｣フェーズで求め

られるペルソナの条件は顧客が持っている価値の議論を

円滑にするものでなければならない．従って，設計チーム

間で議論が白熱するよう，ペルソナ作成者以外のチームメ

ンバーからも興味をもたれるような説得力のあるペルソナ

を作成することが重要となる． 
また，｢Philosophical design｣フェーズが設計の初期

段階であるため，アンケートの集計結果など顧客の意見を

事前に入手できていないことが想定される．このようなこと

から，｢Philosophical design｣フェーズでペルソナを作成

する上で以下のような項目に留意することが必要である．

l どのようなサービスを顧客に提供したいのか？

l 顧客としてターゲットにしたいのはどのような人物である

のか？ 

l サービスが提供される環境や状況はどのようなものを

想定しているか？ 

詳細な顧客データがない状況でも，以上のようなことを

設計者あるいは設計チームにおいて検討を進めることで，

後の設計に重要な知見を得ることができる．

次に，本研究において用いるペルソナ作成方法につい

て述べる．まず，｢Philosophical design｣フェーズでは，

先に述べたように顧客から入手できる情報が少ないため

以下の方法で作成を行う．

l 対象とするサービスの顧客に関する仮説を立てる．

l 仮説に従って顧客の人物像を，性別，年代職業のよ

うにおおまかに作成する． 

l 作成した人物像を対象として，その家族構成，居住

している地域の特性，勤務先の状況など顧客となる

人物の環境情報を作成する． 

本研究では，以上のような作業を『ペルソナシートⅠ』と

いうフォームに必要事項を記入することで簡易ペルソナが

作成できるようにした．簡易ペルソナ作成の有効性は，文

献[４]でも言及されているが，ここで作成する程度の骨格

を持つペルソナを作成しておくことで，今後の設計プロセ

スの中で，より現実に近いペルソナに改良していくことが

容易になると考えられることから，このような手順を考えた．

図１に考案したペルソナ作成シートを示す． 
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図１： ペルソナ作成シート 

このようにして作成されたペルソナシートを設計者自身

が検討することや，設計チーム間で議論することで作成し

たペルソナをより現実に合うものに修正していくことが必要

である．

 
3.2 ｢Next best policy｣フェーズにおけるペルソナの作

成について

PLAN 手法の｢Next best policy｣フェーズで求められ

るペルソナは，詳細なアンケート調査などを実施すること

で対象となる顧客の考えを現実的に反映したものでなけ

ればならない．なぜならば，本フェーズにおいてペルソナ

を用いることの目的が，既存のサービスにおける問題点，

改善方法を顧客視点で明確にすることにあるからである．

次に，本フェーズで作成するペルソナについて説明す

る．その手順は次の通りである． 

l まず，すでに作成した簡易的なペルソナをアンケー

ト結果などを用いて修正する． 

l 次に以下の項目を追加して詳細情報を有するペル

ソナを作成する．

Ø 名前の設定

Ø 正確の設定

Ø 趣味の設定

Ø 近況の設定

Ø 顔写真などの添付

 

こ こ で も ペ ル ソ ナ シ ー ト を 活 用 し て 作 成 す る が ，

｢Philosophical design｣での作成物よりも詳細情報を盛り

込んだ図 2 に示す『ペルソナシートⅡ』を使用する．

ペルソナシートⅡを作成する上で，顧客に対する臨場

感溢れる印象を持てるように，顔写真だけではなく，ペル

ソナが有する属性情報の中でも，価値観がわかるような画

像を導入することが望まれる．例えば，テニスが趣味であ

るとして，ラケットにこだわりがあるのか，テニスウェアにこ

だわりがあるのかがわかるような画像情報があると，今後の

顧客価値の分析に役立つものと考えられる． 

図 2： ペルソナシートⅡ 

 

4 産業技術大学院大学のシミュレーションモデル 

産業技術大学院大学（以下 AIIT）のシミュレーショ

ンモデルについて述べる．

4.1 AIIT のモデリングにおけるサービス概念 
AIIT をモデリングするにあたって，サービスエンカウン

ター，満足度，サービスブループリント，ＲＳＰなどサービス

工学などで用いられている概念を用いる．以下にそれぞ

れについて概説する．

l サービスエンカウンター 
サービスエンカウンターとは顧客がサービス

に出会う場面のことである．例えば，学校とい

う教育サービスにおいては，教室，事務室，図

書館，校舎，廊下など様々な場所で学生は教育

サービスを享受する．そのそれぞれの場所でサ

ービスを受ける場面がサービスエンカウンタ

ーとなる． 
l 満足度 

本研究では，顧客満足度はプロスペクト理論

[3]と狩野モデル[3]の合成関数として定義して

いる．この合成関数の独立変数はサービスの設

計値であり，従属変数は顧客の満足度である． 
l サービスブループリント 

サービスが提供されるプロセスを顧客中心に

記述したものをサービスブループリントとい

う．サービスブループリントを作成する際には，

サービスの提供者である人間だけではなく，顧

客から直接見ることができない裏方などの人

間や機械設備などについても記述する．以上の

ことを実施することで，サービスプロセスを臨

場感を持って表現でき，シミュレーションモデ

ルにおいては，サービスブループリントに基づ
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いてサービスが提供される状況を視覚的に表

現することに留意する． 
l RSP（Receiver State Parameter） 

サービス工学[1]ではサービスの受給者である

顧客をレシーバ（Receiver）と定義している．

そして，レシーバの状態（State）に変化を起

こす行為の中で，対価を伴い顧客であるレシー

バが望む状態変化を引き起こす行為をサービ

スであると定義している．RSP を以下に定義

するかで顧客満足度を評価できる． 

4.2 AIIT モデルの概要 
開発する AIIT モデルの概要を説明する．まず，AIIT

モデルにおける顧客は学生とする．そして，顧客である学

生が大学が提供する様々なプロセスを経験することで学

生の満足度がどのように変化するかが計算されるようなシ

ミュレーションモデルを開発することとする．このようなモデ

ルに基づいて，シミュレーションを実行すれば、PLAN を

用いて設計したサービスの効果を検証することができるも

のと考えられる．

CS ポートフォリオ 
ここでは，アンケート結果から図 3 に示すような CS
ポートフォリオを作成し、サービスの改善案の検討を

実施した。

図 3 から重要改善項目として学習環境を取り上げ，通

学時間の短縮を図ることをサービス改善の目標とした．こ

のことから，品川シーサイドキャンパスに加えて秋葉原サ

テライトキャンパスを利用できるように改善した場合の学生

の満足度がどう変化するかをシミュレーションで検討するこ

ととした． 
 

4.3 品川シーサイドキャンパスモデル

ペルソナ作成部 
このモデルでは８体のペルソナを作成する．作成するペ

ルソナには Philosophy design で作成した数値を代入し，

タイプの振り分けを行う．また，シミュレータで作成されたエ

ンティティであるペルソナを確率的に分岐させ，ある設計

値の重みづけ値を振付けることで具体的なペルソナを表

現させている．

効用関数について 
満足度を算出するための効用関数は，次のようにして

作成した．まず，設計値に対する満足度のデータを得るた

めに学生に対してアンケート調査を実施した．次に，アン

ケート結果で得られた結果を，あらかじめパラメートライズ

して作成した効用関数のパラメータに代入することで，シミ

ュレーションで用いる効用関数を得た．

第一行動部 
第一行動部は学生が大学に登校したとき，キャパスのど

の施設に向かうかを選択するサブモデルである．AIIT モ

デルでは，事務室，東京夢工房，図書館，教室，トイレ，

自習室などの施設があり，この中から選択される．このとき

空間スケールはキャンパス全体，時間スケールは施設到

着から施設退室までの時間とする．

第二行動部 
第二行動部は，事務室，東京夢工房，図書館，教室，ト

図 3： CS ポートフォリオ 
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イレ，自習室からなるサブモデルである．これは，用いてい

る離散事象シミュレータであるアリーナがアカデミック版で

あるため，作成できるモデル規模に制約があり，AIIT 全

体をモデル化できないことから，モデルをサブモデルに分

割して作成せざるを得ないことから，このように分割してモ

デル化することとした．そして，学生の満足度をサブモデ

ルごとに計算し，それを合成することで全体のモデルにお

ける満足度を求めるようにした．

設計値の設定 
設 計 値 は 学 校 の 設 備 を 設 定 し た ． こ の RSP は

Philosophy design で得られた印象分析の結果から作成

している．この設計値とそれに対応する満足度の変数に

計算を行っている．

図４にアリーナで作成したシミュレーションモデルの例を

示す．

 

図４： AIIT シミュレーションモデルの例 

シミュレーション結果について考察する．図 5 は，秋葉

原キャンパスを追加する前と後の顧客満足度の違いを示

したものである．ここで総合満足度の計算は，シミュレーシ

ョン結果から得られる顧客満足度を excel 上で総合するこ

とで実施した．図 5 からわかるように，秋葉原キャンパスを

追加した場合のシミュレーション結果が示す顧客満足度

が高いことがわかる． 

5 おわりに 

本論文では，サービス設計を行う場合に必要なプロセ

スを４つに分類し，それぞれのプロセスで実施すべき

内容を分析し PLAN という設計スキームにまとめた．

次に，ペルソナモデルの作成，離散事象シミュレーシ

ョンによる検証方法について説明した．事例として産

業技術大学院大学（AIIT）モデルを作成し，CS ポー

トフォリオ分析から，サービス改善案を提案し，シミ

ュレーションにより改善案が有効であることを検証し

た．

今後は，改善案を実際のサービスに適用し，その結果

から得られた顧客満足度等の情報と，本シミュレーション

による結果の比較検討を行うなど，提案手法を実システム

に適用する事例を通じて有効性の検証とともに提案手法

そのものを改良したいと考えている．
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図 5： サービス改善による顧客満足度の変化 
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技術革新の収益化と企業間競争 
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A Study on Innovation Profitability and Inter-firm Competition 
 

Junfu Chen* 
 

Abstract 
Recently, the technological innovation cannot pull the profitability in Japanese company often 
becomes the topic. The primary purpose of this paper is to discuss this topic, followed by a case study 
on Organic light-emitting diode display (OLED). Specifically, after preceding research of relationship 
between innovation profitability and inter-firm competition, the author explore a new analytical 
model consisting of competitive triads to interpret relations of stagnation in the innovation of OLED 
and inter-firm competition. And then, some hypotheses about innovation profitability and inter-firm 
competition are derived from the case study. 
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1 はじめに 

本稿の目的は，有機 EL ディスプレイ（Organic light 
emitting diode display：以下，OLED）の事業化において，

日本の諸関連企業がどのような競争状況に直面し，それが

結果的にその技術革新の収益化にどのような影響を及ぼし

たかを検討することである．

1980 年代後半，日本企業は欧米へのキャッチアップを終

え，多くの主要産業でフロントランナーとなった．それ以来，

高い経済成長率と競争力を維持するために，日本では技術

革新を重視する姿勢が貫かれてきた．しかし，それがどの程

度，日本の実質的経済成長と企業の収益に寄与できている

かと問われると，思わず首をかしげたくなる［10］．

なぜなら，第 1 に，マクロ的に見れば，日本は世界のトップ

クラスへの仲間入りを果たした時期とほぼ同時期から，日本

経済そのものが長期的低迷に入り，未だに不調から抜け出

せずにいるからである．第 2 に，日本企業による個々の技術

革新活動をみると，バブル経済が弾けてから日本企業は相

変わらずデジタルカメラ，薄型テレビのようなヒット製品を創り

出し続けたが，それに見合う収益の獲得に結びつかない例

が散見されるからである．

技術革新と一国の実質的経済成長に関する議論は，経

済学の専門家に委ね，本稿では技術革新の収益化と企業

間競争に焦点を当てることとしたい．技術革新の収益化とは，

技術革新を通じて付加価値の大きなビジネスを実現し，企業

の収益獲得に繋げることである［23］．これが重要なのは，主

に 2 点が挙げられる．第 1 に，企業にとって，収益化は技術

革新の最終目的である．収益化に繋がらない技術革新への

注力は，コストにほかならず［6］，いずれ企業の業績を圧迫

することになりかねないからである．第 2 に，企業にとって，

収益化は技術革新を実現させる原資でもある．収益化に繋

がらなければ，研究開発のための資金がやがて先細りにな

ってしまい，企業の存続さえ危うくことになるからである． 
技術革新の収益化を扱う研究は，これまで多く行われてき

た．例えば，榊原［22］［23］は，日本企業の研究開発の効率

低下を明らかにした上で，今日の日本企業における技術戦

略の閉鎖性を打破し，製品開発の取り組み方と長期にわた

る試行錯誤によって技術革新の収益化を実現させる可能性

が大きいと強調した．また，井上［15］は日本企業の収益低

下は，長年の間に染みついた考え方や慣行にとりつかれて

いたことによる中途半端な選択と集中に帰し，それが結果的

に開発効率の低下と時代を担う有効な技術と資源が開発で

きなくなったことにあると結論づけた．そして，このような状況

を打開するために，資源の蓄積・追加・改編などを通じて，

利益を上げやすい事業システムの創出が重要課題であると

提案した．

これらの研究は，企業の内的要因（研究開発，意思決定

等）に着眼することで，技術革新を企業の収益に転換させる

過程（イノベーション・プロセス）に明確な方向性を与え，理

論的にも実務的にも意義が大きいと評価できる．しかし，周

知のように，技術革新の収益化は企業内で決められるもので

はない．市場における顧客の受容や競合他社との競争の試
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練を受けてはじめて決められるものである．つまり，上記のよ

うな研究上の功績を否定できないが，必ずしも十分とは言え

ないということである．よって，本稿では企業を取り巻く競争

状況という外的要因に注目し，それが技術革新の収益化に

どのような影響を及ぼしたのかについて考察する．そして，

考察の結果を踏まえ，技術革新の収益化と企業間競争に関

する仮説の提示を試みる．

以下の構成は次の通りである．第 2 節では，企業間競争と

収益化に関する従来研究を整理し，本稿の分析枠組みを提

示する．第 3 節では，日本における主な OLED 関連企業の

取り組みを紹介しながら，そのイノベーション・プロセスの変

遷の内実を明らかにする．第 4 節では，事例研究をもとに発

見的事実を列挙し，技術革新の収益化と企業間競争に関す

る仮説の導出を試みる．そして，最後の第 5 節では，本稿の

限界を述べた上で稿を締めくくる．

 

2 分析デザイン 

2.1 企業間競争と技術革新の収益化 
企業間競争と技術革新の収益化について，数多くの知見

が蓄積されてきた．大まかにまとめると，主に2つの流れに集

約できる．第 1 に，ある企業の競争行動とそれに応じる競合

者の反応行動という対偶関係に焦点を当てた動態的競争の

研究である［28］［1］［2］．この種の研究は主に 3 つの特徴が

ある［27］．1 つは，動態的競争は市場の具体的な競争行動

に焦点を当て，その競争行動が優位なポジショニングや優

れた経営資源を求めるための行為と考えていることである．

もう1つは，動態的競争では，企業の業績は自社の戦略と競

争行動の結果によるものではなく，競争相手の戦略及び競

争行動との相互作用による相対的な結果と見なされているこ

とである．いわゆる競合間の相互依頼関係という前提である．

そして 3 つ目は，動態的競争は競合間の競争行動の作用と

その反作用の因果を探究し，それが企業の業績にどのような

影響を与えるのかに注目していることである．

例えば，Smith, Grimm, Martin and Chen［28］は，米

国の航空業界の事例を中心に，企業が如何に競争的行動と

それに対する反応行動を通じた競争優位の形成を研究し，

競争への反応行動と企業の業績との間に確かな相関がある

と報告した．その上で，模倣的な反応に比べ，非模倣的な反

応行動の方がより高い業績に繋がると主張し，仕掛けられた

競争にただ反応するだけでなく，創意工夫のある反応的行

動で臨むことが必要であると強調した．また，Chen and 
Miller［1］は，期待＝誘意性（expectancy valence）モデル

を基に，競合企業間の競争による影響を検証し，競争への

反応行動の多さが競争企業の業績にマイナスな影響を及ぼ

すと指摘した．

第 2 に，競争そのものを発見的プロセスと見なし［12］，そ

れによる経営資源の蓄積と利用に注目する対話的競争の研

究である［20］［25］［11］［30］［31］．この種の研究では，激し

い同質的競争の方が，技術革新の収益化およびグローバル

市場における競争優位を創り出す可能性が大きいと主張す

る．例えば，沼上ほか［20］では，日本電卓産業における企

業間競争を考察し，企業間の対話的競争は，競合他社の戦

略的発想を援用したり製品展開を模倣したりする経験の中

で，各社の独自の認知枠組み（戦略スキーマ）が形成され，

戦略形成の能力が高められたと指摘した．また，米山・野中

［31］は，日本の半導体メーカー間に展開する熾烈な同質的

競争が，各社の新技術の市場導入時期を前倒しさせ，結果

的に技術革新を加速させることになったと報告した．さらに，

後藤・永田［11］はサーベイデータを基に，企業間の同質競

争と技術革新の速度との関係を分析し，同質的競争は研究

開発のリードタイムを短縮させる効果があるという実証結果を

発表した．

要するに，企業間競争と技術革新の収益化を巡って，差

別的競争と同質的競争という 2 つの流れは，互いに対立的

な見解を示している．前者は競争の激化が企業の業績にネ

ガティブな影響を与えると主張し，可能であれば競争を避け

るべきであり，競争優位なポジションや価値の高い希少資源

による超過利潤の獲得がベスト選択であると強調している．

それに対して，後者は逆に熾烈な競争を経験することによっ

て，技術革新の生産性と競争力の増強というポジティブな効

果が得られると強調している．現状では，この 2 つの見方は

それぞれ長短があり，どちらが正しい競争観なのかを議論す

る意味がない．なぜなら，企業を取り巻く競争環境や分析者

の寄り立つ立場によって，これらのいずれの競争観も正当化

できるからである．

 
2.2 分析視点 

本稿では，この２つの戦略観の善し悪しではなく，これらの

研究はいずれも対称的な 2 者間競争に焦点を当てたもので，

ともに競争主体間の競争行動の相互性と対称性を前提に置

いているところに改善の余地があると考える．そして，上記の

先行研究を補完する試みとして，ここでは 3 者間競争という

複数の競争主体が織りなす競争の多元化に注目し，それが

AM 型 OLED の技術革新の収益化にどのような影響を及ぼ

したのかを検討する． 
なぜなら，第 1 に，競争行動の相互性と対称性という枠組

みの下では，元来，各競争主体のもつべき独自の方向性や，

異なる競争主体が感じ取る競争的脅威の相違性という異質

的な側面が無視されるからである．第 2 に，対称的な 2 者間

競争の場合，企業間の直接的相互作用の究明に徹する反

面，第 3 の対立的企業の出現ないしは 2 つの競合企業間の

競争が第 3 の企業に与える影響について，あまり解明されて

いないからである．第 3 に，周知のように技術革新から収益

化に転換するプロセス（イノベーション・プロセス）の草創期に

おいて数多くの企業が現れるだけでなく，これらの企業はそ
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れぞれ異なる歴史的・経験的背景を有し，相違なる行動基

準に沿って行動することが大いに推察されるからである．そ

れに，時間の経過とともに企業間の競争関係も次第に変わ

っていくと考えられる． 
ここで言う競争の多元化とは，例えば競争主体 A にとって

競争主体 B は競合相手であるとはいえ，一方が第 3 の競争

主体である C を競合相手と想定するかもしれない状況のこと

である［29］［2］．このような競争状況を探るために，ここでは

図 1 に示す市場における関連企業のポジションと既存技術

的資源との連続性を軸にした分析枠組みを用いて，関連す

る競争主体を 3 つに分類する． 
すなわち，新規参入陣営（X），既存市場の競争優位陣営

（Y），既存市場の競争劣位陣営（Z）である．X 陣営とは，新

技術市場を切り開いたイノベーターであり，先発優位の利得

を必死に守る企業である．Y陣営とは，既存市場の既得権益

者であり，既存技術による利益の最大化を目指す企業であ

る．この両陣営の中間に位置するのは，いち早く新技術を採

用し，新技術による既存市場での競争優位の奪回をねらう Z
陣営である．

 

本稿であえて競争主体を 3 つに分類した理由は，次の通

りである．第 1 に，3 者間関係は 2 者関係を内包する最も原

子的なレベルだからである［26］．そのため，たとえ競争主体

を 4 者以上に加わったとしても，競争主体の数が変わるもの

の，追加された参加者の演じる役割（中立者，媒介者，仲介

者等），および競争への参入による競争主体間の構造的変

化の本質が変わらないと考える．第 2 に，3 者間競争の設定

は，競争市場のもつ構造的要因を取り入れることによって，2
者間競争で見えてこない，絶対的対立の変化・宥和・放棄，

または対立の惹起が明らかにすることができるからである

［26］．第 3 に，通常，技術革新を引き起こすのは，該当産業

の外部者であることが多いと言われる．仮にそれが正しけれ

ば，競争市場が独占状況下にない限り，新規参入企業の直

面する競争状況というのは，最初から既存市場の競争優位

企業と競争劣位企業が併存しているもののはずである．この

推測から，従来のように新規企業対既存企業という明確な線

引きは，単純化されすぎて競争の全体構造を視野に入れる

ことができないと言えよう．  
勿論，競争主体が３者以上になる場合の競争主体間の関

係が複雑になることは，言うまでもないことであろう．例えば，

X 対 Y 対 Z という三つ巴のような混戦関係もあれば，X＋Y
対 Z のような新規参入者を締め出す戦略的関係もある．また，

X＋Z 対強大な Y という生き残りを図る弱者連合の戦略的関

係も考えられる．これらの競争主体間の関係変化自体も極め

て興味深いテーマであり，技術革新の収益化に深く関わっ

ているものであると考える．しかし，本稿の目的は，3 者間競

争の視点に立って，技術革新の収益化と企業間競争の関係

について検討することにある．そのため，議論が発散しない

よう，ここでは三つ巴の混戦にのみ焦点を絞り，競争主体間

の関係の類型化等の議論については，稿を改めて検討する

こととする．

2.3 事例の選定と資料の出所 
議論に入る前に，OLED の事業化を研究対象とした理由，

及び関連資料の出所について若干説明したい．まず OLED
を研究事例に選定した理由は次の通りである． 

すなわち，1997 年から 2005 年の間における全世界への

OLED 技術の特許出願数の中では，日本の企業と大学など

によるものは約 66％を占め，2 位の米国の 13％を大きく引き

離している．論文数も約 42％で首位である．しかし，日本企

業は世界初の OLED 商業化に成功しているにもかかわらず，

2005 年時点の OLED 世界市場シェアにおいては，首位の

韓国勢に 20％も引き離され，3 位の 22％しか占められなか

った［18］． 
この事実から，OLED の事業化は，液晶（LCD）市場やプ

ラズマ（PDP）市場と同じ道のりを歩んでいるように彷彿させ

る．そうであるならば，OLED の技術革新のプロセスを辿るこ

とによって，昨今の日本企業が直面する技術革新の収益化

問題の究明に資する知見の導出が期待できると考える．

次いで，本稿で取り扱う OLED 事例の対象期間は，1997
年から 2007 年までである．それは，世界初のパッシブ型

（Passive matrix：以下，PM 型）OLED が市販化され，研

究開発のメインストリームが PM 型からアクティブ型（Active 
matrix：以下，AM型）への転換を経て，OLED業界の草分

け的な企業の相次ぐ撤退に至るまでの全プロセスをカバー

しているからである． 
なお，本事例で使われる情報ソースは，主に関連企業に

対するインタビューの記録と，『日本経済新聞』『日経エレクト

ロニクス』『東洋経済』などからなる．インタビューは，2005 年

から 2007 年にわたって実施したものであり，計 19 名の関係

者に対し22回（1人に対する複数回の実施を含む）を行った．

毎回の聞き取り時間は，おおよそ 90 分であった．加えて，イ

ンタビューの対象となった方々は，いずれも日本における

技 

術 

的 

資 

源 

市 場 ポ ジ シ ョ ン 
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出所：筆者作成 

図 1：関連企業の分類軸 
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OLED 研究の第 1 世代と称される人物であり，かつ所属企

業の研究開発をリードしてきたキーマンである．但し，ここで

は，簡潔な記述を目指すために，文中に特別の注釈がつけ

ていない限り，引用された意見はすべてインタビューの記録

によるものであると断っておく．

 

3 事例研究 

3.1 有機 EL とは 
OLED とは，有機化合物をガラス基板やフィルム基板上

に塗布し，そこに電流を流すと電気の刺激によって自ら発光

する技術のことである［14］．使用材料と駆動技術によって，

OLED はさらに低分子系とポリマー系，また PM 型と AM 型

に大別できる．PM 型の構造はシンプルであるが，瞬間の発

光輝度の大きさによる素子寿命の短さやクロストークによる画

質の低下などの欠点がある．それに対して，AM 型には高精

細化の制限がないものの，PM 型より構造が複雑である．商

品化の面では PM 型が先行している．本稿の分析対象は低

分子型 OLED の事業化である．図 2 は OLED の原理を示

すものである．

 

 
出所：城戸（2003），p.37 と p.47 

図 2：OLED の発光原理 

それでは，液晶（以下，LCD）と比較しながら，OLED の

技術的な特徴を概観しよう．大きく分けると主に 4 点が挙げら

れる．まず，パネルの薄さである．「OLED の素材は究極な

薄膜にして１枚のガラス基板に塗るだけ」なので，サイズを問

わず非常に薄いものができる．たとえば，現時点で開発され

た最も薄い LCD テレビの厚さは 2 センチ前後であるのに対

し，2007 年末に発売したソニー製 OLED のそれは 3 ミリ程

度である．しかも，OLED は 1 枚のガラス基板でつくられるも

のであり，研究を重ねることによって，さらに薄くなる可能性

がある［14］．

次いで，視野角の広さである．LCD は受光型ディスプレイ

であり，情報や画像を再現するには他の光源を借りる必要が

ある．それゆえ，光の入射角度によって，ディスプレイの明る

さに変化が発生する．いわゆる視野角依存性の課題である．

それに対して，OLED は自発光型ディスプレイである．基板

に塗りつけられた面積全体が発光するので，いかなる角度

からもはっきりとした情報の表現ができる． 

3 つ目は，応答速度の速さである．これまでに量産された

LCD パネルの応答速度は 20～30 ミリセカンド（秒/千）程度

のものが多いのに対し，OLED のそれは 10 マイクロセカンド

（秒/百万）前後である．それゆえ，動画情報を表現する際に，

LCD の方に残像現象が生じるが，OLED はそういうことなく，

よりスムーズに動画を再現できる． 
最後に，設計自由度の柔軟さである．すなわち，OLED

の発光セルが固体膜からできており，ブラウン管（CRT）をは

じめ，LCD，PDP などに比べ，柔らかく曲げられるようなフレ

キシブル・ディスプレイを容易に実現しうるということである．

3.2 主要企業の取り組み 
１９９０年代後半，東北パイオニアにおける世界初の PM

型 OLED の実用化の成功を皮切りに，多くの日本企業が同

市場に参入するようになった．図 3 は，その主な関連企業を

まとめたものである．紙幅の関係で，ここではそのすべてを扱

うことができないが，代表格である東北パイオニア，ソニー，

シャープの 3 社を取り上げることにする．

東北パイオニア：1995 年，パイオニアは 1980 年代末から

取り組んできた OLED の研究開発を子会社の東北パイオニ

アに移転し，自社製のカーオーディオ機器の付加価値を高

めるという目的のもとで PM 型事業を立ち上げた．その 2 年

後の 1997 年秋頃に，半自動小規模生産装置を揃え，1998
年8月から同社の米沢事業所に全自動インライン式ガラス基

板の全処理装置などを配備し，PM 型の本格的な大量生産

体制に入った．そして，1999 年に同社は米モトローラの携帯

電話の受注を獲得し，世間の注目の的となった．

 同社の成功要因について，主に次の 3 点が挙げられる．第

1 に，研究開発への取り組みは早く，プロセス技術の完成度

が高い．第 2 に，ターゲット市場は，車載機器のようなニッチ

市場に特定され，競合技術はすでに成熟期に入った蛍光表

示管であった．第 3 に，PM 型の事業化に必要とする初期投

 

出所：各種報道資料を基に筆者作成 

図 3：OLED 関連企業のグループ分け 
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資は数 10 億円で済み，新規参入の障壁が高くなかった．

 ところが，PM 型が世間の注目を浴びているちょうどその時，

同社の戦略を揺るがすニュースが発表された．1999 年に三

洋電機と米コダック社が共同で AM 型試作品を発表したこと

であった．高画質で高品位の AM 型を目の当たりにした同

社は，従来の事業展開を堅持し，PM 型に甘んじるか，将来

を視野に入れて AM 型への進出を敢行するか，それともそ

の両方に着手するかという選択に迫られた 4)．だが，同社に

とって AM 型への取り組みは決して容易なことではなかった．

なぜなら，AM 型の製造には LTPS が必要不可欠であり，同

社にはそれに精通する技術者もいなければ，そのための資

源もストックされていなかったからである．

 勿論，他社からLTPS を調達できれば，この課題はクリアで

きるが，世界の LTPS 市場は数社に占められている寡占状

態下にあり，これらの企業はどこも外販戦略をとっていない．

図 4 には，LTPS の世界市場シェアの推移を示す．

 当然，東北パイオニアもこのような厳しい状況を十分に認

識していたが，最終的に同社は PM 型の事業化を継続しな

がら AM 型への進出を敢行するという決定を下した．この意

思決定の背後には，次のような思惑が推察される．第 1 に，

現存の LTPS は LCD のために開発されたものであり，それ

を OLED に応用する場合，さらに一工夫が欠かせないため，

既存の LCD 企業も絶対的優位を占めていないからである．

第 2 に，同社は PM 型の商業化の先行によって OLED の

製造上の問題点が把握され，生産技術もある程度確立して

いたからである．

 そこで，同社は 2001 年 2 月に LTPS の製造を行わず，研

究開発のみを手掛ける研究開発型企業と合弁会社を設立し，

本格的に AM 型事業化に着手したのである．しかし現実は

厳しい．AM 型分野への進出と同時に，さまざまな課題も顕

在化するようになった．1 つは，研究開発費用の拡大が経常

利益の減少をもたらし，同社の年ごとの業績を圧迫するよう

になった．もう 1 つは，AM 型の生産技術，材料の蒸着技術

等の技術的インフラの問題や AM 型のアプリケーション開拓

の問題が同社を悩ませた．そして 3 つ目は，LTPS と OLED
素子とのマッチングが予期通りにうまくいかなかった．

 結局，2005 年 12 月に AM 型の出荷に到らないまま，次の

理由で AM 型事業からの撤退を決断した．「量産までにかか

る費用，技術的課題，用途開拓の展望などを総合すると，顧

客が欲しい値段と品質で出荷できる見込みが立たず，AM
型は中止せざるを得なかった．（略）パネルに使う有機材料

の研究が進展する一方で，生産技術の改善はあまり進んで

こなかった．材料の蒸着技術など生産面での様々な課題を

解決するには，当社よりも資金力がある企業でないと太刀打

ちできない」［19］［4］．

ソニー：1990 年代後半， CRT テレビから薄型テレビへの

移行にともない，ソニーの当該市場における地位が低下した．

同社では，薄型ディスプレイ・デバイスとして，1993 年に

LCD 業界への本格的参入を果たしたが，当時に CRT テレ

ビの好調もあり，同社の LCD 事業はテレビ用大型パネルで

はなく，ビデオカメラや携帯電話などの中小型モバイル機器

に絞られ，そのための LTPS のインフラが整備されたi)．しか

し，テレビ市場での失地回復のために大型パネルがなけれ

ばならない．現状のままでは，テレビ事業の展開は他社に頼

らざるを得ない．このような状況のもとで，ソニーはテレビ市

場における主導権の奪回をめざし，自前の新たな薄型ディス

プレイ・デバイスの開発に力を入れるようになったのである． 

出所：富士キメラ総研著「液晶関連市場の現状と将来展望」各年度版のデータに基づいて作成 

図 4：LTPS の世界市場シェアの推移 
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 その後，ソニーではいくつかのディスプレイ・デバイスを検

討していたが，最終的に白羽の矢が立ったのが AM 型であ

る．その理由は次の通りである．

 「技術進化の流れと技術的ポテンシャルに鑑みると，先々

の電子ディスプレイは，真空デバイスからソリッドステートへ

進化する道をたどることが予測される．アクティブマトリクスは

ガラスの上に TFT 素子を載せたものであり，OLED は発光

ダイオードの一種である．発光ダイオードと TFT 素子がひと

つのプレートの上に載る AM 型は，完全なオールソリッド・デ

バイスになり，かつ画質などの技術的ポテンシャルも極めて

高いからである」．

 ソニーにおける OLED 研究は，1994 年に中央研究所でス

タートした有機材料の研究にさかのぼる．しかし，ディスプレ

イ開発を意図したのはAM型プロジェクトを立ち上げた1998
年であった．その頃から，「AM 型の製造には TFT のバック

フレームが必要不可欠という認識のもとで，LTPS の経験者

も加われることになった」．そして，2 年後の 2000 年に，AM
型プロジェクトが正式の組織に昇格し，開発目的も明確にテ

レビというアプリケーションに絞られたのである．

 しかしながら，ソニーの AM 型への挑戦は，最初から一定

のハンディキャップを背負ったものであった．なぜなら，第 1
に，同時期に PM 型はすでに事業化され，先行者陣営に材

料と製造プロセスに関する一定の経験が蓄積されてきたから

である．第 2 に，LTPS においても，東芝松下ディスプレイテ

クノロジー（TMD）や三洋電機が圧倒的な強さがあったから

である（図 4 を参照）．このような状況のなかで，ソニーは AM
型の大画面化，高輝度・高精細化を実現する TAC（Top 
emission Adaptive Current drive）技術を自主開発した

ほかに，外部資源の有効活用をも視野に入れるしたたかな

戦略展開を見せていたii)．

 例えば，主な出来事として，高効率の発光材料を開発する

ために，ソニーは 2001 年に燐光材料トップ企業である米ユ

ニバーサル・ディスプレイ・コーポレーション（UDC）と共同開

発の契約を交わし，2005 年には蛍光材料の大手である出

光興産との共同開発に乗り出したiii)．また，製造設備におい

ても，ソニーは 2004 年に愛知県にある LTPS 製造拠点の生

産能力を強化するための投資を行い，2005 年 1 月に台湾

奇美電子の子会社 ID Tech から LTPS の工場を買収した．

 ところが，ソニーの参入によって，AM 型をめぐる開発競争

がよりいっそう加速された．なぜなら，ソニーが 2001 に世界

初のテレビ用 13 インチパネルの試作をプレースリリースした

後，三洋電機は 15 インチ，東芝松下ディスプレイテクノロジ

ーは 17 インチの試作品をデモンストレーションしたからであ

る．それに対して，ソニーはさらに 24 インチの試作品を公表

したが，エプソンと韓国サムソン SDI がそれぞれ 40 インチの

試作パネルを発表したのである． 

 実際の事業化において，ソニーは小型の領域からスタート

した．それは，生産設備や技術的限界がまだ解決されてい

なかったからである．その記念すべき第 1 弾の商品は，2004
年 9 月に発売された自社製 PDA「PEG-VZ90」である．しか

し，他社と同様，その事業化は続かなかった．主な理由は，

AM 型の技術がまだ未確立であることを除き，次の 2 点が挙

げられる．第 1 に，競合技術（LCD）の目覚ましい進化である．

つまり，2000 年ごろ LCD と OLED の画質の差が歴然として

いたが，LCD の進化が著しくわずか数年でその差が確実に

縮小した．第 2 に，コスト・ストラクチャーの点で OLED は，

LCD より圧倒的に必要部品数が少なく，安価に仕上げられ

るはずであるが，LCD の生産性が極限まで高まってきことと

製造ライン規模の相違によって，OLED のコスト・ストラクチャ

ーがプレミアムにはならなかったのである．

 そして，AM 型事業化の取り組みが開始してから 7 年の歳

月が経ったのち，ソニーは念願の世界初となる AM 型テレビ

を発売し，日本における AM 型の牽引者にまで成長してきた

が，その 2 年 4 ヶ月後に生産中止が発表された．

シャープ：シャープにおける OLED の研究開発は，2002年

に同社の LCD 開発本部がディスプレイ開発本部に名称変

更し，新しい組織のなかで OLED プロジェクトが立ち上げて

からのことである．その背後には，LCD の成熟化や新たな技

術による代替という不確かな未来に備える考えがあった，と

説明された．

 

 「LCD といえばシャープであると我が社は自負している．し

かし，どんな技術でも成長から飽和へさらに衰退への道を歩

む．また既存の技術より優れた性能をもつ新しい技術に出く

わせば，現在の技術が淘汰させる可能性もある．このような

未来に出くわす危機に備えるために，新しい技術のひとつと

して OLED もきちんと取り組む必要があると，我々が認識し

ている」．

 このような考えのもとで，シャープは現に事業化に近い低

分子系 AM 型ではなく，いまだに材料開発が中心といわれ

るポリマー系 AM 型を選択し，インクジェットで製造する方法

に力を注いでいる．この選択が重要なのは，ここから次のよう

なシャープにおける AM 型 OLED の位置づけと見方が垣間

見られるからである．

 第 1 に，参入は事業化に近い低分子系 AM 型ではなく，

ポリマー系 AM 型を選択したことは，AM 型があくまで次なる

次世代技術として注目されている同社の意思表示と考えら

れ，決して LCD の代替を意図するものではないことが読み

取れる．これが前述した各社との明確的な差別化であり，シ

ャープにおける AM 型の位置づけと言えよう．

 第 2 に，LCD と低分子 OLED の関係に対するシャープの

見方が推し量れる．つまり，通常，LCD は外部からの光を借
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りて画像を表示する非発光型であり，OLED は自ら発光する

ことで画像を表示する発光型である．また，使用する材料も

一方が固体でもなく液体でもない結晶性のある LCD 材料を

使うのに対して，他方は薄膜で結晶化しにくい OLED 素子

を使用する．この徹底的な相違から，AM 型と LCD は「非連

続的な」関係を有すると考えられる．しかし，前述のように両

デバイスはともに TFT のベースを必要とし，製造方法も概ね

共通する．技術原理に立脚するならば，両ディスプレイ・デ

バイスは異なるものだが，TFT 駆動技術と製造方法の観点

に立てば，低分子 AM 型は LCD 技術の延長線上にあると

考えられる．また，実際の LCD ビジネスにおいて，投資の大

半が TFT の製造設備に費やされており，LCD メーカーとい

っても実質的には TFT メーカーの顔も併せもつのである．

 したがって，シャープにしてみれば，低分子 AMOLED は

LCD の延長線上にある技術であり，その取り組みを取り立て

て急ぐ必要性がないと推測できる．例えば，シャープの町田

勝彦会長の次の発言がその明確な証左となろう．

「LCD テレビの製造設備の 8 割がそのまま OLED の製造

に転用できる．お好み焼きでいえば，具が豚玉（LCD 材料）

とイカ玉（OLED 素子）で違うだけで，具を焼く鉄板（TFT 基

板）は同じ．材料さえ決まれば，当社はいつでも OLED のト

ップ・メーカーになれる」エラー ! 参照元が見つかりませ

ん。．

 
 しかしだからといって，シャープは単に手を拱いているわけ

ではなく，次のような意味深い戦略展開を実施した．

 1 つは，LTPS 市場の参入である． 2003 年まで AM 型の

駆動技術の中で，技術上・コスト上の観点から LTPS が最適

な選択と言われた．しかし，当時のシャープは大型パネルに

必要な a-Si TFT に強いものの，中小型を中心に採用される

LTPS はほとんど所有していなかった．そこで，同社は半導

体エネルギー研究所などと共同研究を進め，2002 年に独自

の技術である CGS-TFT を用いて LTPS 市場に参入し，わ

ずか 2 年で同市場トップシェアを勝ち取ったiv)（図 4 を参照）．

そして，同社の LTPS 分野への参入によって，同社は中小

型 LCD パネルの強化を果たしたのみならず，AM 型に欠か

せない LTPS 市場での主導権をも獲得することとなった．

 もう 1 つは，既存技術の更なる技術革新と新たな応用展開

である．例えば，同社は液晶分子の配向を工夫したり，様々

な技術を投入したりすることで，従来に言われた LCD の弱

点である「コントラスト」「視野角」「応答速度」を改善し，

Advanced Super View LCD を実現した．そして，この技術

を同社の高画質なアクオステレビのみならず，AM 型の携帯

電話への応用が間近になる 2006 年に，携帯電話にも応用

し，話題のアクオス携帯電話を発売した．それが結果的に，

小型ディスプレイ市場における AM 型と LCD の性能的格差

を縮め，AM 型の市場普及ハードルを更に高めることに繋が

ったのである． 

3.3 OLED の事業化の現状

 OLED の実用可能性が現実味を帯びるようになって以来，

PM 型にせよ AM 型にせよ，関連の日本企業は業界の牽引

者としてその事業化をリードしてきた．しかし，2003 年以降，

状況は一変し，PM 型市場の首位の座が韓国勢に渡された．

また，日本における AM 型の事業化そのものも停滞気味に

なった．例えば，東北パイオニアと三洋電機は，それぞれ

2005 年の末と 2006 年の初頭に AM 型 OLED の事業化の

撤退を発表した．ソニーは 2007 年 12 月に世界初の AM 型

OLED テレビを発売したが，そのおおよそ 2 年 4 ヶ月後の

2010 年春に生産完了を発表した．さらに，業界の中で最も

本格的な出荷に近いと視される TMD は，事業化計画を公

表したものの，未だに出荷に至らずにいる．そして現在，研

究開発のレベルでは，日本企業は曲がれる OLED の実現

など革新的な研究成果を実現したものの，AM 型事業化に

おいては完全に韓国勢や台湾勢に追い越されたのである．

 

4 事例分析 

4.1 発見的事実 
ここまで，日本における OLED 事業化の取り組みと現状を

概観してきた．以下では，上述の事例をもとに，主な発見的

事実を列挙し，そこから導出しうる仮説を整理する．

第 1 に，競争の多元化である．表 1 は主要な関連企業の

AM型事業化への参入経緯や事業化計画等を要約したもの

である．この表からわかるように，OLED の場合，各々の陣

営は同じく OLED の研究開発に着手しているものの，研究

開発の経緯や事業化の目的が異なっている．例えば，X 陣

営の東北パイオニアは，はじめに自社製カーオーディオの

付加価値を高めるために OLED の研究開発に取り組み，後

に PM 型での経験を基に AM 型への進出を挑み，OLED
の普及と同市場における持続的競争優位を守ろうとした．そ

れに対して，Z 陣営は X 陣営の成功の刺激を受けて，新しい

技術革新を既存市場での競争優位を打開するための手段と

して，研究開発に突入した．そして，Y 陣営は，新しい技術

革新の推進者よりも，むしろ既存市場における既得権益を守

るために，OLED 展開を注意深く留意し，いつでも新しい技

術に乗り換えられるように準備していたのである．

第 2 に，新技術に対する競争主体間の認識のギャップで

ある．この認識のギャップとは，AM 型を「破壊的技術」と認

識するか，それとも「持続的技術」と認識するかである［5］．

つまり，PM 型 OLED の事業化を成功させた東北パイオニ

アにしてみれば，AM 型が LCD と異なる材料を必要とし，発

光原理なども全く異なるため，ディスプレイ市場における「破

壊的技術」と認識される．それに対して，既存市場の競争優

位企業シャープから見れば，両技術が単に使う材料が違っ
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ているに過ぎず，同じく TFT 技術をベースにする既存技術

の延長線上にあるため，AM 型は「持続的技術」である．もち

ろん，この認識のギャップは，潜在的な存在として進化プロ

セスの中で次第に顕在するものがあれば，競争主体間の競

争的インタラクションを通じて，経時的に形成されたものもあ

るが，AM 型 OLED の場合は後者に当たると考える． 
第 3 に，技術的ロックインである．2000 年以後，OLED の

技術進化経路は，シンプルな PM 型から AM 型へ移り変わ

った．それが OLED の画質と品位を一段と高めた一方で，

他方では，OLED ならではの進化経路を放棄させ，OLED
の製造コストと技術的難易度を押し上げることとなったv)．し

かしより深刻なのは，AM 型の技術的アーキテクチャーの転

換の結果，OLED の事業化が LCD 製造インフラへの依存

性を高め，TFT 技術者の協力なしにその事業化を実現でき

なくなったことである．つまり，この転換のプロセスが意味する

のは，OLED の事業化のヘゲモニーが，ディスプレイ産業の

新規参入者である X 陣営から，いったん既存市場の競争劣

位企業である Z 陣営を経て，既存市場の競争優位企業であ

る Y 陣営へ移り変わったという競争主体間における競争力

学の変化が起こったのである［3］． 

4.2 仮説抽出 
これらの発見的事実から，どのような仮説が導出できるだ

ろうか．ここでは，AM 型 OLED の事業化プロセスを顧みな

がら，企業間競争がその事業化にどのような影響を及ぼした

かを考察し，技術革新の収益化と企業間競争に関する仮説

の抽出を試みる．

 2000 年のはじめ，既存市場の競争劣位企業である三洋

電機とソニーは，LCD での知見と経営資源を活用し，

AM 型事業化の可能性を世に示した．その後，東北パイ

オニアは急遽に戦略的転換を行ったりし，日本における

OLEDの事業化そのものがPM型からAM型へと転換し

ていた．従来の競争理論によれば，PM 型で培ってきた

OLED の知見は，東北パイオニアを競合他社と差別化す

る最大の資産であり，同社が消極的競争行動をとれば，

自ら自身の競争優位を低下させ，競争相手の打撃を受け

ることになる可能性が大である．よって，同社は決して

間違った戦略的意思決定を下したとは言えない．

 また，既存の経営資源を援用した PM 型から AM 型へ

の技術的アーキテクチャーの転換も極めて合理的な選択

であると正当化できる．なぜなら，この転換によって，

AM 型のコスト対パフォーマンス比が短期間で飛躍的に

向上し，わずか数年で実用化レベルに到達したからであ

る．つまり，X 陣営にしろ Z 陣営にしろ，各陣営はそれ

ぞれ各自の差別的ポイントを的確に把握し，合理的な戦

略的意思決定を行ってきたということになる．

 仮に競争市場は既存の 2 者間競争で想定したように，

X 陣営と Z 陣営しかいなければ，AM 型をめぐる競争は

同質的競争となり，それが激しければ AM 型の開発スピ

ードが加速化し，より高性能で低価格の AM 型製品によ

る市場普及が果たされることになるであろう．しかしな

がら，実際の結果はそうではなかった．むしろ，OLED
の技術革新を巡る競争は，新規参入企業（X 陣営），既存

市場の競争優位企業（Y 陣営）と競争劣位市場（Z 陣営）

から構成されたものであり，X 陣営と Z 陣営の合理的な

戦略展開は．OLED 競争市場を車載機器や携帯電話のサ

表 1：AM 型 OLED の事業化にみる競争主体の多元化 

 
出所：インタビュー記録および各種報道資料に基づいて作成 

56



技術革新の収益化と企業間競争   

ブディスプレイというニッチ市場から，デジタルカメラ

のビューファインダーやテレビのようなメインストリー

ム市場への移行をもたらし，OLED と LCD の対決をも

鮮明にさせた．それが Y 陣営の早期参入を誘発し，結果

的に技術的に未確立な AM 型を LCD との激しい競争に

さらし，AM 型の達成すべき開発水準が，次第に LCD
の技術進化によって吊り上げられるという不利な状況に

陥ったのである．

 他方，前述のように既存資源の援用が，確かに AM 型

の性能向上を実現し，迅速な事業化の取り組みに貢献し

た．しかし，この既存資源の援用は，Z 陣営に競争優位

を奪回するチャンスを与えたと同時に，Y 陣営にとって

も，AM 型 OLED への事業転換を簡単に行える福音その

ものでもあった．

 なぜなら，第 1 に，同じ産業に属す競争主体の間に保

有技術やノウハウ等の経営資源の類似性が考えられるか

らである．第 2 に，PM 型から AM 型への技術的アーキ

テクチャーの転換が，一方で AM 型の事業化における

OLED 素子のもつ絶対的競争優位を低下させ，他方では

LTPS が AM 型 OLED のコア・テクノロジーとしての重

要性を増すようになったからである．

 勿論，本来ならば，LCD 市場の寡占化の進化に伴い，

LCD 市場から AM 型に転換する企業の増加が期待できな

いことでもない．しかし，LTPS の生産設備の寡占化と過剰

供給，世界的な不況による企業内の投資案件の減少，およ

び LCD と OLED のカニバリゼーションの矛盾などの諸要因

が相まって，AM型の技術革新が結局，収益化に辿り着かな

いまま，停滞してしまったのである．以上の考察から導出しう

る仮説を整理すると，主に次の 4 点が挙げられよう．

 
H1：競争主体が 3 者以上になると，技術革新の収益

化を巡る企業間競争の中で，既存市場の競争劣位企

業が競争の結果を左右する重要な戦略的ポジション

にある場合が多い． 

H2：競争主体が 3 者以上になると，競争主体間の差異

が競争関係を複雑にし，従来に言われた同質的競争の

効果である技術革新の早期実現が，逆に実現されにくく

なる可能性が大きい．

H3：競争が多元化の様相を呈する中で，既存資源の援

用は技術革新の収益化を実現させる要因であると同時

に，それを停滞化させる要因でもある．

H4：競争主体が 3 者以上になると，競争の構造的制約

が技術革新の収益化を左右する可能性が大きい． 
 

5 おわりに 

本稿では，3 者間競争の視点から，日本における AM 型

OLED の技術革新を巡る企業間競争を考察し，それがその

技術革新の収益化に及ぼす影響およびそこから抽出しうる

仮説を検討した．

簡潔にまとめるならば，OLED の技術革新とそれを巡る企

業間競争は，次のように表現できよう．すなわち，競争の多

元化が呈する様相の中で，既存市場における競争優位の早

期奪回とLCDとの競争的圧力と相まって，Z陣営による既存

資源の援用を促した．それが，AM 型事業化の迅速な立ち

上げに寄与した一方で，他方では，そうすることが LCD イン

フラへの高度依存が強化されることとなり，結果的にその事

業化の展開が Y 陣営にロックインされることとなった，というこ

とである． 
とは言え，本稿における分析は，OLED の事業化という単

一事例に基づくものである．ここでの考察結果の普遍性と妥

当性を主張するためには，他の事例による検証作業をさらに

進めていく必要があろう．また，本稿の考察から導出した仮

説の検証作業も今後の課題として残されている．さらに，本

稿の分析枠組みである，3 者間競争を構成する各競争主体

の定義の精緻化と，分析枠組み自体の更なる検証作業も欠

かせないであろう．これらを今後の課題としたい．

＊本研究は，平成 22 年度科学研究費補助金若手研究（B）

課題番号：22730299 の助成を受けている．
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i) a-Si TFT の製造能力を欠如していることは，サムス

ンと合弁会社の設立からも垣間見ることができる． 
ii) TAC は 3 つのコア部分から構成される．（1）電流書

き込み方式回路であり，それによって，基板内の TFT
の特性バラツキによる輝度ムラが抑制される．（2）
トップ・エミッション構造であり，その構造を採用

することで，パネルの開口率が拡大され，高輝度・

高精細化が可能となる．（3）中空部分のない薄型構

造であり，この構造を採用することによって，OLED
素子の発光特製の劣化とパネルの厚みが改善される．

詳細は Sony News Release2001 年 2 月 7 日を参照．  
iii) UDC は 1994 年創立し，プリンストン大学，南カリ

フォルニア大学が所有する OLED 関連特許を多数保

有し，特許ライセンスビジネスを行っている．出光

興産は世界最高レベルの青色蛍光有機材料などをも

つ大手材料供給者である． 
iv)  CGS-TFTとは低温連続粒界結晶（Continuous Grain 

Silicon）TFT の略称．1998 年にシャープと半導体エ

ネルギー研究所が共同開発した技術である．  
v) 例えば，PM 型の事業化に必要な費用は数 10 億円で済

むのに対し，AM 型を製造するに欠かせない 1 本の

LTPS 生産ラインだけでも約 500 億円の投資が必要とさ

れる．詳しくは，富士キメラ総研編，液晶関連市場の現状

と将来展望を参照．  
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Abstract 
This research studies the intuitive interface for an electric wheelchair by using human body except 
hands. For this purpose, we focused on the human body motion which has relation to actions or 
behaviors. This motion links an unconscious intention. Therefore, by applying this human body 
motion to the interface of an electric wheelchair, it is possible to operate the wheelchair without any 
complex motions. We call this interface as HBMI (Human Body Motion Interface). In this paper, we 
introduce the prototype by using HBMI, and show an evaluation of it. This evaluation showed that 
HBMI has the ability of an interface. However the problem has also remained. In case of the singular 
2 motions, the system cannot distinguish different of them. This paper classified the body motion 
which is not distinguished when an electric wheelchair is operated by Human Body Motion Interface 
(HBMI). 
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1 はじめに 

現在，一般的な電動車いすの操作インタフェースはジョイ

スティックである．ジョイスティックは，速度と移動方向を一度

に操作できる優れたインタフェースである．その一方で，それ

は，目に見える明示的なインタフェースであり，ユーザは，手

首を意識的に動かし，それを操作する必要がある．ジョイス

ティックを操作するためには，棒を握る操作と，手首を曲げる

操作という 2 つの操作を複合させる必要がある．この複合動

作は，手首に複雑な動作を要求し，この複合的な手首の動

作は加齢と共に難しくなる傾向にある[1]．このことは，操作ミ

スを誘発し，車いす操作の事故原因となる可能性を示唆して

いる．このため，複雑な動作を必要としない，手首以外のイン

タフェースを考えることは，重要であると考える．このとき，身

体状態を推定することは重要な課題となる．

本 研 究 は ， 身 体 動 作 イ ン タ フ ェ ー ス (Human Body 
Interface：HBMI)による電動車いすを開発している．本稿

では，身体動作インタフェースの概要とそれを用いた電動車

いすの製作，そして，このインタフェースを通して得られる計

測データからユーザの身体状態の推定と分類法を考察する．

本 稿 で は ， 推 定 法 と 分 類 に 適 合 す る よ う に ，

SOM(Self-Organizing Maps)を導入し，実験を通してその

有効性を評価する．  

2 身体動作インタフェース 

我々は，直観的操作系実現のために，行動・行為に関連

がある人間の身体動作に注目した．この動作は，身体を動

かすことに注意を向けることなく，自然と発生する身体部位

の動作であり，人間がある行動・行為を行おうとするとき，そ

れに伴い，ある固有の動作を示すことがある．例えば，乗り物

を操縦し移動する場合，自然と移動方向に上半身が傾く現

象を観察できる．このことは，随意運動に伴う予測できる姿勢

の乱れを抑えるための姿勢調節機能によるものである[2]．
よって，行動・行為に関連がある人間の身体動作は，人間

行動特性の一種であると考えられ，行動意図と潜在的に結

びついていると考える．また，それは自然と発生する身体部

位の動作であることから，その動作に複雑さは含まない．

したがって，行動・行為に関連がある人間の身体動作をイ

ンタフェースに利用すれば，ユーザは操作器を操るためだけ

に体の一部を動作させる必要がない．つまり，人間が本来持

産業技術大学院大学紀要 No.4, pp.59－65 （2010） 〔論文〕 
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Fig.1: Coordinate of the center of weight 
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Fig.2: Position of center of weight in case of leaning 
Back and forward on the Seat face 
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Fig.3: Position of center of weight in case of leaning
right and left on the Seat face 
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Fig.4: Position of center of weight in case of leaning
back and forward on the Backrest 

っている身体動作を利用するため，複雑かつ意識的な動作

を必要としない直感的な操作を可能にすると考えられる．

我々はこのようなインタフェースを身体動作インタフェースと

称し，これを，明示的な操作器を必要としない，身体の一部

の動作を利用したインタフェースであるとした．

 

3 身体動作計測箇所の選定 

電動車いすの操作に身体動作インタフェースを用いるた

めに，まず，電動車いすにおける身体動作の計測箇所を実

験を通して検討する．

 
3.1 計測方法 

ユーザの車いす利用時の主な身体動作は上半身の動作

となる．そのため，電動車いすのための身体動作インタフェ

ースの実現には，上半身の動作を計測する必要がある．車

いす利用時の上半身の動作の計測方法として様々なセンサ

の利用が考えられるが，無拘束に計測可能で，事前の準備

が不要との利点から，圧力センサを用いる．そして，得られた

圧力分布情報を上半身の動作として計測する方法を採用す

る． 
圧力センサは，TekScan, Inc の BPMS(Body Pressure 

Measurement System) [3]を用いた．このセンサはフィル

ム状で，サイズは 440 × 480mm であり，格子状にフィル

ムに印刷された導電フィルムにより，44 × 48 のセルに分

割されている．センサに力が加わると，各セルに加わる力が

8 ビットデータ(0～255) として PC に送信される．本実験に

おいては，圧力分布の中心点(荷重中心 Pg=[xg  yg]T 
(Fig.1))で圧力分布の変化を見ることとする． 

 
3.2 計測実験 

車いす利用時の圧力分布は，背もたれと座面に生じる．こ

こでは，どちらの圧力分布がより身体動作を顕著に表わすの

かを調べ，身体動作インタフェースの入力として決定する．

そのために，身体動作による座面・背もたれの圧力分布の変

化を実験により計測する．

方法は，被験者の上半身に傾斜計をとりつけ，上半身を

前後左右に傾けた時の圧力分布の荷重中心位置を記録す

る．計測の結果を Fig.2-5, に示す． 
Fig.2 が上半身を前後に傾けた場合の座面の荷重中心位

置の変化，Fig.3 が上半身を左右に傾けた場合の座面の荷

重中心位置，Fig.4 が上半身を前後に傾けた場合の背もた

れの荷重中心の変化，Fig.5 が上半身を左右に傾けた場合
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Fig.5: Position of center of weight in case of leaning
right and left on the Backrest
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Fig.6: Proposed system configuration 
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Fig.7: Overview of prototype 

の荷重中心の変化をそれぞれ表す．図中に上半身と荷重中

心位置の相関係数を R として記入した．これらの結果から，

背もたれの圧力分布が座面の圧力分布より，顕著に身体動

作を表すことが分かった．したがって，座面の圧力分布を身

体動作のインタフェースへの入力として利用することとした．

 

4 試作機の製作 

前章で，身体動作の計測箇所を背もたれの圧力分布とし

た．本章では，前章の予備実験の結果を踏まえた試作機の

製作とその操作方法について述べる．

 
4.1 システム構成 

ユーザ製作した試作機は，主に，電動ユニット，圧力セン

サ，PC の 3 つの要素から構成される．圧力センサは 2 章

の予備実験で利用したセンサを用いる．また，電動ユニット

は，市販の YAMAHA JW-1 [4]を用いる．この電動ユニット

のコントロールドライバは，前後方向と左右方向の指令電圧

を受け取り，左右のモータに適する電圧を分配して供給する．

ただし，このマッピングはブラックボックス化されている．PC 
は圧力分布の計測装置，かつ本システムのメインコントロー

ラとしての役割を果たす．以上をまとめた，試作機のシステム

構成を Fig.6 に示す．

PC が圧力センサから得られる圧力分布に基づき，電動

ユニットに指令を与える．この指令を電動ユニットに伝達する

ために，Fig.6 中のインタフェースサーキットを設計した．こ

の回路は，PC と電動ユニット間の橋渡しの役目を負い，PC 
とは USB 通信で接続し電動ユニットへ 2 つの電圧を与え

る．以上のシステム構成を基に製作した試作機の外観を

Fig.7 に示す．圧力センサは 2 章の予備実験で得られた知

見に基づき，背もたれに設置し，上半身の身体動作を検出

する．メインコントローラである PC は，走行と被験者の乗り

降りの妨げにならないよう，背もたれの後ろに設置した．同様

の理由により，PC と電動ユニットを結ぶインタフェース回路

も背もたれの後ろに設置した． 
 

4.2 操作方法 
本システムは，身体動作による圧力分布の変化として，荷

重中心位置(Fig.1) の変化に注目した．電動ユニットのコン

トロールドライバのインタフェースは 2 つの電圧であることか

ら，荷重中心位置の変化を 2 つの電圧に変換することで，身

体動作と車いす操作を関連付けた．その方法は以下のとお
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Fig.8: Test driving 
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Fig.9: SD profile  

りである． 
(1) 操作開始時の荷重中心座標の初期値 Pg0 を取得

する． 

(2) 以下の式により，指令電圧を算出する． 

0( )g g= -V A P P    (1) 

ここで 

Pg ：圧力センサにおける荷重中心座標

Pg0：荷重中心座標の初期位置

 A ：位置－電圧変換行列

V  ：指令電圧 

0

0
, ,

0
g fb fb

g
g lr lr

x a v
y a v
é ù é ù é ù

= = =ê ú ê ú ê ú
ë û ë ûë û

P A V  

xg,yg ：荷重中心位置

vfb   ：指令電圧(前後方向)
vlr   ：指令電圧(左右方向)
afb   ：変換係数(前後方向)
alr   ：変換係数(左右方向) 

 

(3) 指令電圧を電動ユニットに与える．

 
4.3 走行実験 

前述の手順を踏んで，走行実験を行った．実験環境は室

内で，運転者は 30 歳男性，身長 170cm，体重 60kg であ

る．実験における走行軌道の形は八の字をしている．操縦者

はスタートからゴールまでこの軌道を 1 週する．Fig.8 が走行

実験の様子である．実験において，操縦者の上半身の身体

動作を利用して，車いすを操縦できた．このとき，操縦者は

上半身を行きたい方向に傾けるだけで，車いすを所望の方

向へ移動させることができた．

 

5 評価実験 

身体動作インタフェースのインタフェースとしての可能性を

検証するために，本システムの操作感を評価する．そのため

に直感的な操作や操作意図と車いすの動作の一致が実現

されているかを SD(Semantic Differential)法により調べ

る．

5.1 実験 
10 名の被験者(20 代男性，本システムによる走行が未

経験) による走行実験を行った．各被験者は 1 回の試行(5 
分間) 中に，屋内の平面な床の上(4m× 4m) を自由走行

する．このとき，走行回数に制限は設けない．試行の直後，

操作感に対するアンケート調査を行い SD 法により評価した．

アンケート用紙では以下の形容語対を 5 段階で記した．前

述の手順を踏んで，走行実験を行った． 
複雑 ⇔ 単純

間接的 ⇔ 直感的

不便 ⇔ 便利

難しい ⇔ やさしい 
思い通りでない ⇔ おもいどおり 

反抗的 ⇔ 素直な 
SD 法により得られた結果の評定平均点を Fig.9 の SD 

プロフィールに示す．この図から本インタフェースに対して肯

定的な印象を持っていることが分かる．特に便利，単純，直

感的という項目において，高評価を得た．

次に SD 法の結果について因子分析を行った．各形容

語間の相関係数を基に主因子解法により因子負荷量を求め

たのち，バリマックス回転により因子抽出を行った．このとき

の因子の抽出基準は固有値 1.0 以上とした．因子負荷量を
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Fig.10 に，因子得点を Fig.11 にそれぞれ示す． 
結果解析より，2 因子が抽出された．Fig.10 より第 1 因

子には，”便利”，”簡単”，”直感”，”やさしい”が見られるこ

とから，第 1 因子は，”直感的で簡単な操作”を表していると

いえる．第 2 因子には，”素直”，”思い通り”，が見られること

から，車いすの動作と操作の指示に差がない違和感のない

操作を表す．つまり，第 2 因子は”操作意図と動作の一致”

を示している． 
Fig.11 は，それぞれの被験者のアンケート回答と上述の

因子との関連性を示している．被験者 A，E，D の回答は，

図の第 4 象限にプロットされていることから，本インタフェー

スに対して”操作意図と動作の一致”(第 2 因子) より”直感

的で簡単な操作”(第 1 因子) に強い印象を持ったことを示

している．被験者 B の印象は，図の第 2 象限にプロットされ

ていることから，”直感的で簡単な操作”(第 1 因子) より，”

操作意図と動作の一致”(第 2 因子) に強い印象を得たこと

を示している．被験者 C，F，G，H，I，J の回答は，図の第

1 象限にプロットされていることから，本インタフェースを”直

感的で簡単な操作”(第 1 因子) ができ，”操作意図と動作

の一致”(第 2 因子) が実現されていることを示している．

したがって，被験者間での印象度合いの差はあるが，本イ

ンタフェース，直感的な操作または操作意図と動作の一致を

実現していることがわかった．

 

6 混同動作問題 

ここでは，混同動作問題について考える．この問題とは，

Fig. 12 に示す場合で，ユーザが傾け動作(Fig.12(a)) とひ

ねり動作(Fig.12(b)) という異なる身体動作を取ったとしても，

車いすは同一の動作(Fig.13, Fig.14) を示すというもので

ある．したがって，異なる身体動作が提示されたとしても，シ

ステムの動作には違いが見られないことが分かった．この問

題の原因は，4.2 節で示した操作方法に起因する．すなわち，

身体動作を圧力センサの荷重中心位置の 1 点に利用に集

約し，操作に反映しているため，異なる身体動作によって生

じた異なる圧力分布情報でも荷重中心位置が同一であれば，

システムは同一の身体動作とみなし，車いすは同一の動作

を示す． 
ひねりと傾けという異なる身体動作でも，Fig.12(a),(b)が

示すように，荷重中心位置は同一である．異なる身体動作の

提示には，異なる操作意図が含まれていることが推測される．

我々は，ひねり動作と傾け動作を混同動作と称し，これらを

区別する．問題の原因を整理すると，以下のようになる．

l 圧力分布形状の無視

l 荷重中心位置のみを操作に利用 
 

7 身体動作の分類・抽出 

混同動作問題を解決するために，圧力分情報を有効に利

用し，動作の分類・抽出を行う．車いす操作時における身体

動作は，以下の 7 種類である．(1) 中立動作，(2) 前傾動

作，(3) 後傾動作，(4) 右傾き動作，(5) 左傾き動作，(6) 
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Fig.13: The motion in case of twisting  
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Fig.15: The classification on the map  

 
 

Fig.14: The motion in case of leaning  

右ひねり動作，(7) 左ひねり動作これら 7 つの身体動作を

正しく判別することができれば，混同動作問題を解消するこ

とができると考える． 
 

7.1  SOM による分類 
本システムのセンサは，センサシート表面に 34 × 

44=1496 の圧力感知セルがあり，一度に，そのデータを収

集する．この 1496 個の圧力データパターンから身体動作を

分類することができれば，上記の 7 つの身体動作を判断す

ることができると考える．計測時に，同じユーザが同じ動作を

取ったとしても，圧力センサから得られるデータは，サンプリ

ング毎に異なる．なぜなら，圧力データは，背もたれに接す

る衣服の接触状態により異なること，また，人間は精密に動

作を再現することが難しいためである．したがって，解析的な

方法により動作を区別することは難しいため，ここでは，ヒュ

ーリスティックな方法により，動作を区別することを考える．こ

のときの要件は以下の 2 点である．

• 教師なし学習

• 入力データの低次元化

この条件に合致し，広く一般的に用いられ分類の分野で

効果をあげている方法の１つとして，自己組織化マップ[5] 
(以下 SOM と略す) が挙げられる．以上の点から，本稿は

SOM を用いて動作を分類し，7 つの身体動作を区別するこ

とを考える． 
 

7.2  SOM の学修結果 
1496 次元の圧力データが SOM の入力ベクトルとなる．

学習用データは，身長 170cm 体重 60kg の男性被験者が，

上半身を前後左右の傾け動作とひねり動作をした時の圧力

データ 345 個を用いた．学習パラメータは以下の通りである．

学習回数が 500,000 回，学習率が 0.02，学習半径が 6，出

力マップサイズが 20 × 20 である．マップにおける初期重

みを乱数により設定した後に，SOM の学習を実行し，出力

マップの各セルにおける重みベクトルを得る． 各セルの重

みベクトルを得た後，学習用データを作成した被験者が 7 
つの身体動作を取ったときの圧力データを実験データとし，

各セルの重みベクトルと実験データのコサイン類似度(以下，

類似度と略す) を算出した．これより，各動作に対する出力

マップの各セルの類似度から，各動作に対応する出力マッ

プの領域が Fig. 15 のように得られた．

この図から，７種類の動作が分類できたことが分かる．特

に，問題点として指摘した混同動作問題の原因である，ひね

りと傾けの動作の，区別ができていることが確認された．した

がって，従来の荷重中心位置を用いた方法では判別不可能

な２つの動作が，SOM を導入することで判別可能であるこ

とが分かった． 
 

8 おわりに 

本 研 究 は ， 身 体 動 作 イ ン タ フ ェ ー ス (Human Body 
Interface：HBMI)による電動車いすを開発している．本稿

では，身体動作インタフェースの概要とそれを用いた電動車

いすの製作・操作法，そして計測データからユーザの身体

状態を推定する手法について述べた．

身体動作インタフェースは，実験結果から，インタフェース

の可能性が十分にあり，直感的なインタフェースであることが

示された．また，自己組織化マップを導入することにより，ユ
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ーザの身体動作を分類・抽出できることを示した．これにより，

本研究で提唱する身体インタフェースの実現可能性を大きく

できるものと考える．
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ベトナム国家大学とのグローバル PBL から得た知見 
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Lessons Learned from the global PBL with VNU 
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Abstract 
Recently, the demand of fostering the information engineers who can work globally is increasing.  In 
2009, we had a global project-based learning in Master Program of Information Systems Architecture
of Advanced Institute of Industrial Technology with Vietnam National University, University of 
Engineering and Technology as a partner.  This paper discusses the findings from this education.
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1 はじめに 

我が国の大学教育において，近年，教育のグローバル化

の必要性が叫ばれている．社会や経済のグローバル化が進

展する中で，それに対応できる人材を育成することは大学教

育の主要なミッションとなっている．

一方で，産業界においてもグローバルに活躍できる人材

が求められている．特に，情報技術産業においては主として

ソフトウェア開発業務のアウトソース先として中国・ベトナム・

インドなどが注目されている．このことから，情報技術者にと

っては海外の技術者と協力してプロジェクトを遂行できる能

力が必須となっている．

AIIT では 2009 年度にベトナムのハノイにあるベトナム国

家大学（Vietnam National University: VNU）のメンバー

大学である工業技術大学（University of Engineering 
and Technology: UET）と共同で PBL を実施した．なお，こ

の UET という大学名は 2009 年に改称された新しい名前で

あり，それ以前は The College of Technology（Coltech）と

呼ばれていた[1]．本稿では，断りのない場合，先方の大学

の名称を UET と表記する．

以下，本稿では 2009 年度の第 3,4 クォータに実施した

UET とのジョイント PBL についてその内容と我々が得た知

見について記す．なお，この PBL に先立ち，試験的に短期

間の PBL を実施した．これについては成田[2]を参照された

い．

 

2 国際 PBL 実施の準備と計画 

2.1 AIIT における国際 PBL 実施の狙い 
AIIT の情報アーキテクチャ専攻の学生のうち，約 90%は

職を持つ社会人であり，情報システムに関連する仕事に従

事している．よって，これらの学生は潜在的に国際的なプロ

ジェクトにかかわる可能性がある，従って，業界のデファクト

スタンダードである英語を用いた教育に関するニーズは高

い．

AIIT では 2 年時の必修科目として情報システム学特別演

習を履修する．ここでは，修士論文に代わる位置づけで

PBL を実施している．PBL ではグループ活動を通して各種

の実務遂行能力（コンピテンシー）を身につける．本研究の

主眼は，この PBL を他国の学生と実施することにより，英語

によるコミュニケーション能力を向上させ，なおかつ，ソフトウ

ェア開発という実務を遂行できるような能力育成を狙う，教育

手法について検討することである．

日本の情報技術産業においては，日常的に英語を用い

てコミュニケーションをする機会は限られている．近年，社内

の公用語を英語にする試みがなされているが，英語に不慣

れな者が突然英語でコミュニケーションを始めることの敷居

は高い．大学のプロジェクトであれば，実務とは異なり失敗が

許されるため，その意味でも大学において英語を使った実

務の能力向上が図れるのであれば，専門職の育成の面で有

意義である．

 
2.2 2009 年度国際 PBL の実施体制 

2009 年度は中鉢が指導を担当するプロジェクトのメンバ

ーによって UET との PBL を実施した．日本側は 2009 年度

の前期から在籍していたメンバー4 名に加え，後期にはベト

ナムとの PBL に関心のある学生 1 名が加わり，合計 5 名の

チームとなった．本学の教員は中鉢が主担当になり，小山，

土屋が副担当を務めた．また，成田，戸沢の支援を受けた．

ベトナム側も学生は 5 名参加した．この学生はソフトウェア
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開発を講義する授業の受講者であり，本来の授業内容に加

えて我々との PBL の作業も行った．また，教員は主に UET
の Nam 先生が担当した． 

実施に先立ち，2009 年 9 月 9 日～10 日の日程で，成田・

中鉢が UET を訪問して，打ち合わせを行った．その際，本

学 と の 連 携 に 関 す る MOU （ Memorandum of 
Understanding）を UET の Binh 学長と締結した．この様

子を図 1～2 に示す．

 

 

図 1： AIIT と VNU-UET 間の MOU 締結風景 

 

図 2： 左から中鉢，成田，Binh 学長，Nam 教授 

 
2.3 実施するプロジェクト 

本年度のプロジェクトでは，日本とベトナムの学生が共同

でソフトウェア開発をすることで合意した．現在，IT 業界では

ベトナムの企業に対するソフトウェア開発のアウトソーシング

が盛んである．今回の PBL においても実際にソフトウェアを

開発することで実践的なスキルを身に着けることを狙う．

プロジェクトの期間は 2009 年 10 月頭から 2010 年 1 月

末までとした．本来ならば AIIT の授業期間に合わせ，2 月

の成果発表会（2009 年度は 2010 年 2 月 11 日）まで実施す

ることを望んだ．しかしながら，ベトナムでは旧正月の前後は

学生が授業には出席しないことが分かり，1 月末までとした．

ベトナムと日本との時差は 2 時間である．これを考慮し，定

期的なミーティングは平日の 19 時からとした．この場合，ベト

ナムでは 17 時からとなる．このことは夜間しか活動できない

AIIT の学生と，昼間に活動したいベトナムの学生の双方に

とって好都合であった． 
プロジェクト内のコミュニケーションは，英語を利用する．た

だし，ソフトウェア開発プロジェクトにおいては，プログラミン

グ言語やモデリング言語（UML）が共通言語として利用でき

る．このため，これらを英語と併用することで，英語を母国語

としない学生同士のコミュニケーションを円滑にする． 
教育目標については AIIT と VNU とで異なるものを設定

した． AIIT の学生はソフトウェア開発経験があるメンバーを

含むため，プロジェクト管理やソフトウェア開発プロセスの習

得に力点をおく．UET 側の学生は，ソフトウェア開発プロジ

ェクトそのものが未経験のメンバーが多いため，チームによる

ソフトウェア開発や，今まで接したことのない技術の習得を目

標とした．

技術的な課題として，近年注目を集めているクラウド型の

アプリケーションプラットフォーム上で動作する Web アプリケ

ーションの作成を設定した．具体的には Google が提供する

App Engine というクラウド環境を利用した． 
Web アプリケーションを開発する場合，通常は Web アプリ

ケーションサーバを構築し，管理しなくてはならない．Google
が提供するクラウドサーバを利用することにより，この手間が

なくなる．また，日本とベトナム側がサーバ管理の視点で同じ

立場（一方が管理者としての責務を負うことにならない）ため，

この点でも PBL を実施する上で都合がよかった． 
 

2.4 遠隔コミュニケーションのためのツール 
今回の PBL のために，UET の学生とのコミュニケーショ

ンに用いる遠隔会議システム（Polycom）を導入した．図 3 は

Polycom を用いて遠隔会議を行っている様子を撮影した写

真である． 
 

 

図 3： PBL における遠隔会議システムの利用 
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図の右上のテレビに遠隔地のビデオが表示される．また，

こちら側の映像はテレビの上に設置したカメラによって撮影

される．双方のビデオカメラの向きはリモコンによって操作可

能であり，必要に応じて調整できる．

UET 側には，遠隔会議システムが設置された専用の教室

がある．本 PBL 以外にも多く利用されており，使用する場合

には予約が必要である．先方の Polycom とはインターネット

回線を利用して接続する．

なお，今回の PBL では，Polycom と併用する形で Skype
を利用した．ただし，ベトナム側で Polycom 教室が利用でき

ない場合は，Skype のみの利用となる．

Skype では主に文字によるコミュニケーション（チャット）の

機能を用いた．図 4 に Skype を用いてチャットを行っている

際のスクリーンショットを示す． 

 

図 4： チャットによるコミュニケーション 

Polycom や Skype の他，通常のメールによる連絡も行っ

た．メーリングリストには Google Group の機能を使った．ま

た，ソフトウェア開発のためのソースコードの構成管理には

Google Code を利用した． 
 

3 プロジェクトの実施と成果 

3.1 定期的なミーティング 
日本チームは，毎週火曜日にコアミーティング，土曜日に

は開発に伴う作業を行った．ベトナムとの遠隔会議は木曜日

に設定した．このことにより，火曜日に遠隔会議のアジェンダ

を検討し，木曜日に会議を実施し，土曜日に開発作業を進

めるというサイクルが生まれた．

遠隔会議においては，ネットワークの通信速度による画像

や音声の遅延等が予想されたが，それらの問題は特に発生

しなかった．しかしながら，時折Polycom の音声がハウリング

を起こし，会話によるコミュニケーションに支障がある場合が

あった．この問題の原因は特定できていない． 
日本側もベトナム側も英語がネイティブではない．そのた

め，Polycom の音声だけではうまくコミュニケーションができ

ない状況が生じた．そのような状況においては，Skype のチ

ャットが有用であった．音声だけでは伝わらなかった内容や，

特に正確に相手に伝えたい事柄については，テキストチャッ

トを併用することでそれらを確実に伝達することができた． 
 

3.2 ベトナム訪問 
開発するソフトウェアの仕様や設計の打ち合わせのため，

2009 年 11 月 2 日から 4 日にかけて，学生 2 名が VET を

訪問した．プロジェクトの開始からちょうど 1 カ月後であり，先

方の学生とはすでに遠隔会議で何度かコミュニケーションを

とった後であった．しかしながら，実際に会いにいくことにより，

メンバー間の信頼が深まった． 
滞在した期間は限られていたが，顔を合わせて話し合い

をすることで，お互いの考えをよく理解することができた．打

ち合わせの際に撮影した写真が図 5 である．

 

 

図 5： VNU に訪問したときの様子 

帰国の後，訪問した 2 名は訪問の前よりも明らかに向こう

の学生と英語でコミュニケーションする機会が増えた．それ

ぞれの英語の能力に差はあるものの，両名ともより積極的に

会話に参加するようになった．実際に訪問したことの効果で

あったと考える． 
 

3.3 ソフトウェア開発プロセスとその成果物 
ソフトウェアの開発は RUP（Rational Unified Process）

に従い実施した．RUP はソフトウェア開発プロセスとして近

年主流になりつつある手法である．このプロセスは，従来の

ウォータフォール型ではなく，イテレーションと呼ばれる開発

サイクルを反復することが特徴である．今回の PBL において

は，3.1 で述べたミーティングのサイクルに合わせてイテレー

ションを実施した．

遠隔地とのプロジェクトを実施する場合，双方が同じ開発

プロセスに従うことは双方の進捗状況を管理するために重要

である．デファクトスタンダードである RUP を用いることで，

開発プロセスのマネジメントを円滑に行うことができた．なお，

RUP については，英文の文献や資料が整っていることから，
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ベトナムの学生が勉強することも容易である．

このプロジェクトで作成したソフトウェアは簡単なタスク管

理ツールであり，「JV Manager」と名付けた．このソフトウェ

アは前に述べた通り Google App Engine 上で動作する

Web アプリケーションである．その実行時の画面を図 6 に示

す．

 

 

図 6： 開発したソフトウェア 

このソフ トウェアを 開発するこ と によ り，Google App 
Engine という新技術の取得ができた．特に，従来型の RDB
（Relational Data-Base）とは異なる概念に基づく Bigtable
を用いたデータ管理手法について習得することができたこと

は大きな成果であった．

 

4 おわりに 

本論文では 2009 年度に実施したベトナムとの国際 PBL
について述べた．

ハノイは日本から飛行機で 6 時間程度で到着する，比較

的近い国である．そのため，実際に訪問する際にも距離的な

負担が少ない．また，英語がネイティブではないため，日本

人にとっても英語でコミュニケーションをする際のストレスが

少ないように思われる．加えて，IT 教育に対する意識が高い

ことから，今回のような PBL を実施する場合の相手としてふ

さわしいことが確認できた． 
AIIT の学生にとっては今まで経験したことのない国際的

なプロジェクトが実施できたことが最も大きなメリットであった．

大学の授業の一環としてこのようなプロジェクトを実施するこ

とにより，実務で海外とのプロジェクトを行うための予備的な

演習として有意義であったと思われる．今回の PBL に参加

した日本側の学生が，その後，実務で英語を使う職場に転

職した．その学生によると，大学で PBL をやったことにより，

心理的な壁がだいぶ低かったと言っている．

また，別の学生はプロジェクトの開始当初，英語について

は全く自信がなかった．しかしながら，向こうを実際に訪問し

たことで UET の学生と親しくなり，頻繁にチャットで会話する

ようになった．このことから，今まで外国語によるコミュニケー

ションの機会がなかった学生にとって，最初の突破口を開く

きっかけになったと言えるだろう． 
また，その他の効果として，自分の言いたいことをできるだ

けシンプルかつクリアに伝えるよいトレーニングになったと思

われる．つまり，難しいことを英語で説明することはやはり難

しいので，英語にするためには自分が言いたいことを整理し

て簡単な表現に直して伝達する必要が出てくる．

このことは自分が表現したい内容を端的にまとめるための

よい訓練にもなる．この能力は，英語でコミュニケーションす

るときのみならず，日本語でコミュニケーションするときにも重

要な能力である．

以上述べてきたとおり，2009 年度に実施した UET との

PBL は学生にとって有意義であったと結論付けられる． 
ソフトウェア開発の真の難しさは，技術的な要素よりも人間

と人間とのコミュニケーションの要素が大きい．今回のように

海外との共同プロジェクトを行うことにより，この難しさがより

強調されることになる．このことからも，グローバルな PBL は

ソフトウェア技術者にとって，より学習効果の高い教育となる

ことの確信を得た． 
なお，今回の PBL 終了後，2009 年 3 月 17 日から 19 日

にかけて学生と教員が再度ベトナムを訪問し，互いの学習成

果を交換した．その時の様子を図 7 に示す． 

 

図 7： PBL の打ち上げの様子 
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1 企業が大学院に期待することの変化 

企業の大学院（大学）への期待が大きく変わってきて

いる．IT 系企業では，昔は，企業に入社した後に人材育

成のための社内教育を徹底して行っていた．新入社員教

育の期間は１年から１年半あったものである．しかし，

今では入社後すぐ仕事ができることを求めている．企業

に人材育成の余力がなくなり，大学や大学院へ人材育成

を期待する比重が増えてきた．

企業側の期待として，大学で専門家を養成して欲しい

との思いがある．企業に入社する前に専門家を育てて欲

しいと思うようになった背景にはいくつか理由が考えら

れる．

① 高度 IT 人材がいなかったために多大な損失がしば

しば発生する． 
② 企業が必要とするスキルが変化している．

③ IT 業界が製造業からサービス業へとシフトしてい

る． 
一方で高度 IT 人材不足が指摘されている．リーマン

ショック後でも，高度 IT 人材不足は以前ほどひどくは

なくなったが，未だに解決されていない．

企業が大学に期待することを明確に示したものに，

2005 年に出された経団連の提言「産学官連携による高度

な情報通信人材の育成強化に向けて」がある[1]．このレ

ポートなどをきっかけに，文部科学省による「先導的 IT
スペシャリスト育成推進プログラム」[2]，総務省の取り

組み「高度ＩＣＴ人材育成に関する研究会報告書」[3]，
経済産業省の「IT 人材の育成」の取り組み[4]「IT を巡

る今後の戦略の検討ポイント」[5]，経団連の取り組み[6]
などのさまざまな施策がとられている．

2005 年の経団連の指摘は図 1 に端的に示されている．

日本の大学で教えていることと，企業が必要としている

こととのミスマッチである．図 1 をよく見ると，ミスマ

ッチを起こしている企業は「IT サービス企業」である．

海外の大学ではミスマッチは少ない．このことから，海

外の大学では実施されているが，日本の大学では実施さ

れていない「教育方法」にミスマッチを解消するヒント

があると想定される．
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2 新たな教育法としての PBL  

海外の大学で実施されているが，日本の大学であまり

実施されていない教育方法として PBL (Project Based 
Learning)があり注目されるようになってきている．本

学では大学設立時（2006 年 4 月）から PBL がカリキュ

ラムの主要な部分を占めている．学生は，修士 1 年次に

必要な講義科目を修得する．この部分は他の大学院と同

じである．しかし，修士 2 年になると，そのほとんどの

時間を PBL に費やす．数人でチームを形成し，与えら

れたテーマや課題をチームで解決する．

本学の PBL の特長をまとめると次のようになる． 
(1) 修士論文に代わる修士号を取得するための必須科目

である 
(2) 2 年次のほとんどを費やす（講義科目は原則１年次に

修得する） 
(3) コンピテンシー教育であると明確に位置づけられて

いる 
(4) 教員 10 名がそれぞれプロジェクトを設定し，教育内

容は教員に委ねられる 
(5) 大学院レベルの教育が要求される

(6) バックグラウンドの違う多彩なメンバーでチームが

構成される  
 

2.1 教育形式の違い 

大学での通常の教育は講義の形で実施される．教員が

学生に対して知識を教える．学生から見ると，今まで知

らなかった知識が増える効果がある．学生は教員から知

識を学び，知識は（通常）Body of Knowledge として体

系化されている．IT 分野での Body of Knowledge は情

報処理学会が J07 としてまとめている[7]．
それに対し，PBL では，学生数名から成るチームを作

り，チームに対して課題や目標が与えられる．課題解決

や目標達成のためにどう考えるか，何をするかはチーム

メンバーが集まって議論し，（個人ではなく）チームとし

て成果を挙げる．教育手段として，講義と PBL は明ら

かな違いがある．

PBL は教育を実施するためのひとつの手段である．

 
2.2 企業からの期待 

PBL が企業が必要としているスキルを学ぶ上で有効

だと考えられる理由がいくつかある．

一般に企業活動はプロジェクトで成り立っている．プ

ロジェクトとして成果を挙げることが大事である．複数

メンバーが目標に向かって一丸となり，協力し合って課

題解決に取り組む．プロジェクトを成功させるために何

が重要かをあらかじめ大学で学ぶことができればそれに

越したことはない．PBL はプロジェクトを実施するので，

チームとしてプロジェクトを成功させる体験をする．そ

の体験を通して何かを学ぶ．PBL がその機会が提供して

いるのは事実である．

経済産業省は 2006 年に「基礎学力」「専門知識」に加

え，それらをうまく活用していくための「社会人基礎力」

[8]を意識的に育成していくことの重要性を提唱してい

る．社会人基礎力は「前に踏み出す力」「考え抜く力」「チ

ームで働く力」の 3 つの能力から構成される．特に「チ

ームで働く力」の育成に PBL は効果を発揮する可能性

はある． 
本学には産業界のニーズを教育内容に反映させるこ

とを目的にした運営諮問会議があり，その委員の方々に

いろいろ意見を伺ったことがある．共通に重要だと指摘

されたのはコミュニケーション能力である．大学が，実

践を通してコミュニケーション能力を身に付ける場を提

供するとすれば，それは講義ではなく PBL になる．大

学は学生にとって新しい知識を教える場であるという立

場から，コミュニケーション能力は大学での教育になじ

まないという意見もある．しかし，大学院は専門家の人

材育成の場であり，専門家にコミュニケーション能力が

要求されるのであれば，大学院の教育目標に含めること

は必要だと思われる．

 
2.3  PBL のプロジェクト目標と教育目標 

PBL を実施する上で重要なのは，プロジェクトに与え

られたテーマを実施するプロジェクト目標と，教育手段

としての PBL の教育目標を区別することである．プロ

ジェクト目標と教育目標は必ずしも一致しないので，教

育者としては教育目標が何であるかを正しく意識してい

る必要がある．

PBL でのプロジェクトとしての成否は，当初のプロジ

ェクト目標を達成できたかどうかで判定できる．一方，

教育手段としての PBL が有効に機能したかどうかを判

断するには，プロジェクト活動を通じて学生が何を学ん

だかが重要になる．プロジェクト目標と教育目標は同じ

ではない．それらの関係を図 2 に示す．縦軸が教育目標

である．一般的には，今までで知らなかったことを知る

（知識獲得），今までできなかったことができるようにな

る，知った知識を他の問題に応用して問題解決できるよ

うになる，コンピテンシー（業務遂行能力）が身につく，

と表現できる．

先導的 IT 拠点間教材等洗練事業 PBL 教材洗練ワー

キンググループでは PBL を整理する作業として，PBL
を教育目標別に整理できないかどうかやろうとしたがう

まくいかなかった．教育目標は多岐にわたっているし，

粒度もさまざまだからである．IT 分野での PBL の教育

目標はまだまだ整理されておらず，PBL を実施する教員

も十分に認識しているとは言えないのが現状だと思われ

る． 
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筆者は，PBL が教育手段である以上，縦軸に何が含ま

れるかを教員が正しく意識し，PBL 教育を通じて縦軸が

より効果的になるように指導方法を工夫すべきだと考え

ている．縦軸に含まれているものをよりはっきりさせた

いというのが本稿を書く動機である．教員が教育目標を

認識していないと適切な教育ができないと考えるからで

ある．

 
2.4 IT サービスビジネスへのシフトとの関係 
図 3 は本学（情報アーキテクチャ専攻）の PBL が社

会とどのように関係しているかを示している．深刻化す

るハイレベルな IT 技術者不足の解消が目標のひとつに

なっている．

大学院での IT 教育に PBL を導入するきっかけは高度

IT 人材育成である．従来は高度 IT 人材育成は工学部で

行われると考えられていた．しかし，IT 業界は製造業か

らサービスビジネスにシフトしている．従来の工学部的

な IT 教育と IT サービスビジネスが必要とする教育の違

い，PBL に求められる教育目標を考察してみる．

IPA（情報処理推進機構）は 2002 年に IT スキル標準

（ITSS）を設定し，改訂を経て現在は Version 3 になっ

ている[9]．ITSS は各種 IT 関連サービスの提供に必要と

される能力を明確化・体系化したものである．ITSS は

「IT サービスの提供」を目的としており，その背景には，

IT 業界が製造業からサービスビジネスに大きくシフト

したことがある．IT 業界で仕事をする人材（専門家）を

輩出する大学は，ほとんどが工学部である．工学部の基

本的考え方は，製品を介した付加価値の提供である．し

かし，サービスビジネスはサービスが付加価値であるた

め，サービス提供者とサービス消費者の間に介在する製

品は存在しない．サービスの提供とサービスの消費は直

接的，同時的である．サービスの考え方は工学部の基本

的考え方と異なっている．

ITSS では 11 の職種が定義されているが．それらすべ

ての職種で共通に重要だとして挙げられているのが次の

３つのスキルである．

①コミュニケーション・スキル

②リーダーシップ・スキル

③ネゴシエーション・スキル

これらのスキルは，知識とは異質なため，ソフトスキ

ルと呼ばれる．このことを理解するために，サービスビ

ジネスの基本的な構造を図 4 に示す．図 4 の左側は IT
サービスを使って何らかのビジネスを実施している人で

ある．どのような IT サービスがビジネスに貢献するか，

ビジネスに貢献するにはどんな IT サービスが必要かを

今まで

 やったことがなかった
 できなかった
 知らなかった

 できないことができるようになった
 他の問題に応用できるようになった
 Competencyが獲得できた

プロジェクト
課題

Activity
Activity
Activity
Activity
・・・

成果物
方法論
として整理
されている

図 2： PBL に於けるプロジェクト目標（横軸）と教育目標（縦軸） 

深刻化するハイレベルな
ＩＴ技術者不足の解消

社会人

入学前
知識・スキル

＋ １年次
授業 PBL＋

修了生
知識・スキル

コンピテンシー 
 

大学卒業生・高専専攻科卒業生

社会・企業 n ビジネスとITのつなぎ

n ソフトウェア開発の難しさ

情報アーキテクト２年次

図 3： 情報アーキテクチャ専攻に於ける 
PBLの位置づけ 
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把握することが重要な役割になる．求められている高度

IT 人材は，IT とビジネスをつなぐことができる人材で

ある．

図 4 の右側は，左側が必要とする IT サービスを提供

する人である．システムインテグレーションのようなシ

ステム開発も含まれる．求められている高度 IT 人材は．

サービス消費者が必要とするものを，QCD（品質，コス

ト，納期）を確保して提供できる人である．

サービスビジネスの場合，いやいや仕事をする人と，

やりがいを感じて仕事をする人では，仕事の質も効率も

倍以上の差がでる．サービスを発注する側の人もそのこ

とを認識し，サービス提供者が気持ちよく仕事ができる

ように心がけることが大切である．企業が必要としてい

る人材は，その人が自分の仕事にやりがい，達成感，誇

りを持っていることである．その仕事のやりがいがどこ

にあるかを学生に学んでもらうことは教育目標になると

考えている．

サービス提供者の仕事のやりがいは次のような順序

で得られる．サービス提供者が最初にするのは，自分は

何ができるかのコミットである．（自分にできないことを

コミットすると後でトラブルになる．高度 IT 人材はで

きることとできないことを正しく認識している）．サービ

ス消費者は，提供されるものに対して「期待」を持って

いる．サービスビジネスでは，「期待」通りのサービスを

提供できて普通である．期待を下回るとトラブルになる．

しかし，期待を少しでも上回ることができると，サービ

ス消費者が喜ぶだけでなく，それがサービス提供者のや

りがいにつながる．期待を超えること，それによりやり

がいを感じることが，サービスビジネスを成功させる基

本である． 
このサイクルはサービス提供者だけで完結するので

はなく，サービス消費者の「期待」が含まれている．期

待を間違って理解するとサイクルは成り立たない．期待

を正しく理解すること，期待を正確に把握することが極

めて大事である．しかし，サービス消費者が「期待」を

きちんと教えてくれるとは限らない．何を期待している

かを正しく表現したり，伝えてくれるとは限らない．「期

待」への対処のしかたを学ぶ上で PBL は適している．

 
2.5  サービス消費者の「期待」の特定と共通合意 

期待していることが何であるかを特定し合意するこ

と（そしてコミットすること）がサイクルを実現する上

でものすごく重要である．サービス消費者が（期待して

いることはあるのだけれど）期待を正しく表現できない

場合に，期待を正しく把握する必要がある．その際に必

要になるスキルが，コミュニケーション，リーダーシッ

プ，ネゴシエーションである．

「期待」を中心にこれらのスキルを見ていくと次のよ

うになる

①コミュニケーション

期待が何であるかを聞き出し，明確化し，合意する（期

待がはっきりしている場合）

②リーダーシップ

期待していることがあいまいで決めかねているような

場合，消費者をリードし，何を期待すべきかをはっき

りさせ，期待内容の意志決定を促す 
③ネゴシエーション

期待内容を理解した上で，その期待に応えるのが困難

な場合，コミットできることと，期待内容が一致する

ように，相手の期待内容の変更を促す

これらのスキルの重要性は，サービス消費者の「期待」

に関係している．サービスビジネスを成功させるために

は，期待を把握したり，期待を合意したりすることが大

事で，そのために必要なスキルである．ソフトスキルは

大学での教育になじまないと考えられがちである．確か

に．一般的にコミュニケーション・スキルを教育すると

か，リーダーシップ・スキルやネゴシエーション・スキ

ルを教育すると言っても，具体的に大学で何をすれば良

いかが明確でない．しかし，一般的にソフトスキルを教

育しようというのではなく，「期待」の把握というコンテ

クストで教育するのであれば，教育目標は具体的になる

し，指導も可能になる．

一般的なソフトスキルではなく，サービスビジネスで

の「期待」の把握としぼり込み，そこで重要になるスキ

ルと捉えることにより，PBL の教育目標が明確になる． 
 

2.6  PBL 受講学生の心得

PBL は新しい教育法であるため，教員から教えてもら

うという態度で受講しても適切な教育が行えない．受講

開始前に，PBL が教育手段としてどのような特長を持っ

ているかを説明し，PBL 学生の心得として次のようなガ

イダンスを行っている． 

発注者
サービス消費者

受注者
サービス提供者

直接

同時

期待

スキル・知識

l仕事への満足
l期待を超える
lコミット

高度IT人材

高度IT人材

図 4： IT サービスビジネスのモデル 
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①知識を教えてもらうのではなく，自分で学習する 
  ユニークな正解があるとは限らない 
  自分の役割を果たすために，どんな知識が必要かを，

自分で考える 
  問題解決に必要な知識を身に付けていない場合は，

自主的に習得する 
  知識の応用／適用のしかたを学ぶ

  問題解決のための知恵を創造する 
②グループ活動によるアイデアの発展／展開を重要視す

る 
  チームメンバーから学ぶこと，チームメンバーへ影

響を与えることの重要さを体験する 
  バックグラウンドの違う多彩なメンバーの異なった

視点の強みを活かす 
③個人プレーではなく，チーム活動（プロジェクト）で

ある 
  チーム共通の目標を常に意識する

  各自の役割を，チーム目標にどのように貢献するか

を明確にし，分担する 
  どんなアクティビティ（タスク）を行う場合でも，

必ず「成果物」が何かを明確にし，作成する 
  プロジェクト管理を行う 
PBL で知識を学ぶ場合，学生が教師から学ぶ部分もも

ちろんあるが，それ以外にチームメンバーから学ぶ部分

も多い．学生が学ぶ内容は，誰がチームメンバーになる

かに大きく依存する．このため，PBL で学生が何を学ぶ

かを教員が管理しようとするのはかなり困難である．

 

3 PBL に於ける学生の学び 

駒谷氏は SSS2009 招待講演[10]で，PBL での学生の学

びについて次の５つを指摘した．(1)知識の統合，(2)チーム

活動からの学び，(3)プロセスからの学び，(4)マネジメントか

らの学び，(5)学生の主体的な学び．筆者はこれをヒントに次

の６つに整理してみる．

(1) プロジェクト課題を解決するために（アクティビティを実施

するために）知識の応用・適用のしかたを学ぶ 
(2) 多様な視点，価値観，見方により，ひとりで考えるより，よ

り良いものを目指す 
(3) 方法論を学ぶ（似た問題に対し，繰り返して適用できる）

(4) （複数メンバーによる）プロジェクトの遂行方法・管理方法

を学ぶ 
(5) 自分の役割を果たすために必要な知識で知らないもの

を自主的に学習する 
(6) “IT はサービス”で必要なことを学ぶ

3.1 知識の応用・適用のしかたを学ぶ 
PBL はソフトスキルの教育には適しているが，特定の

知識（ハードスキル）を教育するのには向かないと言わ

れることがある．知識の教育には，学生が知らない知識

を教えることと，知識としては知っていても応用したこ

とがない知識を応用できるようにすることの２種類ある．

PBL では知識の応用・適用に重点が置かれる． 
課題解決に必要な知識はひとつとは限らない．多種多

様の知識を必要とする場合がある．従来の大学院では専

門性を追求することから，ある特定の知識は深く教える

が，幅広い知識を教えることは少なかった．このような

反省の上で，新しく設置した大学院では，幅広い知識を

必要とするようなカリキュラムが組まれるようになって

きている（例えば[11,12]）．図 5 は東京農工大学での UU
専修の例であるが，はっきり人材育成を目的としており，

本学の PBL でねらっていることと共通する部分が多い．

一般に，PBL では「知らない知識を新たに知る」より

は「知っている知識を応用する」部分の比重が高いと思

われる．いろいろある知識の中から，どの知識を選んで

適用するかに重点が置かれる．プロジェクトに与えられ

る課題は正解があるわけではない．解決すべき問題自身

もあいまいであることが多い．PBL で知識を学ぶことは

可能であるが，課題と知識のマッチングを見つけ出すス

キルがより重要になる．

 
3.2 多様な視点，価値観，見方から学ぶ 
プロジェクトはチームで構成される．個人の知識範囲

が狭いとしても，チームメンバー全員の知識を合わせる

と広くなる．この利点を活かすことが重要になる． 
チームメンバー全員の知識を合わせても，適用可能な

知識を選ぶ範囲が狭い場合は，教員がそのことを指摘し，

チームの視野を広げさせる必要がある．教員の重要な役

割は，学生の活動で特定される知識範囲を把握し，必要

に応じて目を向けるべき別な知識エリアを指摘すること

である．教育目標として，どの知識を知っているべきか，

どの知識を応用できるようになるかを意識することで可

能になる部分である． 
チームメンバーの多様性は，いろいろなアイデアをも

 

図 5： 東京農工大学での UU 専修の例 
出典：東京農工大学文部科学省科学技術振興調整費新興

分野人材養成プログラム 人材養成活動の総括報告より 
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たらす可能性があり，単一の知識を持ったチームよりは

有利になる場合が多い．本学の PBL では，なんらかの

設計やデザインを行う場合が多く，設計の際にいろいろ

な制約，価値観，トレードオフ判断を考慮しなければな

らない．どのような制約があるか，価値観があるかを幅

広く特定するには，多様なメンバーでチーム内にあるア

イデアを引き出すことが重要になる．PBL では自分の思

いつかないアイデアに遭遇することから，目を見開くよ

うな学びが可能になる．

実際に PBL を実施していると，チームが到達しなけれ

ばならないアイデアが出てこない場合がある．このよう

な場合は指導教員がチームメンバーからそのアイデアが

出てくるように引き出す努力をすることになる．学生に

任せたままだと PBL 活動の質が落ちる場合があるので

教員によるコントロールは必須である．

 
3.3 方法論を学ぶ 
専門家はその分野の課題が与えられれば毎回異なっ

た課題でも解決できる能力を身に付けている．繰り返し

て応用できる基礎を持っている．IT サービスビジネスで

は繰り返しの基礎になるものを「方法論」と呼ぶ．例え

ば，システム開発のウォーターフォール・モデルは方法

論の一つである．

PBL の教育目標には，繰り返し応用可能な方法論の修

得が含まれる．通常，方法論は教員が学生に提示し，学

生がそれに則ってアクティビティを実施する．方法論は

PBL を選択する際に学生に提示する「プロジェクト説明

書」に PBL の進め方として記載されている．

教員が提示した方法論に沿って，メンバー全員が共通

の方法論に従う．学生がどのアクティビティを実施する

かにより，学生が学ぶ知識やスキルは個々に異なるが，

全体の進め方は方法論として学べる．方法論をマスター

できれば，異なる課題に繰り返し応用できるという意味

で専門家と言える．

筆者が PBL で使用している方法論を図 6 に示す．筆者の

意見では，学生に方法論を考えさせるのは適切と思わない．

学生が考えた方法論が繰り返し応用可能なものになってい

るかどうかを保証できないからである． 
 

3.4 プロジェクトの遂行方法・管理方法を学ぶ 
プロジェクトは複数メンバーで構成されているので，チーム

として共通の目標を達成するためにはプロジェクトの管理が

必要である．PBL ではプロジェクトがうまく遂行するにはどう

したらいいかを実体験する．大きく分けて２つの要素がある． 
ひとつはチームあるいはチームメンバーとして活動するこ

とに関係している．コミュニケーション，リーダーシップ，フォロ

ワーシップが重要になる． 
もうひとつは，プロジェクト管理である．プロジェクト目標と

チームメンバーの役割分担，計画と実績の管理，スケジュー

ル管理，課題管理などが含まれる．プロジェクト管理は

PMBOK (Project Management Body of Knowledge)で
必要な知識がまとめられているので，それを実際に応用し経

験する．

 
3.5 自主的な学習を学ぶ 

プロジェクトを進めていく上で（アクティビティを実施する上

で），課題が見つかり解決しなければならなくなる．知ってい

る課題であればどの知識を使えば解決できるかがわかるの

であまり問題にならない．しかし，初めて出会う課題の場合，

課題解決に必要な知識が何かを知らない場合も多い．実社

会では「知らなかったから解けませんでした」は許されない．

PBL でも同じで，知らない場合は自分で自主的に勉強する

必要がある．ある知識を深く勉強するというよりは，課題解決

のためにどの知識が必要かを探すことが多い．

知っている範囲で解こうとするのではなく，自分が必要と

する知識を探すことが重要である．PBL では正解があるとは

限らないので，自主的に学習することは重要になる．自主的

に学習する習慣がつくと自分の保有する知識が増えるので

能力が高まり，ひいてはコンピテンシー向上につながる．

 
3.6 “IT はサービス”で必要なことを学ぶ 

IT 業界はサービスビジネスにシフトしてきている．そのた

めサービスビジネスを実施する上で必要になるスキルの教育

が重要になってきた．これは PBL の教育目標として重要なも

ののひとつである．ただし，これを実施するにはどんな PBL
テーマでもいいわけではなく，しかるべきプロジェクト環境を

整え，「期待の把握」を行うアクティビティやタスクを設定する

必要がある．具体的には，PBL に協力してくれる企業を探し，

協力企業の「期待」を把握して課題解決する．現状では協力

してくれる企業を探し PBL のプロジェクト環境を整えるのは

担当教員の個人的努力で行われている．しかし，PBL の重

要な教育目標と考えられるので，今後は組織で取り組む体

制を確立する必要があると思われる．

 

変革への
基本方針と
改革ポイント

の明確化

ステップ4ステップ3

ステップ2

ステップ0

プロジェクト
の発足

現状の業務課題

システム課題
の明確化

経営戦略と
業界動向の

確認

ステップ1

想定される
ビジネスシナリオ

（あるべき姿）

 

図 6： 業務改革（情報戦略）の方法論 
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4 PBL に於ける教育目標 

IT 業界でのほとんどの仕事はプロジェクトとして実施され

ている．個人プレーではなくチームで成果を出す．PBL が実

社会で役立つ教育手段と見なされる理由の重要なものに，

PBL を実施することによりプロジェクト経験を積めることがあ

る．ここに PBL を指導する教員の落とし穴がある．学生数名

でチームを作り，チームにテーマを与えるだけで，教員が特

に指導しなくても学生はチーム活動から学ぶことがある．講

義で知識を教えるのとは違い，PBL 教育では学生が何を学

ぶかは同一チームにどのようなメンバーがいるかに大きく左

右される．学生は教員だけでなく，チームの他メンバーから

学ぶ部分が多いからである．学生を指導しようとしてあまり教

員が口出しし過ぎると，学生の自主的な学びを阻害する心

配がある．しかし，学生指導は教員の重要な仕事であるから，

学生が適切なスキルやコンピテンシーを学んでいるかどうか

への責任はある．学生が何を学ぶかについて教員は責任を

持っているはずである．その責任を果たすには PBL での教

育目標を教員がきちんと意識していなければならない．

プロジェクト目標は，プロジェクト終了時にプロジェクトが成

功したかどうかを評価する基準になるのではっきりしているし

わかりやすい．一方，教育目標は，プロジェクト終了時に学

生が何を学んだかで達成できたかどうかを評価するものであ

り，客観的に評価するのは難しい．しかし，教員が教育目標

をはっきり意識していないと教育目標の達成はありえない．

IT 系 PBL プロジェクトの教育目標は PBL の実施経験がそ

れほど多くないことから十分に整理されているとは言えない．

特に IT 業界がサービスビジネスへシフトしていることを考え

ると，従来の工学系の教育とは違った新しい要素が PBL 教

育に求められていると考えられる．2 章，3 章で論じたことが

教員が教育目標をはっきり意識して PBL を実施する場合の

参考になることを期待したい．

参考文献

[1] 日本経団連：産学官連携による高度な情報通信人材の

育成強化に向けて(2005) 
http://www.keidanren.or.jp/japanese/policy/2005/039/inde

x.html 

[2] 先導的 IT スペシャリスト育成推進プログラム 
http://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/it/index.htm 

[3] 高度ＩＣＴ人材育成に関する研究会報告書 
http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/2008/pdf/080

530_3_bs2.pdf 
[4] IT 人材の育成 

http://www.meti.go.jp/policy/it_policy/jinzai/index.html 
[5] IT を巡る今後の戦略の検討ポイント 

http://www.meti.go.jp/report/downloadfiles/g90602c01j.p

df 

[6] 高度情報通信人材育成に向けた日本経団連の取り組み 

http://www.ipa.go.jp/jinzai/sangaku/pdf/08/siryo4.pdf 

[7] 情報専門学科におけるカリキュラム標準 J07 
http://www.ipsj.or.jp/12kyoiku/J07/J0720090407.html 

[8] 社会人基礎力 
http://www.meti.go.jp/policy/kisoryoku/index.htm 

[9] ITSS Version 3 
http://www.ipa.go.jp/jinzai/itss/download_V3_2008.html 

[10]駒谷昇一：PBL は教育にどのようなインパクトがあるのか, 
SSS2009, pp.131-138, 情報処理学会 (2009). 

[11]高度 IT 人材育成のための実践的ソフトウェア開発専修

プログラム

http://www.cs.tsukuba.ac.jp/ITsoft/ 
[12]ユビキタス&ユニバーサル情報環境の設計技術者養成 

http://uu.tuat.ac.jp/ 

95





 

コンピテンシーを育成する経験学習教材の設計技法 
 

網 代 剛* 
 

Design Method of Educating Competency on Experiential Learning 
 

Tsuyoshi Aziro* 
 

Abstract 
Experiential learning requires adequate confusion of its learners. Yet managing the degree of learner s 
confusion is difficult. The method to manage them would be required to objectify the process of 
learning. This paper proposes two hypothesizes on material   learner interaction, to manage the 
degree of confusion of learner. First is about the amount of information provided by material that will 
manage degree of diverging of their thought. Second is the possibility of existence of learners own 
 learning path .

Keywords: Experiential learning, Project Based Learning, Game design, Instructional engineering

 

Received on September 25, 2010
*産業技術大学院大学，Advanced Institute of Industrial Technology
 

1 はじめに 

経験学習には，学習者の適切な迷いが必要である．本稿

では，教材－学習者間の相互作用において，学習者の迷い

の程度の制御につながる２つの仮説を提案する．ひとつは，

教材が提供する情報量によって学習者の思考の発散の程

度が制御できる可能性であり，いまひとつは，学習者に固有

の“学習パス”の存在である．

 
1.1 背景：経験学習 

産業技術大学院大学では，教育の目的を，能力（コンピテ

ンシー）に定めている．こうした能力を育成する学習プログラ

ムの体系のひとつに経験学習がある．コルブ [1] は，経験

学習の基礎を，デューイによる，経験を通じて現代の科学技

術に至る背景や原理を獲得するという意味での“再発見”，

レウィンによる，グループによるディスカッションが問題の発

見や解の創造に寄与するという意味での“グループ”，ピアジ

ェによる認知の発達段階と定めた上で，経験学習を，経験

（ CE ： Concrete Experience ） ， 観 察 （ RO ： Reflective 
Observation ） ， 抽 象 化 （ AC ： Abstract 
Conceptualization ） ， 計 画 立 案 （ AE ： Active 
Experimentation）の４つの過程による循環的過程としてモ

デル化している．（図 1 参照）

 

 
図 1：循環的学習モデル 

 
1.2 経験学習の問題 

PBL（Project Based Learning）をはじめ，ケースメソッド，

ゲーミングシミュレーションなど，能力の育成を目的とした学

習プログラムには，実践を通じて能力を獲得するという共通

点がある．こうした実践には，学習者の自律的な学びのため

に“ある程度”の自由度が必要である一方で，学習であるた

めに，やはり“ある程度”の統制が求められる．（図 2 参照）こ

の点は，デューイ [2] が後年記しているように，学習プログ

ラムの設計，実施において，非常にデリケートであるだけで

なく，学習者にとっても，本当に自由に関心の赴くままにやっ

てよいのか，教授者の指示に従わなければならないのか，混

乱を招くものである．木谷[3] は，小学校におけるゲーミング

シミュレーションの実践を見学した折，授業が終了した直後，

産業技術大学院大学紀要 No.4, pp.97－101 （2010） 〔総説〕 
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児童が教員に向かって「先生，今度は本当に遊んでいいん

ですか？」 と質問したエピソードを報告し，経験学習におけ

る適切な自由度の確保の難しさを指摘している． 
 

1.3 経験学習の制御 
これまで，経験学習における学習者の適切な自由度の問

題について，教材設計者の着想による提案が，優れた成果

をあげた事例 [4] は報告されているが，学習プログラムや

教材の構成要素と，学習者の自由度との関係は明らかでは

なかった．経験学習における学習者の自由度，言うなれば

“学習者の迷い”を適切に制御できる学習プログラム設計法

が望まれる．

学習者の迷いの制御には，学習者の迷いを大きくする手

段と，学習者の迷いを小さくする手段が必要である．本稿で

は，後者について，ファシリテーション[5] による学習者への

働きかけや，多主体間の相互作用[6] とは，ひとまず切り分

け，教材－学習者間の相互作用において，学習者の迷いを

小さくする教材設計の手段についての仮説を提示する．

 
図 2：学習者の迷い 

2 仮説 

循 環 的 学 習 モ デ ル に お け る 観 察 （ RO ： Reflective 
Observation）[1] を，学習者と教材の相互作用と捉えた

（図 3 参照）うえで，本稿での第一の仮説は，エンタテインメ

ントにおいての，抽象的な概念を視覚化することによって，

実在しない仮想世界でプレーヤが迷わず課題達成の手段

の選択に集中できるようになるという，ゲームの設計技法[8]
に着想を得たものである．第二の仮説は，筆者の実践から着

想を得たものである．本節では，仮説の概要を記し，次節に

おいて，現在の取り組みと今後の課題を記す． 

 
図 3：教材－学習者間の相互作用 

 
2.1 仮説 1(情報量による制御)

 学習者に提供する情報の量，質，および提供方法によって，

学習者の迷いの状態は，変化するはずである．エンタテイン

メントにおける『信長の野望』[9]では，全国統一という抽象的

な概念を“地図を塗りつぶす”という形で視覚化することによ

って，ゲームのプレーから不要な迷いを除去している[8]．こ

の事例にならい，数学基礎教育において，パラメータを変化

させた場合のモデルの振る舞いの変化を，グラフの変化（動

画）によって，視覚表現した．これまでの教科書では，一般

形の数式や，特定のパラメータを用いた図は，用いられてい

るが，任意のパラメータに対応するモデルの振る舞いの変化

は，学習者の想像に委ねられていた．第一の仮説は，この点

について，学習者より任意のパラメータの入力を受け付け，

モデルの振る舞いをフィードバックする仕組みを加えることで，

学習者の迷いが小さくなるのではないかというものである．

（図 4，図 5 参照）

 
図 4：情報量と学習者の迷い 

情報を加えることで，学習者の思考の発散を抑える事ができ

る 
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図 5：モデルの振る舞いの変化を表現 

学習者によるパラメータの入力で，モデルの振る舞いが異な

る．

2.2 仮説 2 （学習パス） 
第二の仮説は，次のような GBS[7] に立脚した学習プロ

グラムの実践を通じて，学習者の思考の過程が異なるという

着想を得たものである．

ゴール：観察（推論につながる事象の発見）

ミッション：標本から母平均を区間推定する

リソース 1：正規分布の特性（標準偏差によって，ある確率

での標本の出現区間のちがい）

リソース 2：標本平均の分布（母集団よりも小さな標準偏差

を持つ   
カバーストーリー：標本の母集団に正規分布を仮定

シナリオオペレーション：学習者とシミュレータの対話形式

役割：標本の再抽出，信頼度（確率）の指定

フィードバック：母平均の任意の信頼度での信頼区間，グ

ラフによる視覚表現 
※リソースについては，事前に 90 分を使って講義

 
2.2.1 結果 （リソース提供の失敗） 

事前に講義を行ったにも関わらず，次のような，リソースや

カバーストーリーなど，学習プログラムの前提となる情報につ

いての質問が多く出てきた．

・なぜ，標本標準偏差を割り引くのか？

・n-1 の理由は何か？

・なぜ，標準偏差が信頼度（例 95％）につながるのか？

このような学習者の質問を見る限り，事前の 90 分の講義

は，学習者が本シナリオのリソースを獲得できていないという

点で，失敗であったといえる．この結果から，次の原因が考

えられる．

・原因 1：学習者の思考経路のちがい（事前の授業を理解

していない/関心がない） 
・原因 2：異なる対象に当てはめる能力の欠如（事前の授

業は理解していたが，応用できなかった）

 
2.2.2 学習パスの着想 

原因 1 について，母平均の推定と言う，具体的な手続きの

必要に迫られてはじめて，リソース（正規分布の特性）に関心

が向くプレーヤが少なくとも，本学習プログラムにおいては存

在したことになる．これは，プレーヤにより異なる思考経路が

存在する可能性を示唆するものである．例えば，順を追って，

前提を積み上げてゆくだけでなく，必要に応じて，アドホック

に参照するなど，学習者によって異なる「ミッションを達成す

る経路」が存在する可能性である．（図 6 参照）

 
図 6：異なる学習パスの可能性 

 

3 現在の取り組みと今後の課題 

3.1 視覚表現（仮説 1）の研究 
本稿の関心は，学習者の“適切な”迷いの実現である．今

日，特に映像表現の分野では技術の進歩がめざましく，多

様な技法を低コストで実現できる環境になるが，特に教材設

計における表現技法の選択については，選択の基準となる

ような指標が存在しない．この点について，教材が提供する

情報の量（や質）と，学習者の迷いとの関係を明らかにするよ

う試作を重ねてゆく． 
 

3.2 学習パス（仮説 2）の研究 
学習のゴールを「母平均の区間推定の達成」など，特定の

課題の達成とするなら，複数の経路を用意し，学習者の関心

にのみ忠実にシナリオを制御することで，解決は可能である．

しかし，学習のゴールを「観察（推論につながる事象の発

見）」などの能力獲得とするなら，シナリオ制御のパラメータ

は，思考方法など，少なくとも，学習者の関心を放置するの

ではなく，適切に統制する要素を取り込むことで，能力育成

の学習プログラムとしての意味が生まれるはずである．（図 7
参照）
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図 7：学習者の関心を制御 

学習者の関心にのみ従うのではなく，学習の目的によって，

学習者の関心を “適切に”制御する （点線部には従わな

い）．

 

4 可能性としての可変制御 

これまで，経験学習における教材の設計は，開発者が，ど

んなに細心の配慮を施したつもりでも，学習者の学習パスは，

開発者による“見切り”によって設定され，固定されていた．こ

のため，必ず，学習パスのミスマッチは発生することになる．

一方で，能力育成の教育プログラムの一部であるためには，

プレーヤの思考経路に適切な統制をかける事が必要である．

学習プログラムによる統制も固定的なものではなく，学習者

の状態や学習の目的に応じて，統制の程度を，可変に制御

できる経験学習における教材の設計が望まれる．（図 8 参

照）

  

 
図 8：可変制御のイメージ 

これまで固定的だった教材による制約が，学習者の状態に

応じて可変することで，学習者の迷いを最適化する．

このような教材の設計には，次のような課題が存在する． 
課題 1：細分化した学習目標

課題 2：学習者の状態の検出 

課題 3：制約の表現方法

課題 1 について，循環的学習モデルにおける観察（RO）

だけについても，本稿で考察した，対象を置き換えるだけで

なく，条件の交換や，評価の設定など，様々な能力が考えら

れる．これらについて，体系立てて整理する必要がある．

課題 2 について，ゲームを可変に制御するためには，学

習者の状態を，適切に検出する仕組みが必要である．ゲー

ムの操作ログ等の解析についても，研究を進めてゆきたい． 
課題 3 について，抽象度の高い数学の概念を，具体的な

メタファーで表現することで，数式やグラフよりも，時による変

化や，パラメータによる“ふるまい”の違いがより明確に学習

者に伝わる表現方法を，柔軟に探索してゆきたい．

 

5 むすび 

今日，科学技術においては，オープン，クローズを問わず，

グループウェア等による情報共有の影響は大きく，例えば，

エンタテインメントであるネットワークゲームでさえも，sns 等

のメディアから攻略法の情報を入手しなければ，ゲームに勝

つことは困難であると同時に，例えば戦略上優位なポジショ

ンなどの情報さえ入手できれば，それがなぜ戦略上優位な

のかなど分からなくても，ゲームに勝利できてしまう．プレー

の目的が「ゲームに勝つ」ことであるならば，いち早く最新の

情報を仕入れるべきであり，ひと時代前のスタンドアローン型

のシミュレーションゲームのように，自ら試行錯誤を経て，ゲ

ームを解き明かすといったことをしていては，ゲームでの勝

利と言う目的の達成はほとんど不可能である．しかし（ネット

ワークゲームを，科学技術や教育の文脈に，不用意に用い

るのは，少々飛躍があることは承知の上で）目的を，攻略法

を情報発信できる能力の育成とした場合，今日のネットワー

クゲームのように，能力の育成が，必ずしもゲームの勝利（情

報の参照）とは符合しない場合があるかも知れない．このよう

な場合，能力の育成についても，体系立てられ，適切に制

御可能な教育プログラムの設計が望まれる．本稿で検討した，

ゲーミングシミュレーションにおけるゲーム（対象）によるプレ

ーヤの思考経路の“ゆるやかな統制”は，能力育成を目的と

した学習プログラムを，学習の目的や学習者の状態に応じて

“適切に制御”できる可能性を持っている．また，現状ではま

ったくの憶測であるが，循環的学習モデルでの能力は，もし

かしたら，運動選手における基礎体力のように，くりかえしに

よる習熟が期待できるかも知れない．こうした事を実証的に

研究するためにも，“ゆるやかな制御”の研究を続けてゆきた

い．
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エアクッションを用いた快適座席のデザイン 
 

稲 垣 健 志*・小 泉 敦*・藤 井 香 織*・福 田 哲 夫* 
 

Design for Comfortable Seat by Air cushion 
 

Kenji Inagaki*, Atsushi Koizumi*, Kaori Fujii* and Tetsuo Fukuda* 

 
Abstract

This study is the progress report about the reclining seat for Eco-design. This seat designed for a
long-distance buses, and this air cushion seat has three characteristics.
The first is comfort. This seat has an adjustment function for the most suitable body pressure 
dispersion by the structure using the air cushion and guarantees comfort.
The second is stability. The movement between plural air cells is slow-moving and it does not bound 
too much in comparison with a cushion of other material and can be stable with sitting posture.
The third is light weighting. This seat is lightweight design by air cell, therefore the cushion materials 
of this seat are clear at the weight of the half in comparison with urethane-based low repulsion 
materials.
This suggestion pursued resources productivity and suggested it about concept structure and the form 
that were necessary for an Eco-design.
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1 はじめに 

 本研究の取り組みは, 2009 年度受託研究であるファインテッ

ク株式会社殿所有の特許申請技術であるエアクッションの用

途開発について, 長距離バス用座席としての可能性を探るた

めプロトタイプの製作を依頼されたもので, 本稿はその研究

経過報告である.

2 背景

 時代が要求する設計概念のひとつにはエコデザインが上

げられる. エコデザインは, 環境に配慮したエコロジカルな

側面と同時に，エコノミカルな経済的側面との融合が求めら

れる. 本研究の中核技術であるエアクッションは, 空気その

ものが核であり, 長距離バス用座席だけではなく移動体用

座席一般の課題である軽量化を実現する技術のひとつとし

ても優れている. 

 ファインテック製エアクッションの特徴は,

①快適性／体圧分散範囲は固体のクッション材に比べて全

体に広く, 効果が高い. 

②安定性／空気のセル間移動は節度ある緩やかさで, 他の

材料に比較しても弾むような違和感がなく, 安定してい

る. 

③軽量化／低反発ウレタン系素材に比べて約半分の重量

で, 環境性能にも優れる. 

 このうち軽量化への取り組みは, 単に燃費効率向上に繋

がるだけでなく, エコデザインの本質である資源生産性の向

上に有効である. すなわち, 使用材料は可能な限り抑制し

物質集約度を高めると同時に, クッションの機能的な側面と

快適な座り心地という感性的側面の双方を融合させることに

よるシナジー効果で, 製品性能全般の向上につながること

の意義は大きい.

3 開発プロセスと作業内容

3.1 作業範囲の確認

 本研究の作業範囲は, プロトタイプ製作を前提とした評価

確認作業であることから, 以下の通りとした.

①座席フレーム／車両用座席に実績のある天龍工業殿 よ

り提供を受けた既存バス用座席のフレームを用い, その改

造範囲とする.

②エアクッションの艤装と範囲／1.フットレスト部,２.座面部,３.

背もたれ部(ランバーサポートを含む), ４.ヘッドレスト部に実

装することからはじめる.

③新座席の設計・評価は産業技術大学院大学が担当.

④エアクッションの試作／ファインテック株式会社殿に依頼.

⑤プロトタイプの試作／株式会社キルト工芸殿に依頼.
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3.2 コンセプトの立案 

プロジェクトメンバーによるブレーンストーミングの結果から, 
座席開発の主題を“安心のしつらい”とし, 以下のキーワード

を抽出することにより, デザインの三要素である形態, 色彩, 
素材の検討を進めるための指針とした.
キーワード：

 ①ヒト：やさしさ／

  ・有機的形態による柔らかな触感と自然な色彩と配色.

 ②バ：くつろぎ／

  ・拘束感のない自由さと, 包み込まれる安心感との両立.

 ③モノ：ゆとり／

  ・エアクッションの特徴である軽量化を含むエコデザイン. 

3.3 イメージスケッチの制作

 コンセプトに基づき, イメージスケッチを描くことにより, 完

成イメージの共有化を図った. 掲載スケッチ（写真２,３）は初

期段階のもので, キーワードから導かれた有機的形態と, 自

然な色彩と包み込まれる安心感をイメージさせるものとした. 

 

図 1：快適座席のイメージスケッチ①,② 

 

 

図 2：快適座席のイメージスケッチ③,④ 

 

      図 3：既存座席と改造後イメージスケッチ

 

3.4 分解作業と形状トレース

 使用する改造用座席は, その構造体の理解と必要寸法測

定のために, 一連の分解作業を行った. その際に採寸した

寸法はエアクッション一次試作の形状検討をするための設

計基準として用いた. 再利用を前提とした座席フレームは,

既存構造を流用するために重量増は避けられない. 

 当面のプロトタイプ製作に伴う軽量化への取り組みについ

ては, 設計対象の範囲外とした.  

 

3.5 原寸大図面での検討

 デザインコンセプトの具現化には, (１)エアクッションの座面

形状(セル)を検討, (2)肘掛けと背もたれの形状最適化の検

討, (3)快適性と審美性の両立などを並行作業した.

 その検討結果から, （1）エアクッションの形状(セル)は, 座

面から肩部高さまでの細長い一体型とした. また腰部(ランバ

ーサポート部)は, 個人の体格や姿勢によって最適形状が大

きく異なるため, 空気量を個別に調節できるよう弁とブロアを

設けた. （2）の肘掛けや背もたれの形状検討の方向性につ

いては, 深夜バスとしての使用を考慮し, プライバシーの観

点から既存の一般座席よりも背もたれ部の座高を高くし, ホ

ールド感のある座席寸法とした.

 既存座席形状のトレース作業から新規座席プロトタイプへ

移行する一連の検討作業については, 原寸大テープ図面

を基にして, 途中の簡易モデルによる実測と体感評価を挟

みながら, 寸法確認と修正作業を経て一次試作を行った. 

 

図 4-1、4-2：背面、側面検討用原寸大テープ図面 
 

図 5：エアクッション一体型図面(一次試作) 
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図 6：エアクッション枕図面（一次試作） 

 
3.6 エアクッションの仮組み立て

 エアクッション図面（一次試作）による仮組み立てでは,     

下記の点において不都合が発生した.

①：各エアクッションは一体型のため, 背面リクライニング時

やフットレスト可動時には, スムーズに追従していない. 

②：空気注入時には, エアクッション形状の変形量が予想以

上に大きく, 各部寸法が安定していない. 

 以上２点からの対策案としては, フットレスト部, 座面部, ラ

ンバーサポート部および背もたれ部の一体型から, 個々に

分離独立したエアクッションへと変更することとし, 二次試作

を行った. 

図 7:エアクッション図面(左：座面・右：腰部／二次試作)

3.7 プロトタイプへの実装

 プロトタイプの製作は, 改造用背面フレームのパイプを切

断, 背面の三次曲面パネルへの変更をした. その他リクライ

ニングレバーの取り付け位置変更, エアクッション二次試作

品の実装など一連の艤装作業を行った. 

 張り生地については, コンセプトに基づく座席形状のイメ

ージやキーワードである, やさしさ, くつろぎ, ゆとりなどから, 

感性評価も考慮した柔らかな感触を持つ生地として“ヌバッ

ク”(川島織物製)を選択した.  

 

図 8：ヌバック生地のサンプル写真 

 

図 9：改造前と改造後の座席形状比較(正面) 

 

 

図 10：改造前と改造後の座席形状比較(側面) 

 

 

図 11：改造完了した座席のプロトタイプ 

4 プロトタイプによる評価

4.1 アンケートの実施

 本研究は, 当初より産業交流展(注記：［1］)への出展が目

標であった. 会場では, エアクッション二次試作品を実装し

たプロトタイプについて, 座り心地に関するアンケートを行い,

感性評価を得ることができた. 

 

図 12: 産業交流展での展示とポスター 
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①回答数: 33 名 

 

図 13: 回答者の構成（性別、年齢、身長） 

 

     

図 14: アンート回答内容について 

②その他の意見 

a.ソファとして使いたい

b.早く高速バスに使って欲しい

c.空気の移動が心地良い

d.思ったほど空気の移動が感じられない

e.腰の部分がもう少し出ていたほうが良い

f.高級感がある

g.肌触りが良い 

4.2 アンケート結果からの考察

評価については, インタビュー形式ということもあり半

数以上が心地良いと回答し, おおむね好評であった。し

かし臀部から腰部, すなわち座面に対す評価は半々に割

れたことから, 座面に改善の余地ありと判断できる.
尚、この座席は産業交流展（注記:［1］）の他に, 先端材

料展（注記:［2］）においても展示発表した.

4.3 これまでの問題点と対応策

エアクッション二次試作図面では, 空気挿入時における変

形量がまだ大きすぎることと, 底付きを避ける等の理由から, 

エアクッション三次試作図面にて臀部セルの前後方向寸法

の一部を 180mm の長さに変更した.

 

 

図 15: エアクッション図面(座面三次試作) 

図 16,17: エアクッション図面(背面部・腰部三次試作) 
 

4.4 体圧分布測定（三次試作品）

 客観的評価を得るため, 各形状エアクッション三次試作品

の完成を待ち, 体圧分布測定を行った.

測定方法については,

①座面がプラスチック製の椅子にエアクッション三次試作品

を敷き, ニッタ（株）社製圧力分散計測システムを用い

て測定を行った. 

②測定は, 被験者が重心を前後左右に移動した際に, 体圧

が速やかに分散されるかどうか, 感性評価とともに体圧

分布を観測する方法で行った.

以下に測定データの一部を挙げる. 

    

図 18：座面測定データ（既存座面・試作座面） 

（いずれも上体を起こして座った状態） 

4.5 測定結果

①ウレタン系素材使用の既存座面と比較して, 試作座面

の方が臀部および大腿部を全体で体圧分散させてい

るものの, 空気圧の調整が上手くできずに圧力が高

めとなっていることが確認できる.(上図では, 体圧が

高い部分を赤色表示し, 低い部分を青色表示して示し

ている. ) 

②資料添付は無いが, 試作座面において被験者が重心を

左右に移動した場合, 体圧分布が速やかに均等になる

ことは確認できなかった. 

③上記②の結果は, 今回試作した全てのエアクッションにお

いても同様であった. 

④この結果は, アンケートの被験者が「劇的に体圧分散され

ている気がしない.」という感覚的コメントと一致する. 

 



127エアクッションを用いた快適座席のデザイン   

5 座面部プロトタイプ 

5.1 座面部プロトタイプの試作

 測定結果は, 重心移動した際の体圧分布の応答性が悪い

ことが確認されたため, 空気の通り道について検討した.

 検討結果から,気室(セル)間での空気移動が速やかに起こ

らない点にあると仮説を立て, 仮説検証のために以下３パタ

ーンのエアクッション四次試作品を制作した.

パターン 1：前後方向全ての気室間に空気の導管を設ける.

パターン 2：左右方向全ての気室間に空気の導管を設ける.

パターン 3：前後左右方向の気室間に空気の導管を設ける.

 四次試作のエアクッションを内包したシート座面部分につ

いて,パターン 1〜3 まで, それぞれの案について座面の試

作をした. 

 

図 19：パターン 2(左),パターン３(右)（四次試作図面） 
 

5.2 体圧分布測定（四次試作品による）

 パターン１～３のエアクッション四次試作品により体圧分布

を測定した. 測定方法は前回の三次試作品と同様である.

 以下に四次試作品と着座時の測定データの一部を挙げる. 

 

図 20： エアクッションパターン１形状 

（上体を起こして座った状態） 

 

①ウレタン素材使用の既存シートと比較して, エアクッシ

ョンパターン１座面のほうが臀部および大腿部を全体で体

圧を分散させていることが確認できる (上図では,体圧が高

い部分を赤色表示し, 低い部分を青色表示して示してい

る) . 

  ②資料添付は無いが, エアクッションパターン１において

被験者が重心を左右に移動した場合, 体圧分布が速やか

に均等になることが確認できた.

③上記②の結果は, 今回試作したパターン１～３の全ての

エアクッションにおいても同様であったが, パターン３の前

後左右方向全てに空気の通り道を設けた場合は, 空気の

通りが速すぎて安定感がなく, 心地良い体圧分布の感覚

は得ることができなかった. 

図 21：パターン 2(左),パターン３(右)（四次試作品） 

 

5.3 エアクッションの評価

  エアクッションの方向性は, 四次試作品により, 適度な応

答で心地良く体圧分散が可能であることが確認できた.

  前後方向の重心移動に対しては, 最終的に試作したパタ

ーン１が適当であると結論付けられ, また左右方向の重心移

動に対しては, パターン１と同時期に試作したパターン２が

適当であると結論付ける.

 ただし全方位前後左右方向の重心移動に対しては, 満足

いく結果は得られていない. しかし検証後の空気を抜く片付

け作業における際に容易に空気が抜けるか抜けないかで判

断できるという意味である. 重心移動に追従して穏やかに体

圧分散できる「いいエアクッション」は, 空気の流れが滞る箇

所がないので節度は残りながらも, 抜気作業がとてもやり易

いのである. 基本的なセルの分割形状の最適化については

今回の試作期間内には試験することが出来なかった.

 今後の課題としては, パターン３を基本にした空気の流れ

方を穏やかにする方法として, 以下の三点が挙げられる. 

① 空気を通す繊維素材についての検討

② 空気を通す繊維の太さについての検討

③ 空気を通す通り道の数についての検討 

6 アドバンスモデルによる可能性の提案

 展示会での反響では「長距離バス用として実際に使って欲

しい」との声が複数回答あった. また一方「家で使いたい」等

という意見も多かったことから, エアクッションは長距離バス

用の座席以外の利用シーンにも十分対応できるものであるこ

とが確認できた. 

 本座席プロトタイプの特徴は「長時間着座をしても体が痛く

ならない」あるいは「体重移動に追従して心地良く体圧分散

を可能にしてくれる」ことから,

① 空港ラウンジなどのソファ

② 映画館の座席

③ 美容院の椅子

等, 長時間にわたる着座姿勢が求められる他の用途展開に

も十分応用可能なことを確認できた. 
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       図 22：「リラクゼーション・チェア」への応用 

（エコデザイン展用プロトタイプとイメージポスター） 

これまでのことから, 別件 2004 年度エコデザイン展（注記：

［4］）の研究成果を基に, 軽量化座席としての可能性を探る

べくプロトタイプ（アドバンス・モデル）を試作し, 2009 年度エ

コデザイン展（注記：［3］）へ出品展示した. エコデザインへ

の取り組みは軽量化に着目して, リサイクル可能なペット樹

脂による筐体と, エアクッションへの使用可能性について確

認することができた.

7 まとめ

 長距離バス用の快適座席としてのプロトタイプ提案からは

じまった研究は, また同時に解決しなければならない課題を

浮き彫りにした.

①実際に動態等へ搭載しての使用感を試験していない. 

従って実際の揺れや振動に対するエアクッションの底付

き感やホールド感についての評価は出来ていない. 

②この底付き対策としては, エアクッションの異なるセル形

状による三層化構造や, 左右の気室セル間への導管追

加などの新しいアイデアを導き出すことができた. 期間

内での試作には至っていない. 

 以上の課題は従来の素材であるウレタンや綿など異なる素

材との組み合わせであれば即対応可能と考えるが, 本プロ

ジェクトの目的は「エアクッション」のみでの課題克服である.

従って前提としては, 穴開や切裂きなどのいたずらや破壊

行為などを想定した強い素材開発がまず必須条件と考えら

れる.

 今後の研究継続のための課題としては, 以下であることを

確認した.

① 座り心地の最適化と品質感

② 公共の場での耐久性ある高度素材の開発

③ エコデザインとしての素材の吟味と軽量化

以上 
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各位, 形状検討に合わせた部品の手配, 体圧分布の測定, 

座り心地の確認などにおいて本学創造技術専攻の学生有

志諸君をはじめ, 多くの方々にご協力を頂いた. 厚く御礼申

し上げたい.

以上

注記：

[1]「12 回産業交流展 2009」（2009/11/4〜6）/主催：産業交

   流展２００９実行委員会, 東京都他/於：東京ビッグサイ

ト 

[2]「先端材料展 2009」（2009/11/18〜20）/主催：社団法人

   人化学工学会, 社団法人日本能率協会/於：東京ビッ

   グサイト 

[3] 「プロと卵のエコデザイン展 2009」（2009/12/3〜8）

   /主催：社団法人 日本インダストリアルデザイナー協

   会 東日本ブロック環境委員会/於：新宿 OZONE プ

   ラザ

[4] 「プロと卵が発想するエコデザイン展 2004」（2004/6/10

   〜22）/主催：社団法人 日本インダストリアルデザイナ

   ー協会 東日本ブロック環境委員会/於：新宿 OZONE

   プラザ 
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